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序     文 

 

 

 

 

国際協力機構は、ミャンマー国政府からの技術協力の要請に基づき、平成 13 年 12 月から同国

においてミャンマー国「乾燥地共有林研修・普及計画プロジェクト」を開始しました。 

 当機構は、本プロジェクトが活動を終えるのに先立ち、プロジェクトの成果を確認し、今後の

プロジェクトに関する提言と教訓を得るべく、平成 18 年 6 月 13 日から 7 月 1 日まで、当機構地

球環境部技術審議役 高野憲一を団長とする終了時評価調査団を同国に派遣しました。 

調査団は、ミャンマー側評価団と共同で、本プロジェクトの実績、実施プロセス、評価５項目

に関する情報を収集・分析し、評価結果を取りまとめ、調査に関するミニッツに署名しました。 

 本報告書は、今回の終了時評価調査の結果を取りまとめるとともに、今後の協力の更なる発展

の指針となることを目的にしています。 

終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援を頂いた両国関係者の皆様に、心から感謝の

意を表します。 

 

平成 18 年 7 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部長  伊藤 隆文 
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評価調査結果要約表 

1 案件の概要 

国名：ミャンマー 案件名：乾燥地共有林研修・普及計画 
分野：森林保全 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：420,321（千円） 

先方関係機関：林業省森林局、中央乾燥地緑化

局 
協 力 
期 間  

(R/D)： 
2001 年 12 月～2006 年 12 月 

日本側協力期間：農林水産省林野庁 
関連協力： 
無償資金協力：「中央林業開発訓練センター建設」、技術協力：「中央林業開発訓練センタ

ー計画」、「中央林業開発訓練センターフォローアップ」、「中央林業開発訓練センターアフ

ターケア」 
1－1 協力の背景と概要 

ミャンマー国（以下、「ミ国」）は人口 5,217 万人（2002 年、推定）、人間開発指数 0.578
（129 位／177 カ国、2005 年）、国民一人当たりの GDP は 1,417 米ドル（2005 年推定、

購買力平価で計算した場合）で後発開発途上国（LLDC）として位置づけられており、ア

セアン諸国の中でも最も貧しい国のひとつである。 
ミ国の森林面積は、国土面積（6,765 万 ha,日本の約 1.7 倍）の約 51％（3,438 万 ha）

を占めている。同国においては、1990 年から 2000 年の間にアセアン諸国では最も高い

森林減少率（年平均 1.4％、同時期アジア地域全体で 0.1％）を記録し、加速しつつある

森林の減少が問題となっている。また特に中央乾燥地においては、平均降雨量が年間 500
ミリメートル程度と乾燥が著しい上、人口増加に伴う薪炭材の過伐採などにより森林が加

速度的に減少し、土壌の流出等の環境破壊を招いている。また同地域は、その自然環境の

厳しさだけではなく、全国の人口の約三分の一が居住していることなどから、ミ国の中で

も特に貧困度の高い地域であり、政府からも貧困削減及び環境保全双方における重点対策

地域として取りあげられている。 
その一方でミ国政府は 1995 年に森林政策を発表してから、森林管理における住民の参

画を拡大することによって、より持続可能な森林保全を実現することを林政上の重要課題

としている。また同年には共有林の制度的骨子となる共有林令が森林局局長から発令さ

れ、いくつかの地域で試行された。この共有林令に基づく住民参加型森林管理を、特に森

林の荒廃が著しい中央乾燥地域で促進するために、ミ国は森林局職員の共有林普及能力向

上を目的とした技術協力を我が国に要請してきた。その要請を受けて当案件が立案され、

2001 年 12 月に 5 年間の計画の下に開始された。 
 
1－2 協力内容 （本評価調査で採用した PDM バージョン 4による） 

（1）上位目標 
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自発的な参加を行う地域住民が共有林からの利益を享受できるよう、森林局が乾燥地にお

いて共有林令に基づく参加型森林管理を推進する。 
 
（2）プロジェクト目標 
乾燥地の全ての森林局タウンシップ事務所が、共有林令に基づく参加型森林管理を推進す

る実務的能力を獲得する。 
 
（3）アウトプット 
① 共有林令に基づく参加型森林管理推進のための普及計画が策定される。 
② 普及員が参加型森林管理の重要性を理解するとともに普及のために必要な技能、知識

を獲得する。 
③ 参加型森林管理の普及が乾燥地の村において実践される。 
④ 参加型森林管理の普及が定期的にモニターされる。 
⑤ 乾燥地緑化局との連携が強化される。 

 
（4）投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家   9 名（257.2 人月） 
短期専門家派遣   2 名(2.4 人月) 
研修員受入     10 名 

 
機材供与        約 50,347 千円

ローカルコスト負担   約 80,954 千円

 
 
相手国側： 

カウンターパート配置 42 名 
（内現在 15 名配置） 
土地・施設提供 プロジェクト事務所 

（サブセンター内、中央林業開発訓練 
センター内、森林局ヤンゴン事務所内）･

施設 

 
 
機材購入 N/A 
ローカルコスト負担 17,078 万チャット

約 44,088 千円相当（中央林業開発訓練セ

ンター及びサブセンター分） 

2 評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 
総   括：高野 憲一 JICA 地球環境部技術審議役 
共有林普及：五百木 篤 林野庁国有林野部管理課監査官 
協力計画 ：日高 弘  JICA 地球環境部 第一グループ 

森林・自然環境保全第一チーム 職員 
評価分析 ：中谷美南子 グローバルリンクマネージメント(株) 研究員 

調査期間  2006 年 6 月 13 日～7 月 1 日 評価種類：終了時評価 
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3 評価結果の概要 

3－1 実績の確認（アウトプットの達成度） 
（1）アウトプット 1：共有林令に基づく参加型森林管理推進のための普及計画が策定され

る。 
アウトプット 1 は達成されている。2002 年から 2003 年にかけてプロジェクトが実際

に行った普及活動を通して得た経験・知見に基づき、「乾燥地共有林普及計画」が策定さ

れた。最終版が 2004 年 1 月の合同調整委員会で承認された後、同年 3 月に森林局から正

式に承認を受けた。この普及計画は、プロジェクトが 2006 年までに目標を達成し、2011
年までに森林局により上位目標が達成するための行動計画の指針を示している。また具体

的には共有林普及のためのモデル手順や普及の実施体制、研修戦略や、普及活動を促進さ

せるために考慮すべき課題等が提示されている。その後、プロジェクトによる普及活動が

進むにつれて、普及計画の内容が実践に合わせて変更されている。 
 

（2）アウトプット 2：普及員が参加型森林管理の重要性を理解するとともに普及のために

必要な技能、知識を獲得する。 
アウトプット 2 も概ね達成されている。プロジェクトが実施している研修プログラムは

以下 4 つのコースによって構成されている。①県及びタウンシップ森林事務所長対象の

「参加型普及システム（PES）」コース（実施回数 8 回、参加者 106 名）、②タウンシッ

プ森林局普及員対象の「参加型普及手法（PEM）」（実施回数 10 回、参加者 158 名）、③

普及員対象の「フォローアップ研修」（実施回数 2 回、参加者 38 名）、④共有林ユーザー

グループメンバー対象の「住民研修」（実施回数 6 回、参加者 121 名）。現在ほとんどの

研修コースはサブセンターの森林局職員が講師を務め、共有林普及活動支援を通じてフィ

ードバックされた普及員や住民のニーズに柔軟に対応しながら、カリキュラムの改良に努

めている。また研修生の理解を深めるためにも色々と工夫がなされており、研修評価にお

いても、研修生の比較的高い理解度と満足度の結果が表れている。 
 

（3）アウトプット 3：参加型森林管理の普及が乾燥地の村において実践される。 
アウトプット 3 も以下の理由よりほぼ達成しているといえる。本評価調査時には、プロ

ジェクト対象地域の中では 54 タウンシップ中 41 タウンシップ（76%）において、共有

林設立に向けての進捗が確認された。フィールドレベルにおいて共有林活動の推進力とな

っているのが、2 つの巡回指導チームによる普及活動支援である。巡回指導チームは優先

タウンシップにおいて、主に住民組織段階、ユーザーグループによる管理計画作成段階、

そして管理計画実施段階、の各ステージで必要な支援を現場で行っており、更に普及担当

職員によるプロジェクトの研修で得た知識・技能の実践や、特に参加型手法の活用を促し

ている。また、フィールドに赴くことにより、それぞれのタウンシップの状況に即した共

有林阻害要因の対処法を提示したりして、タウンシップ森林局事務所の能力開発に大いに
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貢献している。 
 

（4）アウトプット 4：参加型森林管理の普及が定期的にモニターされる。 
アウトプット 4 のための活動は終了しているが、その効果が十分発現されていない。プ

ロジェクトでは、共有林関連活動を定期的にモニタリングするために、定期報告制度を導

入した。プロジェクトは定期報告に活用されるべき 4 つの様式を特定し、その様式を利用

してタウンシップ事務所から県事務所、県事務所から管区事務所までの報告の流れを提案

した。この定期報告制度の導入に関しては、2005 年 12 月から 2006 年 1 月にかけて開催

された、各県及びタウンシップでの共有林設立調整委員会（CCF）の際に関係者に詳細

に説明され、報告様式自体は、2006 年 3 月～4 月の間に県及びタウンシップ事務所に配

布された。しかし本評価調査時点では、2006 年度第一四半期分のレポートが提出された

例は少なく、今後プロジェクト終了時までに、先方に積極的に働きかけるなどの進捗が期

待される。 
 

（5）アウトプット 5：乾燥地緑化局との連携が強化される。 
アウトプット 5 は指標上では以下の実績を挙げた。プロジェクトは乾燥地緑化局の職員

を対象に 3 回の PES 研修、また 4 回の PEM 研修を通じて合計 69 名の普及員を研修し

た。更に乾燥地緑化局との連携強化を目的とした共有林設立委員会（CCF: Committee 
for Community Forestry）の設立に関しては、本局レベルでは 2004 年 7 月に会議が開催

され、その場において共有林造成に関する基準規格が決定した。また地方レベルでの CCF
は 2005 年 12 月から 2006 年 1 月にかけて乾燥地全 12 県、54 タウンシップにおいてそ

れぞれ設立された。しかしその後、CCF が森林局と乾燥地緑化局との連携を実質的に強

化するメカニズムとして有効だったかどうかは、中央レベル CCF については 2004 年 7
月の協議以降開催されておらず、また地方 CCF に関しても同様に CCF を開催した県あ

るいはタウンシップについての報告がまだなく、今後モニタリングする必要がある。 
 

3－2 評価結果の要約 

（1）妥当性 
 本プロジェクトの妥当性は、以下の理由により終了時評価時においても大変高いといえ

る。 
＜ミャンマー政府の政策との整合性＞ 
本プロジェクトの中心的活動となる住民参加型の森林管理は、1995 年に発表された森

林政策において、林政課題の重点戦略の 1 つとして掲げられており、同年発令された共有

林令では、共有林設置の具体的手順が規定され、共有林を促進する上で、必要な政策上の

枠組みが整備されている。また 2001 年に策定された森林セクターマスタープラン（2001
－2031）では、森林局は 230 万エーカーまで共有林用地を拡大することを目標と挙げて
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いることから、本案件が主眼においている共有林活動は、ミャンマー国森林政策上重要な

位置づけとなっていることが確認できる。 
＜地域住民のニーズとの合致＞ 
更に中央乾燥地においての森林の減少・荒廃のスピードは年々加速しており、その再

生・保全は喫緊に取り組むべき課題である。そのため、地域住民に共有林を通じた持続的

森林管理手法を普及させ、森林局の組織的そして技術的能力開発を支援する当プロジェク

トのデザインと内容は住民のニーズとも合致しているといえる。 
 
＜我が国の開発援助政策との整合性＞ 

2004 年 5 月以降、日本の対ミャンマー国経済協力の基本方針としては、原則、新規援

助は見合わせるものの「緊急性が高く、真に人道的な案件」、「民主化・経済構造改革に資

する人材育成のための案件」、「ASEAN 全体、CLMV（カンボジア、ラオス、ミャンマー、

ベトナム）諸国を対象とした案件」を個別に吟味しつつ実施するとしている。本案件は、

共有林を通して、行政主体であった森林管理を住民に権限委譲し、ボトムアップの意志決

定制度を確立することが、民主化に寄与するという理解のもとに、「民主化・経済構造改

革に資する人材育成のための案件」のひとつという位置づけになっている。また、JICA
の国別事業実施計画案（2005 年）においては、上記基本方針を踏まえた 6 つの対ミ国支

援分野が挙げられているが、そのうちの民主化支援の重点課題である「行政への住民参加

機会の拡大」に当プロジェクトは寄与しているため、JICA の援助基本方針とも整合性が

とれている。また日本は ASEAN 地域で同様のコミュニティーフォレストリー案件を実

施しており、日本の比較優位性は高い。 
 

（2）有効性 
本プロジェクトは、2008 年までのプロジェクト目標の達成に向かって順調な進展を見

せており、プロジェクト期間内にその目標を達成する見込みは高いといえる。各アウトプ

ットは、プロジェクト目標の達成に貢献した。プロジェクトの対象地とその他地域の比較

においても、ユーザーグループ数、共有林面積等に大きな成果が確認された。しかしなが

ら、森林局本部から地方森林事務所へ共有林普及のための明確な業務指示が出されていな

いこと、他の機関（乾燥地緑化局、平和開発委員会等）との共有林の承認に関する調整に

時間を要することなどが、プロジェクト目標の達成を阻害した要因に挙げられた。 
 

（3）効率性 
本プロジェクトの効率性は、概ね良かったといえる。アウトプット達成のために必要と

された投入は、その量、質、タイミング的にもほぼ適切であった。またプロジェクトの柔

軟な運営体制がアウトプット産出に貢献し、特に実施期間の後半においてプロジェクトの

効率性を向上させた。なお、アウトプットの達成に影響を与える要因として、地方事務所
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職員の異動が挙げられたが、プロジェクトでは、異動者への研修を行うなどの対応を行っ

てきた。 
 

（4）インパクト 
プロジェクトの支援を受けた共有林の設立以降、プロジェクト対象地域において共有林

の数を増やしており、共有林証書の申請プロセス段階にあるユーザーグループも多く、設

置済みの共有林から林産物を利用するユーザーグループの増加も見込まれている。森林局

及びサブセンターが今後も研修、共有林活動中の支援を継続するならば、上位目標の達成

は見込まれると考える。本評価調査の村落調査においても 2 村ではあるが、住民が新たな

ユーザーグループを自ら結成するなどのインパクトも見られ、住民にとっても共有林活動

を担うインセンティブが村落レベルで存在していること確認された。 
 
予測されなかった正のインパクトは以下のとおり： 

・ 森林局以外（各地域の平和開発委員会等）の機関の関係者を、土地承認手続き等に協

力してもらうために、共有林制度に関する情報を提供したり会議への参加を促したり

した結果、従来共有林制度とは全く接点のなかったこのような機関の職員たちが、共

有林について知見を深めることになった。 
・ プロジェクトの研修実績をもとに中央林業開発訓練センターでは、森林局の他のプロ

ジェクトに従事している職員対象にも共有林設立及び参加型森林管理の研修を実施

することを決定した。 
 

現時点でプロジェクトによる予測されなかった負のインパクトは報告されていない。し

かし共有林制度は元来排他的性質をあわせ持つものであるからプロジェクトは、社会経済

調査を実施し、負のインパクトの情報収集に努めている。 
 

（5）自立発展性 
以下「サブセンター」、「森林局事務所の共有林普及のための実践的能力」、「ユーザーグ

ループ」それぞれの自立発展性を組織的・財政的・技術的な側面それぞれから検証した結

果である。 
（ア）サブセンター 

1）職員の研修実施、普及支援の能力が十分向上したのに加え、プロジェクト終了後も

継続して共有林及び参加型森林管理の研修を実施する予定であることからも、技術

面での自立発展性は高いと考える。 
2）シニアクラスの職員が配置されていないこと、中央林業開発訓練センターの校長が

センター長を兼務していることから、組織としての自立性は若干懸念されるが、プ

ロジェクト終了まで配置を働きかける。 
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3）中央林業開発訓練センター同様、継続してサブセンターの予算を確保する予定との

ことであったが、研修、普及支援ともに、予算規模に応じた活動の見直し等を検討

する必要があり、プロジェクト終了後の活動計画等について前広に協議する。 
 
（イ）森林局事務所の共有林設立普及のための実践的能力 

1）普及員は F/U 研修等を通じ、必要な技術力を有しており、今後も共有林設立に十分

活用されると考える。 
2）普及員に対し、共有林普及に関する明確な業務支持が出ていないこと、レポーティ

ングシステムが機能していないことから、制度的な整備が必要である。 
3）06/07 年度の森林局予算の４割近くが乾燥地のタウンシップオフィスに配分されて

いるが、共有林普及を積極的に実施するためにも同分野への重点的な配分が必要で

ある。 
（ウ）ユーザーグループ 
  現時点で共有林から利益を得ているユーザーグループの数は限られているが、共有林

の継続に関する要望は高い。住民のインセンティブを今後とも継続させるためには、造

成した森林管理のための技術支援、林産物の販売に関する制度的支援が必要になると考

えられる。 
 

3－3 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 普及支援活動と研修の両コンポーネント間に相乗効果がみられた。普及支援活動が研

修で得た知識を実践するためのオンザジョブトレーニング的側面を果たすと同時に

研修カリキュラムを改良するための課題等をフィードバックした。） 
 

（2）実施プロセスに関すること 
・ 日本人専門家とカウンターパート間で良好な協力関係が構築され、ミャンマー側のオ

ーナーシップが醸成されるように常時心がけた。 
・ プロジェクトの後半、普及及び研修担当の専門家の業務内容を統合し、それぞれのコ

ンポーネントの補完性を高めた。また、プロジェクトを運営・管理する上で、柔軟性

を担保する工夫がなされていたため、アウトプットの産出に貢献することが可能とな

った。 
 

3－4 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 森林局内で共有林普及のために必要な制度的整備を進める活動・投入計画がプロジェ

クト当初からデザインの中に含められていなかった。プロジェクト半ば以降、アウト
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プット 4 と 5 が加えられたが、計画上導入されたタイミングが遅すぎたため、投入・

活動が遅れ、効果が十分に発現されていないが、プロジェクト終了まで働きかける。

 
（2）実施プロセスに関すること 
・ 県・タウンシップ森林局事務所の管理者や普及員の人事異動が多く、そのため研修修

了者やその他技術指導を受けた普及員が、プロジェクト対象地域外に流出している。

・ 森林局による共有林普及活動の制度的整備が遅れている。更に、首都がネピドーへ遷

都したことによって、プロジェクトが森林局幹部へアクセスすることが難しくなり、

改善を進めるための助言・折衝活動に支障が生じている。 
 

3－5 結論 

プロジェクトは本評価調査時点まで順調な進展を見せており、その終了時までのプロジ

ェクト目標達成の見込みは高いと判断される。なお、サブセンター及び森林局の県・タウ

ンシップ事務所において、共有林活動を推進する上での制度的・組織的改善が行われるの

ならば、プロジェクト効果の持続性が高まり、2011 年まで上位目標が達成されることが

見込める。従ってプロジェクトは、残りの実施期間の間、次項の提言を踏まえてプロジェ

クトの成果を取り纏め、2006 年 12 月に予定どおり活動を終了する。 
 

3－6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）プロジェクト終了前における主な提言 
・ 上位目標達成のためのアクションプランを作成し、終了時のセミナーで発表するこ

と。 
・ 共有林令実施のための一貫した指示系統を形成するとともに森林局の職務に共有林

の普及を確実に加えること。また、定期報告の制度を定着させるとともに、森林局計

画統計部内にある報告を取りまとめるユニットを強化すること。 
・ 森林局と乾燥地緑化局は、タウンシップ・ディストリクトレベルにおいて、定期的な

会議や情報交換を行い、共有林委員会の機能の活性化を図ること。また、2006 年 9
月の中央レベルでの共有林委員会において共有林造成に関する基準を見直すこと。 

・ プロジェクトの成果を発信・共有するための終了時セミナーを2006年11月に開催し、

特に共有林の設立における参加型アプローチの教訓を幅広く関係者に紹介すること 
・ サブセンターの責任者としてシニアクラス（アシスタントダイレクター以上）の責任

者を配置し、サブセンターの位置づけを強化すること。 
 

（2）プロジェクト終了後における主な提言 
・ プロジェクトで作成した共有林に関する各種マニュアル、ガイドラインは、乾燥地に

限らず、全国（例えば、デルタのマングローブ等）の共有林の促進にも有効であると
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考えられるので森林局が広く波及するよう努めること。 
・ タウンシップ職員による共有林の普及活動には、サブセンター職員による普及支援が

効果を発揮していることから、プロジェクト終了後もその支援を何らかの方法で継続

すること。 
・ 森林局は共有林の普及活動のために必要な予算措置を講じて、現場のタウンシップ事

務所の普及員の活動費用を確保すること。 
・ ユーザーグループによる共有林の持続的管理を推進するために、森林技術や、共有林

令に則った林産物の販売に関するアドバイスを行い、住民のインセンティブの維持・

向上を図ること。 
 

3－7 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実

施、運営管理に参考となる事柄） 

・ 参加型アプローチを共有林活動に効果的に取り入れるためには、共有林令のような法

令、現場における普及システムが整備されていることが必要である。（3-2 評価結果の

要約(1)「妥当性」および 3-4 問題点及び問題を惹起した要因(1)「計画内容に関する

こと」より） 
・ 共有林を普及する森林局職員の育成には、座学研修、実地研修、フォローアップ研修

の一体化が重要である。（3-3 効果発言に貢献した要因(1)「計画内容に関すること」

および 3-2 評価結果の要約(5)「自立発展性」より） 
・ 対象地域が広いプロジェクトでは、プロジェクト開始とともに明確な業務内容を有す

るモニタリング体制の整備が必要である。（3-1 実績の確認「アウトプット 4」） 
・ ターゲットグループのニーズに十分見合った機材の供与は、プロジェクトの結果の産

出に大いに貢献する。（3-2 評価結果の要約(3)「効率性」より） 
・ 人材育成プロジェクトにおいては、研修の実施のみならず、研修受講者が習得した知

識・経験等が活用できるように組織・制度面での整備もプロジェクトのデザインに組

み込む必要がある。（3-3 効果発言に貢献した要因、3-2 評価結果の要約(2)「有効性」

および「自立発展性」より） 
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第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

国際協力機構 (JICA)はミャンマー連邦国政府（以下ミ国）と、中央乾燥地における森林局職員

の共有林普及能力を強化するために、乾燥地共有林研修・普及プロジェクト（以下「プロジェク

ト」）を実施してきた。プロジェクトは 2001 年 12 月 15 日に開始し、2006 年 12 月 14 日に終了予

定である。本調査は、2006 年 12 月のプロジェクト終了を前に、プロジェクト目標の達成度や事

業の効率性、今後の自立発展性の見通し等の観点から、ミャンマー側評価チームと合同でプロジ

ェクトを評価し、その結果を踏まえ、協力終了の適否を判断するとともに、今後の提言や教訓な

どを導き出すことを目的とした。 

 

本調査は、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に沿って、両国の評価メンバーにより、評価

グリッドに基づいて評価を行った。評価結果については、現地調査期間中に合同評価報告書に取

り纏め、ミニッツを結び先方との合意を得た。評価の手順は以下のとおり。 

ア）プロジェクトの実績（上位・プロジェクト目標の達成度、アウトプットの産出状況、投入実

績等）や実施プロセスを含むプロジェクト情報を整理し、実施状況の把握・分析を行う。 

イ）評価調査に必要な評価設問の検討を行い、評価 5 項目ごとに具体的な評価設問を設定し評価

デザインとして「評価グリッド」を作成する。 

ウ）現地調査（プロジェクトサイト視察、関係者へのインタビュー等）を行い、評価グリッドに

基づき、各分野の評価・分析とともにプロジェクトの総合的な評価を行い、合同評価報告書

を作成する。 

エ）ミ国関係機関及びプロジェクトに対し、合同評価報告書の概要を報告し、ミニッツを合意す

る。 

オ）帰国後、報告会を開催し、終了時評価報告書を作成する。また、評価調査結果要約表を作成

の上、外部に公開する。 

 

1-2 調査団の構成と調査期間 

(1) 日本側 

 氏名 担当分野 職位 
1 高野 憲一 総括 JICA 地球環境部技術審議役 
2 五百木 篤 共有林普及  林野庁国有林野部管理課監査官 
3 日高 弘 協力計画 JICA 地球環境部 第 1 グループ  

森林･自然環境保全第 1 チーム 職員 
4 中谷 美南子 評価分析 グローバルリンクマネージメント㈱ 

社会開発部 研究員  
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(2) ミ国側 

 氏名 職位 
1 U Saw Eh Dah 

Leader 
Director, Training and Research Development Division, Forest Department, 
Ministry of Forestry  

2 U Myint Aung  Principal, Central Forestry Development Training Centre, Forest 
Department, Ministry of Forestry 

3 U Win Hlaing Deputy Principal, Central Forestry Development Training Centre, Forest 
Department, Ministry of Forestry 

4 Dr. Nyi Nyi Kyaw Assistant Director, Forest Research Institute 
5 Dr. Min Thant Zin Lecturer, University of Forestry 

 

1-3 プロジェクトの概要 

ミ国は人口 5,217 万人（2002 年、推定）、人間開発指数 0.578（129 位／177 カ国、2005 年）、国

民一人当たりの GDP は 1,417 米ドル（2005 年推定、購買力平価で計算した場合）で後発開発途上

国（LLDC）の認定を受けており、アセアン諸国の中でも最も貧しい国のひとつである。 

 

ミ国の森林面積は、国土面積（6,765 万 ha,日本の約 1.7 倍）の約 51％（3,438 万 ha）を占めてい

るが同国においては、1990 年から 2000 年の間にアセアン諸国では一番高い森林減少率（年平均

1.4％、同時期アジア地域全体で 0.1％）を記録し、近年加速しつつある森林の減少が問題となっ

ている。また同国内でも特に中央乾燥地においては、平均降雨量が年間 500 ミリメートル程度と

乾燥が著しい上、人口増加に伴う薪炭材の過伐採を原因に森林が加速度的に減少し、土壌の流出

等の自然荒廃を招いている。また同地域は、その自然環境の厳しさだけではなく、全国の人口の

約三分の一が居住していることなどから、ミ国の中でも特に貧困度の高い地域であり、政府から

も貧困削減及び環境保全双方の側面からも重点対策地域として取り挙げられている。 

 

その一方でミ国政府は 1995 年の森林政策を発表してから、森林管理における住民の参画を拡大

することによって、より持続可能な森林保全を実現することを林政上の重要課題としている。ま

た同年には共有林の制度的骨子となる共有林令が、森林局局長から発令され、いくつかの地域で

試行された。この共有林令に基づく住民参加型森林管理を、特に森林の荒廃が著しい中央乾燥地

域で促進するために、ミ国は森林局職員の共有林普及能力向上を目的とした技術協力を我が国に

要請してきた。その要請を受けて当案件が立案され、2001 年 12 月に 5 年間の計画の下に開始し

た。プロジェクトの概要は表 1 に示す。 

 

なお我が国は、ミ国の自然・森林分野において継続的に支援を行ってきた数少ないドナーであ

る。当プロジェクトは我が国によって支援されてきた一連の協力案件の流れを踏まえ計画・実施

された。表 2 に我が国のミ国森林セクターにおける協力実績を取り纏めた。 
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表 1 プロジェクトの概要 (PDM バージョン 4による) 

プロジェクトの要約 指標 外部条件 

上位目標 

自発的な参加を行う地域住民が共

有林からの利益を享受できるよ

う、森林局が乾燥地において共有

林令に基づく参加型森林管理を推

進する。 

① プロジェクト期間中に設定された共有

林の 80%が利用者団体により管理され

ている。 

② プロジェクト終了後に、乾燥地の 50％

以上のタウンシップにおいて共有林が

新たに設定される。 

③ プロジェクトにより創設された利用者

団体の少なくとも10グループにより林

産物が利用される。 

1. 森林局が共有林推進の政

策を変更しない。 

プロジェクト目標 

乾燥地の全ての森林局タウンシッ

プ事務所が、共有林令に基づく参

加型森林管理を推進する実務的能

力を獲得する。 

① 乾燥地の 50%以上のタウンシップにお

いて共有林が設定される。 

② CFDTC 研修修了者の 90%以上が、研修修

了1年後になお普及活動を行っている。

③ 参加型原則が普及並びに共有林活動に

おいて適用される。 

1. 干ばつ、火災、病虫害が

森林に激甚な被害を及ぼさ

ない。 

2. 共有林普及の指示が継続

的に普及員に発出される。 

アウトプット 

1. 共有林令に基づく参加型森林管

理推進のための普及計画が策定さ

れる。 

 

2 年目までに承認されること 

2. 普及員が参加型森林管理の重要

性を理解するとともに普及のため

に必要な技能、知識を獲得する。 

必要な数の森林局管理者、普及員及び住民

が各研修を受講し、これを十分理解するこ

と 

3. 参加型森林管理の普及が乾燥地

の村において実践される。 

乾燥地の森林局事務所の 7 割において共有

林普及が進捗している 

4. 参加型森林管理の普及が定期的

にモニターされる。 

定期報告制度が確立する 

5. 乾燥地緑化局との連携が強化さ

れる。 

① 乾燥地緑化局の選ばれた管理者及び普

及員が各研修を受講し、これを十分理

解すること。 

② 共有林設立委員会が設立される。 

 

1. 利用者団体への参加が強

制されないこと。 

 

表 2 我が国の対ミャンマー国森林セクターへの協力実績 
案件名 協力期間 援助形態 

中央林業開発訓練センター建設 1987 年～1990 年 無償資金協力 

中央林業開発訓練センター計画 1990 年 8 月～1995 年 7 月 技術協力 

中央林業開発訓練センターフォローアップ （F/U） 1995 年 8 月～1997 年 7 月 技術協力 

中央林業開発訓練センターアフターケア （A/C） 1999 年 4 月～2001 年 3 月 技術協力 

乾燥地共有林研修・普及計画 2001 年 12 月～2006 年 12 月 技術協力 

エーヤーワディ・デルタマングローブ総合管理計画 2002 年 1 月～2005 年 3 月 開発調査 

中央乾燥地植林計画 2003 年 3 月～2007 年 3 月 無償資金協力 

エーヤーワディ・デルタ住民参加型マングローブ総合管

理計画（予定） 

2006 年 10 月～2011 年 9 月 技術協力 
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第2章 終了時評価の方法 

2-1 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）による評価手法 

本評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づいた評価手法に則

って実施した。『JICA 事業評価ガイドライン』による評価は、以下のとおり、4 つの手順で構成さ

れている。 

① プロジェクトの計画を論理的に配置した PDM を事業計画として捉え、評価デザインを

確定する。 

② いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報をもとに、プロジェクトの現状を実績・

実施プロセス・因果関係の観点から把握・検証する。 

③ 「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 つの観点（評価 5 項目）

から、プロジェクトの成果（アウトカム）を評価する。 

④ また上記①から③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした様々な要因の特定を試

み、プロジェクトの残りの実施期間の活動に対しての提言と、ミャンマー側及び日本側

双方のその他案件に対する教訓を抽出する。 

なお、本評価手法において活用される PDM の構成要素の内容は表 3 に示す。 

表3 PDM の構成要素 
上位目標 

 
プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果。
プロジェクト終了後 3 年～5 年程度で対象社会において発現する
効果。 

プロジェクト目標 
 

プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグルー
プや対象社会に対する直接的な効果。 

アウトプット 
 

プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサ
ービス。 

活動 
 

アウトプットを産出するために、投入を用いて行う一連の具体的
な行為。 

指標 プロジェクトのアウトプット、目標および上位目標の達成度を測
るもので、客観的に検証できる基準。 

指標データ入手手段 
 

指標を入手するための情報源。 

外部条件 
 

プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に
影響を与える外部要因。 

前提条件 
 

プロジェクトが実施される前にクリアしておかなければならな
い条件。 

投入 
 

プロジェクトのアウトプットを産出するために必要な資源（人
員･資機材･運営経費・施設など）。 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月。 
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更に、当プロジェクトの評価に適用される評価 5 項目の各項目の定義は以下の表 4 のとおりで

ある。 

表 4 評価 5 項目の定義 
評価五項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 
妥当性 
 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国

と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは

妥当か、公的資金である ODA で実施する必要があるかなどといった「援

助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 
有効性 
 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたら

されているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 
効率性 
 

主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、資源が有効に活用

されているか（あるいはされるか）を問う視点。 
インパクト プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及

効果を見る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 
自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発言した効果が持続しているか（ある

いは持続の見込みはあるか）を問う視点。 
出所：プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン）、2004 年 2 月。 
 

本評価調査のデザインを確定するに当り、第 6 回目合同調整委員会で合意された当プロジェク

トの PDM バージョン 4 を計画に用いた。PDM バージョン 1 から最新の PDM バージョン 4 は添

付資料 3 の合同評価報告書の ANNEX 3 に示すとおりである。 

 

2-2 主な調査項目とデータ収集方法 

2-2-1 主な調査項目 

評価調査においては、その評価の有用性をより高めるために、明確な調査項目を評価設問とい

う形で設定することが必要となってくる。本評価調査においては、以下の評価設問を中心に調査

を実施した。 

1）当プロジェクトで選択された上位目標・プロジェクトの目標は現時点でのミ国の森林政策、

我が国の援助方針等に合致しているか、していないとしたらその原因は何か。計画内容は、

今後数年間を見据え、ミ国における森林保全分野の開発課題に対して効果を上げる支援と

して適切であったか。また、参加型森林管理に係る、ミ国におけるニーズは高いか。 

2）当プロジェクトによって、乾燥地における共有林普及活動の進捗はどのように変化したか。

また森林局は現時点でこれら普及活動を推進するためにどのような方策を取っているか。

プロジェクト目標の達成はプロジェクト終了時までにどの程度見込めるか。達成された、

また達成されなかった課題は何か。また、その成否の阻害・促進要因は何か。各アウトプ

ットはどの程度プロジェクト目標達成に貢献する見込みか。 
3）プロジェクトの生産性、費用対効果を向上させた、または低下させた要因はなんであった

か。アウトプットの産出に貢献しなかった投入はなかったか。アウトプットの産出を阻害

した理由は何か。 

4）プロジェクトの介入による上位目標達成の見込み、予期しなかったプラス・マイナスの影
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響はあるか。またそれをもたらした要因は何か。 

5）プロジェクト終了後も中央林業開発訓練センターのサブセンター(以下「サブセンター」)

及び森林局の職員による共有林普及活動に対して政策的支援は継続されるか。サブセンタ

ーの組織体制及び財政的見通しはあるのか。森林局事務所が共有林普及活動を継続してい

くための組織体制及び財政的見通しはあるのか。共有林ユーザーグループの自立発展性の

見込みはあるのか。プロジェクトを通じて得られた効果が引き続き発現していくために必

要な要因、あるいはその発現を阻害する要因は何か。 

 
なお、より詳細な評価設問は、必要なデータ、収集方法、情報源とともに添付資料 4 の評

価グリッドに示した。 

 

2-2-2 情報・データ収集方法 

本評価調査では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

 既存資料レビュー（プロジェクトおよび森林局によるデータ・報告書・資料等） 

 アンケート調査（カウンターパート回答 9 名・長期期専門家 4 名） 

 キーインフォーマント・インタビュー（カウンターパート、長期専門家、関連機関） 

 評価ワークショップ(主要カウンターパート対象) 

 直接観察 

 

なお、インタビューやワークショップにて情報提供した主要面談者の詳細情報は添付資料 2 の

とおりである。 

 

上記方法で収集されたデータやその分析結果は、まず日本側評価調査団およびミ国側評価者が

評価報告書ドラフトにまとめ、双方の評価調査団内で協議した。それと同時にプロジェクト関係

者間で、特に提言内容について半日間の協議を実施した。その結果を踏まえたドラフトを最終的

に森林局本局にて検討され、そのフィードバック内容を踏まえて改訂・最終化がなされた。合意

された「合同評価報告書」はミニッツに取り纏められ、2006 年 6 月 29 日にミャンマー側と署名･

交換した。 

 

2-3 評価調査の制約・限界 

森林局の普及員や住民をターゲットグループに選定した当プロジェクトの有効性そしてインパ

クトを検証するには、特にタウンシップレベルの森林局職員や、共有林活動を行っている住民グ

ループからの情報が特に有用である。しかしプロジェクトの対象地域である中央乾燥地は、北海

道とほぼ同等の面積（87,200km2）を持つ広大な地域であり、また本評価調査を実施した時期が雨

季にあたりタウンシップや村へのアクセスが悪化したため、時間的制約上本評価調査のフィール

ド調査は 2 タウンシップ及び 2 村落に限定している。そのため、フィールド調査の結果は､プロジ

ェクト対象地域の限られた情報をまとめたものであり、プロジェクト対象地域全体の情報を示す

ものではないことに留意する必要がある。その他のタウンシップ及び村落に関しては、キーイン
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フォーマント(カウンターパート、専門家)からのインタビュー、またプロジェクトによる文献（資

料循環指導チームの出張報告、「設立済み共有林の概要」）等を情報源とした。 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 実績と現状の総括(プロジェクト全体の進捗状況) 

 プロジェクトサイトであるマンダレーでの現地調査およびミャンマー側との協議を通して得た

終了時評価調査の総括は次のとおりである。 

(1) 本プロジェクトは共有林令という政策に基づいて、乾燥地域の共有林造成を推進するために

担当機関の能力向上を図るものであるが、サブセンターでの研修、研修を受講した者が現地

で実際に共有林の造成に携わるという実地での活動、その活動を支援するための体制が、う

まく連動したことにより短期間に住民ユーザーグループによる共有林造成が進み、プロジェ

クトの大きな成功要因となっている。また、ユーザーグループの組織化に当っては、ソフト

コンポーネントによる投入を主体にしており、ミャンマー側の持続性を考慮した必要最小限

の投入を行ってきたことが、プロジェクト終了後の活動の継続性に大きく貢献している。 

(2) プロジェクトの実施過程で、現場での研修・指導を重視する観点から、プロジェクト事務所

をヤンゴンからマンダレーに移したことは、プロジェクトの成果を達成する上で、プラスの

要因に働いており、このような柔軟な対応を取ることがプロジェクトを成功に導くポイント

である。その反面、森林局との幹部との意思疎通が取りづらくなったという面もある。 

(3) サブセンターの C/P たちは日本人専門家と一緒に行動してきたことにより、高い能力を獲得

しており、プロジェクト終了後の研修運営、現場指導は彼らだけで十分実施できると思われ、

プロジェクトの自立発展性に大きく貢献している。 

(4) 共有林の普及を担当するタウンシップ事務所については、提言で取り上げている森林局の意

思決定の道筋が明確になり、活動予算が確保されれば、これまで蓄積された共有林造成のプ

ロセスがあるので、それが見本となり今後も共有林の造成が進んでいくものと思料される。 

(5) 共有林を管理するユーザーグループについては、現地調査をした２集落を見る限りは、住民

の意欲を感じることができ、今後も継続して活動していくと思われるが、造成後の技術的指

導や共有林からの便益を生み出すためのサポートが必要であり、森林局がその実施体制を検

討していくように働きかけが必要である。 

(6) ミャンマーという国で、参加型アプローチで共有林の造成が進んだということは、プロジェ

クトの大きな成果である。今後この活動がミャンマー側だけで引き続き行われ、共有林の造

成だけでなく、維持管理がきちんと行われていくのかどうかを、十分に検証していく次のス

テップに活かしていく必要がある。このため、１～２年後にきちんとした JICA の事後評価を

実施し、共有林の造成・管理における教訓や提言を導きだしていくことが重要である。 

(7) 調査終了時からプロジェクト終了までは、最終評価調査の提言を踏まえてミャンマー側の主

体的な実施体制を構築していくことが重要であり、そのためには、終了後を見据えて事務所

とも連絡調整しながらミャンマー側への積極的な働きかけが必要である。 
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3-2 投入実績 

3-2-1 日本側投入 

ア）専門家派遣 

当プロジェクトにおいて、終了時評価時までに派遣された長期専門家は合計 9 名で延べ 257.2

月/人分が投入された。長期専門家の派遣分野と派遣期間は以下のとおりである。 

分野 氏名 派遣期間 
チーフアドバイザー 酒井 彰 2001 年 12 月 16 日 ～ 2004 年 1 月 31 日 
 榎森 啓三 2001 年 1 月 13 日 ～ 2005 年 9 月 30 日 
 増子 博 2005 年 11 月 27 日 ～ 2006 年 12 月 15 日 
業務調整 井芹 信之 2001 年 12 月 16 日 ～ 2006 年 12 月 15 日 
研修 佐藤 隆幸 2001 年 12 月 16 日 ～ 2004 年 7 月 20 日 
 濱田 秀一郎 2004 年 6 月 21 日  ～ 2006 年 12 月 15 日 
普及計画 佐藤 朗 2002 年 1 月 31 日 ～ 2004 年 1 月 31 日 
共有林普及 佐藤 宏幸 2002 年 3 月 31 日 ～ 2004 年 3 月 30 日 
 山内 弘美 2004 年 6 月 21 日 ～ 2006 年 12 月 15 日 

 

短期専門家においては、終了時評価時までの間に合計 2 名が派遣され、延べ 2.4 月/人分が投入

された。短期専門家の派遣分野と派遣期間は以下のとおりである。 
 

分野 氏名 派遣期間 
参加型森林管理 天野 正博 2003 年 1 月 9 日 ～ 2003 年 1 月 16 日 
社会経済調査 入谷 狷介 2005 年 2 月 17 日 ～ 2005 年 3 月 30 日 

2005 年 6 月 13 日 ～ 2005 年 7 月 4 日 
 

イ）研修実績 

当プロジェクト期間中に、これまで合計 8 名のカウンターパートが本邦研修を受講した。なお、

残り 2 名が 2006 年度内に研修を受講する予定である。研修コース名と派遣された人数は以下のと

おりである。 
研修コース名 派遣された人数  

森林・林業カウンターパート合同研修  5*  
社会林業  3 
共有林研修・普及 1 
参加型研修手法 1 
出所：JICA プロジェクト事務所 
*注：2006 年度に派遣予定の研修生を含む 

 

本邦研修生に関する詳細は添付資料 3 の合同評価報告書 ANNEX 5 を参照。現在、本邦研修修

了済みの森林局職員 8 名のうち 5 名は人事異動のため、プロジェクトの担当を離れている。 

 

なお当プロジェクトからカウンターパート 1 名を含む森林局の関係者 5 名が、フィリピン国で

実施された第三国研修「住民主体の森林管理プログラム」（Program of Community-Based Forest 

Management、2004 年 1 月～2 月 16 日）に派遣されている。 
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ウ）機材供与 

2001 年度から 2006 年度分までの日本側の機材供与の実績は合計 448,844 米ドル（50,346,832 円

相当1）である。主な供与機材は車両（4 台）、発電機（1 台）、オートバイ（60 台）、簡易測量機器

（64 式）、中央林業開発訓練センター(CFDTC)やサブセンターにおいての事務機器やコンピュータ

ー等が挙げられる。 

 

詳細供与機材リストは添付資料 3 の合同評価報告書 ANNEX 6 を参照。 

 

エ）現地業務費 

2006 年 5 月末時点で、日本側の現地業務費として合計 721,704 米ドル（80,953,538 円相当）が、

プロジェクト運営のために活用された。現地業務費の主な支出目的は、プロジェクト期間中に新

たに設立されたサブセンターの建設・運用費が挙げられる。現地業務費に関する詳細は添付資料

3 の合同評価報告書 ANNEX 7 を参照。 

 

3-2-2 ミャンマー側の投入 

ア）カウンターパートの配置 

2006 年 5 月時点までのミャンマー側のカウンターパートの配置人数の累計は 42 名である。本

評価調査時でのカウンターパート数は 15 名、内 CFDTC に配置されている人数は 5 名、サブセン

ターにおいては 10 名である。プロジェクトの拠点がサブセンターに移ってから配置されたカウン

ターパートは、全員専任でプロジェクトに関連した担当業務に従事している。 
 

カウンターパート配置リストは添付資料 3 の合同評価報告書 ANNEX 8 を参照。 

 

イ）土地・施設の提供 

森林局は専門家の執務室等施設を CFDTC において（2001 年 12 月～2004 年 3 月）、またプロジ

ェクトの後半ではサブセンターにおいて（2003 年 6 月～現在）提供している。更にヤンゴンの森

林局事務所でも執務室があてがわれている（2003 年 1 月～現在）。 

 

ウ）ローカルコストの費用負担 

ミャンマー側の 2001 年度から 2005 年度までの費用分負担の合計額は 170,780,820 チャット

（379,513 米ドル相当2）であることが報告されている。その主な支出項目はカウンターパートや

事務要員の給料、研修コースの実施費用（主に食費とその他雑費）、サブセンターの整備費、車両

輸入手続き料等が挙げられる。ミャンマー側の費用分担金の詳細は添付資料 3 合同評価報告書

ANNEX 9 を参照。 

                                                        
1為替レートは JICA の 2006 年 6 月の統一レート（1 米ドル=112．１７円）を利用。専門家の携行機材も含む。  

2 JICA が公式に使用している換算レート（1 米ドル＝450 チャット）で計算。実勢レートは（1 米ドル＝1300～1400 チャッ

ト）。 
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3-3 活動実績 

3-3-1 PDM バージョン 4に基づく各活動の実績 

 

PDM4 に基づく活動 実績 

アウトプット１：共有林令に基づく参加型森林管理の普及計画が策定される。 

1.1 ベースライン調査の

ために、スタッフ能力開

発研修を実施する。 

 ベースライン調査活動を実施する上で、カウンターパートが参加型

の方法論を修得するための研修を 2002 年に 25 回ワークショップ形

式で実施した。  

1.2 ベースライン調査を

実施し、現状の普及体制

を調査する。 

 ベースライン調査は 2002 年 5 月から 9 月にかけて乾燥地内の全管

区における森林局県事務所（13 県3）及び半数のタウンシップ事務

所（全 29 箇所）を対象に実施された。ベースライン調査報告書は

同年 12 月に作成された。  

 ベースライン報告書は、プロジェクト対象地域である、乾燥地全 12
県及び 54 タウンシップの森林局事務所に配布済みである。 

1.3 適切な普及手順およ

び手法を特定する。 

 2004 年 1 月に作成された「乾燥地の参加型森林管理普及計画」の中

に、普及手順のモデル例が示されている。 

 その後、巡回指導チームの指導経験に基づき、モデル例の改定が進

められた。最新の普及手順のモデルは前述モデル例より、より具体

的に各ステップが設定されたと共に、未区分林を対象とする場合に

必要な手順等が追加され、全 13 ステップの行程を明記している。

1.4 望ましい普及実施体

制を立案する。 

 2004 年 1 月に作成された「乾燥地の参加型森林管理普及計画」の中

に、望ましい普及実施体制が提示されている。 

 その後プロジェクトは、巡回指導チームの指導経験に基づき、森林

局本局及び県・タウンシップの森林局事務所を含んだ普及実施体制

の包括的整備・改善を求め、森林局と折衝してきた。具体的には、

共有林に関するレポーティングラインの明確化や、他の機関（乾燥

地緑化局、平和開発委員会等）との共有林の承認に関する調整の必

要性を常時提唱してきた。 

1.5. 普及活動の地理的

優先地区を特定する。 

 普及活動の地域的優先地区を特定するために、一般巡回指導チーム

はプロジェクト前半に全 54 タウンシップのデータ・情報を収集し

た。 

 上記情報に基づき、2004 年に新たに普及方針を以下のとおり策定し

た：①各タウンシップで必要とされている支援を実施する、②共有

林設立に結びつく支援を実施する、③共有林が参加型で設立される

ために必要な支援を実施する。 

 54 タウンシップを支援実施の優先度合いに応じてＡ、Ｂ、Ｃの三つ

のレベルに区分し、支援を実施することにする。タウンシップの優

先レベルは(1)共有林設立見込み、(2)共有林設立における参加型の

                                                        
3 ベースライン調査では、プロジェクト対象地域ではないマンダレー県と現在サブセンターの所在地であるパテインジー・

タウンシップも含まれていた。 
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PDM4 に基づく活動 実績 

確保、(3)COMFORT の支援効果等側面を考慮して決められた。 

1.6 普及担当職員が備え

るべき技術、資質を特定

する。 

 ベースライン調査報告書では、以下の技能や知識が普及担当職員に

必要であると指摘している。 
- コミュニケーション能力 
- 普及活動に関する技能や知識 
- 共有林令（CFI）に関する知識 
- 林業種目 (事務・管理) 
- 林業種目 (林業技術) 

1.7 研修の展望と戦略を

立案する。 

 研修プログラムの全体的展望と戦略は 2004 年 1 月に作成された「乾

燥地の参加型森林管理普及計画」の中に含まれた。  

 プロジェクトの研修プログラムは、県及びタウンシップの森林局職

員に複数の補完的研修機会を設けながら、継続的に能力開発を行う

ことを目指している。例えばサブセンターで基礎研修（PES,PEM）

が行われた後必要に応じてフォローアップ研修も用意されている。

更に森林局職員は定期的に事務所を巡回する指導チームにより、座

学の研修で学んだ知識や技能の実践においてオンザジョブトレー

ニング（OJT）的指導を受けることができる。  

 プロジェクトは、共有林設立途中あるいは設立済みのユーザーグル

ープの代表を集めた住民研修も実施している。  

1.8. 乾燥地における普

及計画案を作成する。 

 共有林の設立・普及においてプロジェクトが提案した包括的展望や

戦略、活動のアプローチは、2003 年 1 月に作成された「普及計画案」

に取り纏められ、その後一年間かけてフィールドレベルで試行され

た。その後、本計画案は「乾燥地の参加型森林管理普及計画」とし

て 2004 年 1 月に最終化された。  

1.9 普及活動の経験に基

づき普及計画を改定す

る。 

 「乾燥地の参加型森林管理普及計画」の承認後、プロジェクト･チ

ーム及び合同調整委員会において、その内容についての協議は進め

られてきた。  

 第 6 回合同調整委員会（2006 年 1 月）の際、普及計画を補足する内

容が発表された。内容としては、普及活動の経験に基づき得た情報

で、公用地においての土地承認手続きに関するものであった。しか

し、普及計画自体の改定は特に行われていない。  

 

アウトプット 2： 普及員が参加型森林管理の重要性を理解するとともに普及のために必要な技能、

知識を獲得する。 

2.1 研修カリキュラムを

作成する。 
 研修計画とカリキュラムは毎年度作成された。2003 年度、2004 年

度、2005 年度、2006 年度の研修計画が作成済みである。 

2.2 普及シンポジウムを

開催する。 

 「共有林と普及における住民参加ワークショップ（Workshop on the 
people’s participation in community forestry and extension）」が 2003
年 1 月 13 日～14 日にかけて開催された。出席総数は約 100 人で、

森林局本部職員、森林局地域事務所の職員等のほか、JICA の運営

指導調査団の団員も参加した。 

 プロジェクトの成果を関係者と共有する最終ワークショップが、
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2006 年 11 月に計画されている。 

2.3 普及マニュアルを含

む研修教材を作成する。 

 プロジェクト前半には、共有林設立のために 3 種類のガイドライン

（管理者用、普及員用、村落住民用）が CFDTC の校長のイニシア

チブにより作成された。 

 研修講師用のガイドライン（管理者用研修, 普及員用研修, フォロ

ーアップ研修、住民研修を含む）の草案が 2006 年 5 月に作成され

た。現在は実践を通じて試行されており、見直された後最終化され

る予定である。  

2.4 研修講師育成研修を

実施する。 

 スタッフ開発研修は以下の活動をカウンターパートが実践できる

ようになることを目標に実施された: 
 参加型研修プログラムを計画・立案する  
 実際研修プログラムのファシリテーション及び評価を実施す

る。 
 研修・普及材料を計画・開発する。 

 2003 年に 12 回の研修セッションが行われた（1 回につき１～2 日

間）。2003 年以降は、オンザジョブトレーニング（OJT）として、

日々の業務を通じて日本人専門家により技術移転が行われた。 

2.5 管理者のための研修

を実施する。 

 管理者用の研修(PES: Participatory Extension System) は乾燥地の 12
の県森林局事務所長と 54 のタウンシップ事務所長を対象に実施さ

れた。 2003 年 3 月以降本評価調査時点までに 8 回の PES 研修が実

施され、105 人が研修を修了した。（県事務所長 19 人、タウンシッ

プ事務所長 86 人）  

 現時点で乾燥地内の全 12の県事務所のうち所長が PES 研修修了済

みの事務所は 8 箇所（67%）である。また乾燥地内の全 54 のタウ

ンシップ事務所のうち所長が PES 研修修了済みの事務所は 37 箇所

（69%）である。 

2.6 普及担当職員のため

の研修を実施する。 

 普及員用の研修（PEM：Participatory Extension Methods）は乾燥地の

54 タウンシップ事務所の普及担当職員（2 人ずつ）を対象に実施さ

れた。2003 年 6 月以降本評価調査時までに 10 回の PEM 研修が実

施され、169 人が研修を修了した。 

 現時点で乾燥地内の全 54 のタウンシップ事務所中、普及担当職員

の内少なくとも１人が研修修了者である事務所は50箇所(93%)であ

る。研修修了者の人事異動等の理由で、研修修了者が全く配置され

ていない事務所は 4 箇所（7%）である。 

2.7 研修コースの評価を

行う。 

 プロジェクトは研修コースごとに、参加者の自己評価をもとに、研

修生の満足度と理解度を計る研修評価を行っている。また研修最終

日には、研修コースで学んだ内容について研修生の発表が行われ

る。この発表をもとに講師側が、研修生の知識の習得度合いや、コ

ース内容の理解度を把握する。モジュールによっては（共有林令に

関するモジュール等）試験を行う場合もある。 

 プロジェクト・チームはこれら評価ツールを活用して得た情報を集

約して、各研修コースの終了後、評価ミーティングを催す。このミ

ーティングでは、コース内容や指導方法について関係者で振り返

り、次の研修のための改善点を見出す。   
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アウトプット 3: 参加型森林管理の普及が乾燥地の村において実践される。 

3.1 普及担当職員による

普及活動を支援する。 

 プロジェクトの前半では、普及活動支援を行う上で 2 つのアプロー

チが試行された。一般巡回指導チームは乾燥地の全 54 タウンシッ

プ事務所を情報収集のために訪問し、そのうち 36 のタウンシップ

に焦点をおいて、普及活動のための指導を行った。重点指導チーム

は3つのタウンシップ事務所と関連する県及び管区事務所に集中し

て普及活動支援を実施した。 

 プロジェクトの後半になり、新しい普及方針が 2004 年に策定され

た。その方針に基づいてプロジェクトは日本人専門家 1 人とミャン

マー人カウンターパート 3 人で構成される 2 つの巡回指導チームを

結成し、第一及び第二優先順位に位置づけられたタウンシップを中

心に普及活動支援を行っている。  

 巡回指導チームの主な業務は、タウンシップ森林局事務所の職員

に、共有林ユーザーグループの結成、管理計画の作成、管理計画の

実施の各段階で、それぞれのタウンシップの状況に適した技術指導

及び問題解決に向けての支援を実施することである。   

 通常の巡回指導に加えて、県レベルのフォローアップ・ワークショ

ップを４箇所で行っている（Magway, Myingyan, Monywa, Pakokku）。
県ワークショップでは、各県及びその傘下のタウンシップ森林局職

員、乾燥地緑化局職員、ユーザーグループのメンバー、土地登記定

住局職員、または県平和開発委員会・タウンシップ平和開発委員会

の委員等が参加した。  

3.2 普及担当職員を対象

に、フォローアップ研修

を実施する。 

 本評価調査時までにフォローアップ研修のトライアル・ワークショ

ップを 1 回とフォローアップ研修（4.5 日間）を 2 回実施した。フ

ォローアップ研修は、主にプロジェクト前半に PEM 研修を受講し

た者がプロジェクト後半にかけて新たに加わった研修内容ついて

学ぶために、設置された。現時点で 48 名の森林局職員が修了して

いる。  

3.3 共有林令や林業技術

に関する住民研修を行

う。 

 本評価調査時までに、6 回の住民研修（5 日間）が実施されている。

住民研修は、主に共有林設立途中及び設立済みのユーザーグループ

の代表対象に、林業技術やアグロフォレストリー、共有林令、共有

林管理等について学ぶ機会を提供するために、設置された。 

 4 回中 3 回の県レベルのフォローアップ・ワークショップでも合計

136 人の住民が参加し、各地域における共有林活動の推進方法につ

いて学んだ。  

3.4 普及用の教材・資料

を編纂する。 

 プロジェクトは以下のような共有林の普及用の教材・資料を作成・

配布した：共有林令抄訳パンフレット、土地、水、森林パンフレッ

ト、共有林設立のための 9 ステップポスター、想定問答集、CFI パ
ンフレット―30 年土地利用権等。なお、共有林の事例研究集は現在

作成中である。 

 普及員用の教材としては以下のマニュアルが開発された。  
 村落説明会のためのファシリテーション･ガイド 
 管理計画策定のためのファシリテーション・ガイド 

 COMFORT ニュースレターは全 29 号発行され、主なパートナー機
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関に配布されている。 

3.5 モニタリングと評価

を実施する。 

 合同調整委員会も本評価調査時までに 6 回開催されており、第 5 回

目から参加者の拡大も図り、対象地域の県事務所長や土地登記定住

局の代表等出席者も参加するようになった。 

 半期ごとのモニタリング・ワークショップを開催して、プロジェク

トの進捗を確認し、半期進捗報告書を作成している。 

 プロジェクトは毎月月例会議を催し、専門家とカウンターパート間

でプロジェクトの進捗、または課題について活発な協議が進められ

ている。またプロジェクトの実務レベルの意思決定はこの月例会議

下されていることが多い。 

アウトプット 4:  参加型森林管理の普及が定期的にモニターされる 

4-1 乾燥地内の全森林

局事務所に定期報告様

式を配布する。 

 共有林の普及活動に関しての定期報告を徹底するために、プロジェ

クトは定期報告制度の流れを確認した後、様式を統一し（4 つの様

式、毎月～四半期報告制度）3 つの管区 12 の県及び 54 のタウンシ

ップ事務所に配布した （2006 年 4 月末まで）。 

4-2 記入方法の周知を

徹底させる。 

 2005年 12月から 2006年 1月の間に各県及びタウンシップ共有林設

立調整委員会（CCF）が開催された際に、定期報告用の各様式の記

入方法についての説明が行われた。 

アウトプット 5: 乾燥地緑化局との連携が強化される。 

5-1 乾燥地緑化局の管

理者対象の研修を実施

する。 

 2006 年 6 月まで管理者対象の PES 研修を 3 回実施し、乾燥地緑化

局の県事務所長 10 名とタウンシップ事務所長 34 名が参加した。ま

た日本の無償資金協力案件「中央乾燥地直林計画」に従事している

その他、乾燥地緑化局の管理者レベル職員 1 名が、森林局用の PES
研修に出席した。 

5-2 乾燥地緑化局の普及

担当職員対象の研修を

実施する。 

 2006 年 6 月まで普及担当職員対象の PEM 研修を 4 回実施し、乾燥

地緑化局のタウンシップ事務所職員 69 名が参加した。またその他、

日本の無償資金協力案件「中央乾燥地植林計画」に従事している。

その他、乾燥地緑化局職員 2 名が、森林局用の PEM 研修に出席し

た。 

5-3 県及びタウンシッ

プレベルの共有林設立

委員会を設置する。 

 2005 年 12 月から 2006 年 1 月の間に、乾燥地全 12 県とその傘下の

54 タウンシップにおいて共有林設立委員会（CCF）が設置された。

 それら共有林設立委員会の第 1 回の会合にて、以下の点についてそ

れぞれ協議された。 
 共有林設立のための手続き 
 県及びタウンシップの共有林設立委員会の始動させる方法  
 定期報告制度の導入 
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3-4 アウトプットの達成状況 

3-4-1 アウトプット 1の達成状況 

アウトプット 1  指標 
共有林令に基づく参加型森林管理推進

のための普及計画が策定される。 
2 年目終了までに承認されること。 

 

本評価調査時において、アウトプット 1 は達成されている。 
 

2002 年から 2003 年にかけてプロジェクトが行った共有林の普及活動や巡回指導で得た経験・

知見に基づき、「乾燥地共有林普及計画（Community Forest Extension Plan in Dry Zone）」が策定さ

れた。当普及計画の目的は以下のとおりである。 

① 2006 年までに実行可能で実践的、また継続性のあるアクションプランにより本プロジ

ェクトのプロジェクト目標を達成すること。 

② 2011 年までに森林局により本プロジェクトの上位目標が達成されること。 

 

当普及計画は、中央乾燥地での共有林普及のために、プロジェクト及び関係機関が各々実施す

べき施策の包括的戦略を提示した。具体的には、共有林設立のための適切なモデル手順や普及実

施体制、研修戦略、更には普及活動を促進させるために考慮すべき課題等が明らかにされている。

当普及計画は 2004 年 1 月の第 3 回合同調整委員会で承認された後、同年 3 月に森林局から正式な

承認を受けた。 

なお、当計画内には、承認後必要に応じて改訂が行われる必要性が記されている。実際に、乾

燥地緑化局所管の造林地における共有林設立手続きや、共有林設立のためのモデル手順等、当普

及計画の内容が実践において変更されている点は見受けられたが、普及計画自体の改訂は特に行

われていない。 

 

3-4-2 アウトプット 2の達成状況 

アウトプット 2  指標 
普及員が参加型森林管理の重要性を理

解するとともに普及のために必要な技

能、知識を獲得する。 

必要な数の森林局管理者、普及員及び住民が各研修

を受講し、これを十分理解すること 

 

アウトプット 2 も概ね達成されている。 

 

プロジェクトは、中央乾燥地において共有林を普及させる上で重要な関係者を対象に、4 つの

研修コースで構成される研修プログラムを実施してきた。日本人専門家や外部講師が例外的に呼

ばれることもあるが、現在ほとんどの研修コースに関してはサブセンターのカウンターパートが

講師を務めており、各々巡回指導活動から得た経験を生かしながら実績を挙げている。各研修コ
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ースの実施回数、修了者人数、コース内容は以下表 5 に示すとおり。 

 

表5 当プロジェクトの研修プログラムの一覧 
研修コース 実施 

回数 
修了 
者数 

コース内容 

参加型普及システム 
(PES ： Participatory 
Extension System) 

8 回 106 当コースは乾燥地内の 12 の県事務所長および 54 のタウ

ンシップ事務所長等管理者を対象にした研修。４日間の

コースには参加型手法の原則、普及の理論と実践、共有

林の計画と管理、コンフリクト・マネジメント、土地登

記定住局（SLRD）が定めている土地登記の変更方法等モ

ジュールが含まれている。 
参加型 
（ PEM： Participatory 
Extension Method） 

10 回 158 当コースは乾燥地内 54タウンシップ事務所の普及員を対

象にした研修。9 日間のコースには参加型手法の原則、普

及の理論と実践、共有林の計画と管理、コンフリクト・

マネジメント、土地登記定住局（SLRD）が定めている土

地登記の変更方法、アグロフォレストリー、共有林管理

計画の策定等モジュールが含まれている。 
フォローアップ研修 
（Follow Up Training） 

2 回 38 当コースは、特にプロジェクト初期に CFDTC にて上記

PEM コースを受講し、その後加えられた新しいモジュー

ルを受ける必要がある共有林普及員対象にした研修。4.5
日間コースには、共有林設立に関するガイドライン、ア

グロフォレストリー、共有林地の測量、共有林管理計画

の策定、土地登記定住局（SLRD）が定めている土地登記

の変更方法等モジュールが含まれている。 
住民研修  
（Villagers’ Training） 

6 回 121 当コースは設立済みの共有林ユーザーグループからの住

民代表を対象にした研修。4.5 日間のコースには、共有林

設立に関するガイドライン、ユーザーグループの管理、

アグロフォレストリー、植林技術等モジュールと、参加

者同士で共有林の経験を共有するためのセッションが含

まれている。 
出所：プロジェクトの研修記録（2006 年）と研修計画（2006 年度） 

 

アウトプット 2 の達成度を測定するための指標である研修修了者数に関しては、本評価調査時

点で乾燥地内の全 12 県、54 タウンシップ事務所からそれぞれ必要な数の管理者や普及担当職員

が各研修を受講したことは確認できた。しかし森林局職員の定期人事異動より職員の入れ替えが

多いことから、各事務所の共有林普及のための人材を確保するためにも、新たに配置された職員

が参加できる PEM 研修を継続することによってプロジェクトは対応してきた。 

 

またプロジェクトでは、研修プログラムの内容及び実施体制に関して、常に柔軟なアプローチ

をとることにより、研修生の理解度を高めている。各研修においては、複数の研修評価ツール（例：

研修生自己評価アンケート、研修内容に係る学習テスト、研修生のプレゼンテーションの評価）

を活用し研修生の理解度と満足度のレベルを把握し、それら情報をもとに研修コースごとにレビ

ューミーティングを開く。このレビューミーティングにおいて、各コースのきめ細かい反省が行

われるとともに、研修内容に関して研修生の理解を深めるための施策が講じられる。またもう一

方でプロジェクトでは、巡回普及活動支援を通じて得た情報をもとに、研修内容が常に現場の普

及員や住民のニーズを反映しているよう留意している。その結果、以下表 6 で表されているとお
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り、全研修コースにおいて研修生の比較的高い理解度と満足度の平均値が得られている。 

表 6 各研修コースにおける修了生の理解度と満足度の平均値 
研修コース 理解度 満足度 

PES 研修 80.83 82.07 
PEM 研修 80.13 81.40 
フォローアップ研修 78.33 77.80 
住民研修 92.50 92.78 

出所：プロジェクト資料、2002 年~2006 年 
*注：PES コース 11、住民研修コース 1 のデータは含まない。 

 

なお、プロジェクト終了時までに、PES 研修が 2 回、PEM 研修が 1 回、住民研修が 2 回更に実

施される予定である。 

 

3-4-3 アウトプット 3の達成状況 

アウトプット 3  指標 
参加型森林管理の普及が乾燥地の村に

おいて実践される。 
乾燥地の森林事務所の 7 割において共有林の普及が

進捗している 
 

アウトプット 3 も以下の理由よりほぼ達成しているといえる。 

本評価調査時には、プロジェクト対象地域の中では 54 タウンシップ中 41 タウンシップ（全タ

ウンシップの 76%）において、共有林設立に向けての進捗が確認された。従って中央乾燥地の村

落レベルにおいて、参加型森林管理の普及がある程度実践されているということが結論づけられ

る。ここでの「共有林設立に向けての進捗」とは、村落において共有林のユーザーグループが結

成され、共有林の承認に向けての具体的活動が実施されている状態を指す。つまり「進捗」があ

るタウンシップには、プロジェクトが特定した共有林設立の手順において、ステップ 2 からステ

ップ 13 の範囲にあるユーザーグループを抱えているといえる。以下図 1 は、共有林設立手順上の

各ステップに、いくつその状況にあるタウンシップが存在するかを表している。 

図 1 共有林設立のための各ステップのタウンシップ数 

 出所：プロジェクト資料、2006 年 6 月  注：SLRD は農業灌漑省土地登記定住局、TPDC はタウンシップ平

和開発委員会、DPDC は県タウンシップ平和開発委員会の略省。 

ステップ

13
ユーザーグループが進捗レポートをタウンシップ森林局
事務所に提出された。

12 植栽活動が行われた。

11 共有林証書が発行された。

10 管理計画が県森林局事務所にに提出された。

9 管理計画がタウンシップ森林局事務所にに提出された。

8 ユーザーグループが管理計画を策定する。

7 申請書が県森林局事務所に提出された。

6 申請書がタウンシップ森林局事務所に提出された。

5 共有林地がSLRD, TPDC, DPDC によって承認された。

4 共有林地が測量された。

3 管理委員会がユーザーグループの中で設置された。

2 ユーザーグループが結成された。

1 住民に共有林に関しての説明会が開かれた。

2 4 6 8 10 12 14
13

2

2
2

1
1

6

10
3

14
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なお、これらフィールドレベルにおいて共有林活動の推進力となっているのが、2 つの巡回指

導チームによる普及活動支援である。各チームは日本人専門家１人、カウンターパート 3 人で編

成されており、それぞれが担当している県、及びタウンシップを巡回しながら、各森林局事務所

の普及活動の改善を図っている。プロジェクトの前半においては、一般巡回指導チームと重点巡

回指導チームと 2 つの別々のアプローチが試行されたのに対し、後半になって、新たな普及活動

方針が策定され、54 のタウンシップを 3 つの優先レベル別に分類し、2 チームとも優先度の高い

上位 2 レベルに属するタウンシップを重点的に巡回するアプローチに転換した。その普及基本方

針は以下のとおりである4。 

① 各タウンシップで必要とされている支援を実施する。 

② 共有林設立に結びつく支援を実施する。 

③ 共有林が参加型で設立されるために必要な支援を実施する。 

またタウンシップの優先レベルは①共有林設立見込み、②共有林設立における参加型の確保、

③プロジェクトの支援効果、等それぞれの側面を考慮して決定され、半年ごとに各タウンシップ

の優先レベルも見直されている。巡回指導チームは優先タウンシップにおいて、主に住民組織段

階、ユーザーグループによる管理計画作成段階、そして管理計画実施段階、の各ステージで必要

な支援を現場で行っており、更に普及担当職員によるプロジェクトの研修で得た知識・技能の実

践や、特に参加型手法の活用を促している。また、フィールドに赴くことにより、それぞれのタ

ウンシップの状況に即した共有林阻害要因の対処法を提示することで、タウンシップ森林局事務

所の能力開発に多いに貢献している。プロジェクトは普及用の教材・資材も多数開発した5。また

参加型チェックリスト等、共有林活動の際、参加型アプローチを担保するツールも導入している。 

通常の普及活動支援に加え、プロジェクトは 4 つの県（Magway, Myingyan, Monywa, Pakoku）で

フォローアップ・ワークショップを開催した。県フォローアップ・ワークショップでは、その傘

下にある全タウンシップを集めて、地域として直面している共有林活動の阻害要因や解決方法、

また共有林設立後の課題を抽出し、共有化する上で非常に有効であった。また参加者には森林局

職員に留まらず、乾燥地緑化局や土地登記定住局の職員、または県平和開発委員会・タウンシッ

プ平和開発委員会の委員も参加したことが有意義であった。その結果マグウェー県とパコック県

においては、県ワークショップ後、顕著な共有林活動の進捗があったと報告されている。 

 

3-4-4 アウトプット 4の達成状況 

アウトプット 4  指標 
参加型森林管理の普及が定期的にモニ

ターされる。 
定期報告制度が確立する 

 

アウトプット 4 のための活動は終了しているが、その効果が十分発現されていない。 

 

                                                        
4 COMFORT 普及活動方針（2004 年）より抜粋。 

5 普及用の教材としては、共有林令抄訳パンフレット、土地、水、森林パンフレット、共有林設立のための 9 ステップポスタ

ー、想定問答集、CFI パンフレット―30 年土地利用権、ニュースレター全 29 号等がある。 
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プロジェクトでは、共有林関連活動を定期的にモニタリングするために、定期報告制度を導入

した。プロジェクトは定期報告に活用されるべき 4 つの様式を特定し、その様式を利用してタウ

ンシップ事務所から県事務所、県事務所から管区事務所までの報告の流れを提案した。この定期

報告制度の導入に関しては、2005 年 12 月から 2006 年 1 月にかけて開催された各県及びタウンシ

ップでの共有林設立調整委員会（CCF）において関係者に詳細に説明された。報告様式自体は、

2006 年 3 月～4 月の間に県及びタウンシップ事務所に配布された。 

 

本評価調査時点では、2006年度第一四半期分のレポートの提出された例は3県（Kyaukse, Thayet, 

Meiktila）、タウンシップ 9 県（Kyaukse 県の Kyaukse, Myittha, Tada U; Thayet 県の Thayet, Sinbungwe, 

Minhla, Mindon, Kamma, Aunglan）のみである。しかしながら定期報告制度が導入されたのが 2006

年に入ってからであることを考慮すると、当アウトプットの効果が発現されるのに十分な時間が

経っていないためと推測される。 

 

3-4-5 アウトプット 5の達成状況 

アウトプット 5  指標 
乾燥地緑化局との連携が強化される。 ① 乾燥地緑化局の選ばれた管理者及び普及員が各

研修を受講し、これを十分に理解すること 
② 共有林設立委員会（CCF）が設立される 

 

アウトプット 5 は指標上では目標を達成しているが、現時点でその効果が確認されていない。 

 

中央乾燥地で共有林設立を促進するには、森林局と乾燥地緑化局との連携強化が不可欠である

ことは、プロジェクトの初期段階から明らかであった。乾燥地緑化局の 30 年間マスタープランの

中には「共有林を 120 万エーカー造成する」と謳われており、また、近年では全タウンシップに

おいて 15 エーカーずつの共有林用植林地を造成することを目的とする等、森林局だけではなく乾

燥地緑化局のマンデートの中にも共有林設立が含まれているからである6。しかし乾燥地内のタウ

ンシップの中で共有林に活用できる森林局管轄の林地がない場合、乾燥地緑化局所管の造林地が

その候補地としてユーザーグループにも望まれることが多いが、このようなケースにおいて乾燥

地緑化局から森林局へ円滑に移管するためのメカニズムがフィールドレベルにおいて欠如してい

る。この課題に対し具体的取り組みを進めるため、プロジェクトは当アウトプットを 2006 年 1 月

承認された PDM バージョン 4 より加えた。 

 

アウトプット 5 の指標上の達成度合いは以下のとおりである。プロジェクトは乾燥地緑化局の

職員を対象に 3 回の PES 研修を通じて合計 44 名の管理者を研修し、また 4 回の PEM 研修を通じ

て合計 69 名の普及員を研修した。森林局の職員同様、乾燥地緑化局の職員も、研修の理解度及び

                                                        
6 乾燥地緑化局の共有林設立のかかわり方は二通りある：①従来どおり管理下にある荒廃した土地を植栽して 5 年間管

理したのち森林局に移管し、森林局による共有林普及活動を通じ共有林を設立することと、②乾燥地緑化局職員が自ら

共有林の普及活動を実践し、ユーザーグループの結成・管理計画の作成・管理計画実施支援等を行うもの、である。②

のアプローチに関しては、無償資金協力案件のソフトコンポーネントで試行しており、対象村落数が増えた等ある程度の

成功を収めているが、①に関しては土地の移管は進んでいるが、共有林設立の前例はない。（乾燥地緑化局ヒアリングよ

り、2006 年 6 月 18 日） 
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満足度に関してのフィードバックにおいては、比較的高い平均値が達成された。そのデータは表

7 に示すとおりである。 

表 7 各研修コースにおける乾燥地緑化局の修了生の理解度と満足度の平均値 
研修コース 理解度 満足度 

PES 研修 78.73 77.84 
PEM 研修 77.33 78.81 

出所：プロジェクト資料, 2004 年～ 2006 年 
 

更に乾燥地緑化局との連携強化のためのもう一つの重要な施策である共有林設立委員会（CCF）

の設立に関しては、本局レベルでは 2003 年 11 月に設立、第一回目の会合は 2004 年 7 月に開催さ

れ、その場において共有林造成に関する基準規格7が決定した。また地方レベルでの CCF は 2005

年 12 月から 2006 年 1 月にかけて乾燥地全 12 県、54 タウンシップにおいてそれぞれ設立された。

各 CCF のマンデートは以下のとおり。 

① 乾燥地緑化局所管の造林地を、共有林令に基づいて運営される共有林としてユーザ

ーグループに移管することを促進させる。 

② 乾燥地緑化局の管轄地域である県およびタウンシップにおいて森林局と共有林設

立のために協力すること。 

しかし地方 CCF が設置された後、CCF が森林局と乾燥地緑化局との連携を実質的に強化するメ

カニズムとして有効だった、あるいはまた近日中に有効に機能するであろうという見込みの根拠

となる情報を本評価調査中には得ることができなかった。中央レベル CCF においても、2004 年 7

月の第 1 回協議以降、再度開催されておらず、また地方 CCF に関しても同様に、継続して 2 回目

の CCF を開催した県あるいはタウンシップについての報告はまだない。 

 

3-5 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標  指標 
乾燥地の全ての森林局タウンシップ事務所

が、共有林令に基づく参加型森林管理を推

進する実務的能力を獲得する。 

① 乾燥地の 50%以上のタウンシップにおいて

共有林が設定される。 

② CFDTC 研修修了者の 90%以上が、研修修了 1
年後になお普及活動を行っている。 

③ 参加型原則が普及並びに共有林活動におい

て適用される。 

 

当プロジェクトのプロジェクト目標の達成度は現時点においては高く、2006 年 12 月の終了時

までに達成されると予測できる。 

 

                                                        
7 中央乾燥地のすべての共有林に適用される規格であり、①植栽本数をエーカー当たり 200 本以上、②植栽間隔は 12
フィート X12 フィート以内と定めている。 
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本評価調査時において、プロジェクトの支援を通じ共有林を設立した8タウンシップ数は全 54

タウンシップ中 19 タウンシップ(35%)である。それらタウンシップには 25 の共有林が、3,755 エ

ーカーに亘って、総計 1,638 名のユーザーグループ・メンバーにより管理されている。更に 10 タ

ウンシップにおいては、既に共有林設置手続きはほぼ終了しており、森林局の承認を待つのみの

状況であることから、共有林の設立数はプロジェクト終了時までは指標にある 27 タウンシップ

（乾燥地の 50%）を到達することが予測される。 

 

第二の指標である、「CFDTC 研修修了者の何％が研修終了後普及活動を行っているか」に関連

する情報は入手できなかったため、その代わりに評価時に「中央乾燥地の森林局事務所のうち何％

にプロジェクトの研修修了者が残っているか」という視点でデータを収集・分析した（以下表 8

参照）。なお、プロジェクトは全県の事務所長、また全タウンシップの事務所長及び普及担当職員

それぞれ 2 人ずつ研修機会を提供しているが、人事異動のため研修修了者が事務所に定着してい

ないことが課題となっている。 

表 8 研修修了生が定着している森林局事務所の割合 
 全事務所数 研修修了生が

いる事務所数

% 

県事務所長が研修を受けている事務所数 12 8 67% 
タウンシップ事務所長が研修を受けてい

る事務所数 
54 37 69% 

普及担当職員内最低 1 人が研修を受けて

いる事務所数（2 人いるところも含む） 
54 50 90% 

出所：プロジェクト資料、2006 年 6 月 
 

表 8 からは、特に管理者レベルである、県事務所長やタウンシップ事務所長の流出が懸念され

るところであるが、普及員レベルにおいては、9 割の森林局事務所においては最低 1 人の研修修

了生が残っており、それらの事務所においては共有林の普及活動を実施するための必要な技術的

キャパシティがある程度まで確保されているといえる。 

 

プロジェクト目標の指標 3、本評価調査団は参加型原則が全タウンシップでの普及並びに共有

林活動において適用されているかどうかに関しては、関連情報が定期報告制度等を通じて集約さ

れていないため、直接検証ができなかった。ただ、プロジェクトが導入した参加型チェックリス

トの結果が評価時に 18 ユーザーグループ分収集され、その内容からはそれらタウンシップにおい

ては、参加型アプローチが多少なりとも普及活動に適用されていることが判明した。更に、プロ

ジェクトが参加型原則や手法をその研修プログラム及び普及活動支援の中核として導入・推進し

てきたことを考慮すると、現在プロジェクトの支援を受けて共有林の普及活動を実践している森

林局職員は、ある程度参加型原則に沿って実施していることが推定できる。 

                                                        
8  ここではユーザーグループによる管理計画が森林局より認証され、共有林証書を受けたことをもって、共有林が設立さ

れたこととする。 



 

 23

第 4 章 プロジェクトの実施プロセス・実施体制における特記事項 

 
4-1 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の変更 

プロジェクトは、実施期間中に 3 回の PDM の変更を行っており、最新の PDM であるバージョ

ン 4 は 2006 年 1 月に第 6 回合同調整委員会で承認されたものである。同バージョンにおいては、

新たにアウトプット 4「参加型森林管理の普及が定期的にモニターされる。」とアウトプット 5「乾

燥地緑化局との連携が強化される。」が加えられた。これら新しいアウトプットに関して、プロジ

ェクトは既に 2005 年から計画をたてそれぞれ取り組み始めていたが、他のアウトプットと比較し

てその計画・実施のタイミングが遅れたため、本評価調査時においてはまだ十分な効果発現に至

っていないことが確認された。 

 

4-2 プロジェクトの運営管理に関する特記事項 

4-2-1 プロジェクトのモニタリング 

プロジェクト運営のモニタリングは積極的に実施されてきた。合同調整委員会も本評価調査時

までに 6 回開催されており、第 3 回目から参加者の拡大も図り、対象地域の県事務所長や土地登

記定住局の代表等出席者も参加するようになった。また実施レベルにおいても、定期的に半期ご

とのモニタリング・ワークショッププロジェクトの進捗を確認するとともに実施上の主な課題や

解決策について協議する機会を設けている。なお、プロジェクトに関する主な意思決定の場はプ

ロジェクトチームによる月例会議である。専門家とカウンターパート間で、各課題に対し活発な

議論に基づき多くの実務レベルの決断が下されており、プロジェクトの運営管理上重要な機能を

担っている。 

 

もう一方でプロジェクトの効果のモニタリングは、プロジェクト開始当初からの大きな課題で

あった。もともとプロジェクト対象地域が広大である上に、森林局の普及員と住民ユーザーグル

ープの活動の進捗という草の根レベルでの情報が必要であったために、プロジェクトが森林局の

報告制度以外のメカニズムを通じて系統だった情報を得ることは困難な状況であった。プロジェ

クトは当初森林局が定期報告制度を確立することを期待していたが、進展がなかったため、実施

期間半ばに新たなアウトプットを設け、直接的な介入を試みた。その他プロジェクトは、巡回指

導チームによる普及活動支援やその他情報収集方法を通じてモニタリングに努めたが、モニタリ

ング制度を確立し機能させるところまでには至らなかった。 

 

4-2-2 日本側とミャンマー側の協力体制 

プロジェクト活動はすべてにおいて、日本人専門家とミャンマー側カウンターパートの協力関

係に基づき実施されている。またミャンマー側のオーナーシップの醸成を促すようなアプローチ

をプロジェクトが随時とってきたため、カウンターパートのキャパシティが向上し、研修プログ

ラムの運営等、カウンターパートに運営責任が既に引き渡されている活動も多く見られた。 
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本評価調査時での質問票及びインタビューでは、日本人専門家とミャンマー側のカウンターパ

ートの多くがプロジェクトチーム内のコミュニケーションが良好であったと指摘しており、双方

の間に形成された協力及び信頼関係をプロジェクトの成功要因の一つとして挙げている。 

 

4-2-3 プロジェクト・デザインの管理 

本評価調プロジェクト・デザインの変遷を各バージョンの PDM と活動計画を中心に調べてみた

ところ、PDM と活動計画の間に必ずしも整合性が取れていないことが判明した。その原因は、ア

ウトプット 1 の「乾燥地共有林普及計画」が策定されたとき、プロジェクトがそれに附記された

アクションプランの一部を活動計画に取り入れたため、PDM のアウトプットと関連性が薄い活動

がプロジェクト・デザインに取り入れたようにも見られた。しかし、この PDM と活動計画の乖離

の結果大きな運営上の問題が惹起する結果に至らなかったのは、プロジェクトによるプロジェク

ト・デザインの柔軟な管理体制によるところがある。特にプロジェクト後半になってから、上記

PDM と活動計画の乖離は修正されており、アウトプットの生産に直結していない活動は落とされ

プロジェクト・デザインが合理化された。それと同時に、プロジェクトの中核的アウトプットで

ある研修と普及活動支援に投入や活動が集中した。このようなプロジェクト・デザインの合理化

が、当プロジェクトのように特に対象地域が広い案件においては、その効果の有効性を高める要

因となった。 

 

4-2-4 プロジェクト事務所の設置場所と専門家の配置 

実施期間中に、プロジェクト事務所は数回移転し、専門家の配置変更を行っている。プロジェ

クト開始当初は、CFDTC 本校に事務所を構え研修等活動を中心に実施していたが、普及活動支援

を行う際には、いちいち乾燥地まで移動しなければならなかったため、非効率であった。2003 年

6 月のサブセンターの開設と同時にプロジェクト事務所が、研修・普及活動を実施しているサブ

センターと、森林局本局との調整・連携を行うためのヤンゴン事務所とで二分化した。しかしサ

ブセンターの管理体制を強化するために、2005年初頭改めて全専門家がサブセンターに配置され、

再びプロジェクト事務所が統合された。その結果プロジェクトチーム内での連携の強化やプロジ

ェクト運営の改善、ひいてはプロジェクト全体の効率性を高めることになった。その一方で、プ

ロジェクト事務所をサブセンターで統合することにより、森林局本局の上位幹部職員との頻繁か

つ直接的連絡をとりにくい状況をもたらした等弊害も見られた。 
 

4-3 プロジェクトの実施戦略に関する特記事項 

4-3-1 プロジェクトの介入の改善への取り組み 

プロジェクトは常にターゲットグループがおかれている状況に適宜反応し、ニーズに合致した

支援活動を実施するために、いくつかの工夫をその実施戦略に取り入れた。研修事業に関しては、

コースごとに複数の評価ツールを活用し修了生の反応やコメントを取り入れ、コース内容や指導

方法も含めて次の実施への改善を毎回図っている。また普及活動支援においても、巡回指導チー
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ムによる指導を一番必要としているユーザーグループが一番適切なタイミングで支援されるよう

に、重点的に訪問するタウンシップの優先順位を半年ごとに見直したり、きめ細やかな情報収集

を事前に行い、指導内容を調整したりしている。 

 

4-3-2 研修と普及活動支援のリンケージの強化 

当プロジェクトの中間評価では、プロジェクトの効率性を低下させる要因として、研修チーム

と巡回指導チームの活動の間にリンケージが十分でなかった点が挙げられていた。プロジェクト

は 2004 年半ば以降、派遣分野が異なるの専門家（普及と研修担当）の業務内容を実務レベルでは

統合し、活動を進めるような実施体制に変更した。各々の派遣分野に関しての最終責任は留保さ

れているが、両専門家とも地域で担当分けしてそれら県・タウンシップに巡回指導を行いながら、

現場で得た情報を分析・検討を研修プログラムにフィードバックして、その改善に努めていると

いう共通業務を担っている。また、カウンターパートも専門家同様に、研修と普及活動支援の両

業務をそれぞれ同時に担当しており、このような実施体制が研修事業と普及活動支援両コンポー

ネントの補完性を高め、プロジェクトの有効性と効率性の向上に貢献した。 
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第5章 評価 5 項目による評価結果 

5-1 妥当性 

本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、ミャンマー国の森林セクターにおける開

発課題と整合性を保っており、プロジェクト対象地域の住民のニーズに合致し、我が国の開発援

助政策に沿っていることから、その妥当性は、終了時評価時においても大変高いといえる。以下

具体的な説明を付記する。 

 

本プロジェクトの中心的活動となる住民参加型の森林管理は、1995 年に発表された森林政策に

おいて、林政課題の重点戦略の 1 つとして掲げられている。また、同年発令された共有林令では、

共有林設置の具体的手順が規定され、共有林を促進する上で、必要な政策上の枠組みが整備され

た。2001 年に策定された森林セクターマスタープラン（2001－2031）では、森林局は 230 万エー

カーまで共有林用地を拡大し、全国の 25%の薪炭材への需要に対応することを目標と挙げている

ことから、本案件が主眼においている共有林活動は、ミャンマー国森林政策上重要な位置づけと

なっていることが確認できる。 

 

更に中央乾燥地においての森林の減少・荒廃のスピードは年々加速しており、その再生・保全

は喫緊に取り組むべき課題である。そのため、地域住民に共有林を通じた持続的森林管理手法を

普及させ、森林局の組織的そして技術的能力開発を支援する当プロジェクトのデザインと内容は

住民のニーズとも合致しているといえる。 
 

2004 年 5 月以降、日本の対ミャンマー国経済協力の基本方針としては、原則、新規援助は見合

わせるものの「緊急性が高く、真に人道的な案件」、「民主化・経済構造改革に資する人材育成の

ための案件」、「ASEAN 全体、CLMV 諸国を対象とした案件」を個別に吟味しつつ実施するとし

ている。本案件は、共有林を通して、行政主体であった森林管理を住民に権限委譲し、ボトムア

ップの意志決定制度を確立することが、民主化に寄与するという理解のもとに、「民主化・経済構

造改革に資する人材育成のための案件」のひとつという位置づけになっている。更に JICA の国別

事業実施計画案（2005 年）においては、上記基本方針を踏まえた 6 つの対ミ国支援分野が挙げら

れているが、そのうちの民主化支援の重点課題である「行政への住民参加機会の拡大」に当プロ

ジェクトは寄与しているため、JICA の援助基本方針とも整合性がとれている。また我が国のミ国

森林セクターへの協力は歴史が長く、また現在日本以外に同セクターでの ODA 支援がマルチ・バ

イともに存在しないに等しいことから日本の援助の優位性も確認できた。従って、中央乾燥地の

森林局の組織強化を通じて、参加型森林管理を促進することを目標とした当プロジェクトは、我

が国の開発援助政策の目標とも合致しているといえる。 

 

5-2 有効性 

当プロジェクトはプロジェクト目標達成に向けて以下示すように順調な進展を見せており、そ
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の有効性は比較的高いといえる。 

 

プロジェクト目標は現時点ではある程度まで達成されており、プロジェクト期間終了時までに

は達成される見込みが高い（前述項目 3－5 参照）。更に、ミ国内のプロジェクト対象・非対称地

域を比較検証し、各管区・州あたり平均値で共有林設立の実績を比べると（以下表 9 参照）、共有

林の設立数・ユーザーグループ・メンバー数・共有林面積においてプロジェクト対象地域の方が

高く、プロジェクトの実質的効果が明らかである。 

表 9 プロジェクト対象地域と非対象地域の管区/県あたりの共有林活動の進捗の比較 
 プロジェクト 

対象地域 
プロジェクト 
非対象地域* 

ユーザーグループ数 7 1.6 
ユーザーグループのメンバー数 469 42 
共有林の設立面積 (単位：エーカー) 1,142  188 
出所：プロジェクト資料、2006 年 6 月。 
*注：当データは、プロジェクトは異なるアプローチで設立している、マンダレー管区の非乾燥地部分

とシャン州のデータは含まれていない。 
 

プロジェクトの有効性を高めた要因として以下諸点が挙げられる。まず中間評価以降プロジェ

クトの研修と普及活動支援のリンケージが強化され、両事業の相乗効果が高められたことが、森

林局職員の共有林普及能力の開発に効果的であった。また、プロジェクト各事業において、サブ

センター所属のカウンターパートのオーナーシップを醸成しながら運営能力を十分に開発したこ

とが、結果的にタウンシップの森林局職員に参加型森林管理の原則や共有林設立のための知識を

広く普及する上で、非常に効果的なアプローチであったことが確認された。 

 

プロジェクトの有効性の制約要因9は、プロジェクトの実施戦略上焦点が置かれたタウンシップ

事務所の人的キャパシティではなく、それ以外の制度的及び組織的キャパシティが十分に開発さ

れていないことに由来する。例えば森林局側は共有林を未だ主幹業務として取り入れおらず、そ

の制度上の整備が進んでいない。また森林局本部から地方森林局事務所へ共有林普及のための明

確な業務指示が出されていないがために、地方森林局事務所では優先事業として認識されていな

い場合が多い。その結果、地方森林局事務所内での人材や予算も、他の主幹業務中心に配分され、

共有林活動に十分な措置がとられないことにつながる。また、いくら研修等を通じ普及員の能力

が向上され、普及員も個人的に共有林普及活動を実践する意思があっても、他の業務を優先せざ

るを得ない状況を招く。更に公用地等、森林局以外の機関（乾燥地緑化局、平和開発委員会等）

管轄の土地での共有林を設立する際、承認のための調整に時間を要し共有林活動の進捗の阻害要

因となっているが、その理由としては共有林制度が森林局以外の機関の間で十分に認知されてい

ないことと、それら機関を調整するキャパシティを森林局が備えていない点が挙げられる。 
                                                        
9 第 6 回合同調整委員会で、乾燥地 12 県の森林局事務所長は共有林設立の制約要因としてそれぞれ以下の理由を挙

げている（括弧内はその理由を挙げた県の数）：普及員の活動不足(人員、意欲、時間がない)(9 県)、住民の貧困及び共

有林への無関心（9 県）、森林局以外の所管地の複雑な土地承認手続き（8 県）、ユーザーグループへの支援策（予算、

苗木等の物資、技術）がない（5 県）、共有林に適した森林局所管の土地が無い（4 県）、アクセス手段（燃料、旅費不足）

(3 県)、関係局の連携不足（2 県）、植林技術的問題（1 県）。プロジェクト資料より。  
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上記制約要因に対してプロジェクトは、実施期間の前半ではプロジェクトの外部条件に関わる

事項として捉え森林局と折衝しながら改善を図った。しかしあまり進展が見られなかったため、

その後半になって、プロジェクト・デザインに新たにアウトプット 4、5 を加え、プロジェクト全

体の有効性を高めることを図った。しかし、アウトプット 4、5、は主に定期報告制度と乾燥地緑

化局との連携のみに焦点が絞られていたため、前述の制約要因をすべてが改善された結果には至

らなかった。 

 

5-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は、概ね良かったといえる。 

主な投入は量・質・タイミングともに、適切であったと同時に、すべてアウトプット達成に結

びついていることが本評価調査において確認された。特に共有林普及活動を支援するために、県・

タウンシップ事務所に供与した 60 台のオートバイは、普及員の村落へのアクセスを改善し、普及

活動を行う上での動機を高めるために有効だったことが報告された。 

 

プロジェクトはその実施期間中に数回事務所を移転し、専門家の配置変更を行った。2005 年初

頭に現在のサブセンターに統合された際には実務レベルでのプロジェクトの運営管理能力の向上

に貢献した一方で、森林局上位幹部とのコミュニケーションにマイナスの影響をもたらす結果と

なった。またサブセンターが 2003 年半ばに開設し活動の拠点となった際には、カウンターパート

が一新されたため、新たにカウンターパートの能力開発を行う必要性が生じた。しかし、サブセ

ンターに配置されたカウンターパートは全員専任でプロジェクトに従事できたことから、カウン

ターパートのキャパシティは著しく向上し、結果的にプロジェクトの実績を高めることになった。

またプロジェクトの柔軟な運営体制（前述の項目 4-2-3、4-2-4 参照）がアウトプット産出に貢献

し、特に実施期間の後半においてプロジェクトの効率性を向上させた。 

 

共有林普及活動を支援するために、プロジェクトは計画（乾燥地共有林普及計画）、ガイドライ

ン（管理者対象、普及員対象、住民対象の共有林普及ガイドライン）、マニュアル（住民ファシリ

テーション・マニュアル、管理計画策定マニュアル）、ツール(参加型チェックリスト、ケースス

タディ集)等、複数の成果品を産出した。しかし、これら成果品は体系だてて開発されていないた

め、実際に森林局の普及員や住民がどの成果品をどの場面で活用すべきなのか明らかではない。

各成果品の効果を高めるためにも、それぞれの位置づけを明確にする必要がある。 

 

アウトプット 2 と 3 の達成度の制約要因は、森林局職員の人事異動があげられたが、プロジェ

クトでは、新しく配置された職員への研修・巡回指導を行う等、対応をしてきた。またアウトプ

ット 4 及び 5 に関しては、計画上導入されたタイミングが遅すぎたため、投入・活動が遅れ、効

果が十分に発現されていないといえる。 
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5-4 インパクト 

 
上位目標  指標 

自発的な参加を行う地域住民が共有林からの利

益を享受できるよう、森林局が乾燥地において

共有林令に基づく参加型森林管理を推進する。

① プロジェクト期間中に設定された共有林の

80%が利用者団体により管理されている。 

② プロジェクト終了後に、乾燥地の 50％以上の

タウンシップにおいて共有林が新たに設定

される。 

③ プロジェクトにより創設された利用者団体

の少なくとも 10 グループにより林産物が利

用される。 

 

プロジェクトのインパクトは限定的であるが認められ、現時点で 3~5 年後に上位目標を達成す

る見込みは比較的高い。その理由は、以下の諸点による。 

 

プロジェクトの支援を受けた共有林が最初に設立したのが 2003 年だが、それ以降プロジェクト

対象地域においてはその数を順調に増やしている（全 25 グループ）。現在共有林証書を申請プロ

セスの段階にあるユーザーグループも多くあること（全 88 グループ）から、プロジェクト終了後

にもこのまま新たに共有林が設置される可能性が高い。また現在既に設立済みの共有林から林産

物を利用しているグループは 25 グループ中 4 グループであると報告されており、この数も、ユー

ザーグループたちが植栽した苗木の成長とともに、増加することが見込める。 

 
なお、プロジェクト期間中に設定された共有林が、プロジェクト終了後もユーザーグループにより

管理されていく可能性の有無について調査するために、本評価調査団は共有林設立済みのユーザー

グループが活動している 2 村（Salin タウンシップの Myay Nu 村と Mahlaing タウンシップの

Ngathabon North 村）を訪問した。各村での住民対象のワークショップ及びヒアリングを通じて、

主に住民が共有林活動を継続していく上での動機に焦点をあてて情報を収集した。両村落におい

て、ユーザーグループに参加しているメンバーからの意見は、①共有林活動を進める上で様々な

困難があり、②未だ薪炭材等共有林からの具体的便益を得ていないにも関わらず10、2011 年以降

も継続して共有林活動を継続したいという点に集中した。更に Ngathabon North 村においては、隣

接している村落が、共有林設立に関心を示し森林局に申請したという例11もある。このような住民

同士の横の広がりこそ、共有林という仕組みが住民にとって十分にインセンティブが働く制度で

ある証拠であり、共有林活動が森林局職員の支援を受けながら順調に管理されれば 

 

                                                        
10 但し、Ngathabon North 村では、アグロフォレストリーが本年度より開始し、ゴマ・緑豆・ヒヨコ豆等の収穫が秋には期待さ

れている。 

11 その他、わが国が無償資金協力で支援している「中央乾燥地植林計画」のソフトコンポーネントでも共有林の普及活動

を 2 村に特化して推進しているが、そちらでもプロジェクトの対象地域に隣接している 2 村が共有林を自ら希望したため、

新たに 2 村を加えたとの例もあった。（「中央乾燥地植林計画」プロジェクト専門家ヒアリングより、2006 年 6 月） 
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当プロジェクトによる予測されなかった正のインパクトとして、カウンターパートや日本人専

門家は、以下のような点を挙げた。 

• 森林局以外（乾燥地緑化局や、各地域の平和開発委員会等）の所管の土地に共有林を設立

するためには、それら機関の関係者を動員し、土地承認手続き等に協力してもらう必要があ

る。そのために、共有林制度に関する情報を提供したり議論に参加してもらったりしたが、

その結果従来共有林制度とは全く接点のなかったこのような機関の職員たちにも、共有林に

ついて知見を深めてもらう機会となった。中ではザガインのように、県平和開発委員長のイ

ニシアチブによって共有林が設立した例もあった。 

• プロジェクトの研修実績をもとに CFDTC では、森林局の他のプロジェクト（例：Bago Yoma 

Greening Project）に従事している職員対象にも共有林設立及び参加型森林管理の研修を実施

することを決断した。 

 

現時点でプロジェクトによる予測されなかった負のインパクトは報告されていない。しかし共

有林制度は、元来排他的性質を持つものであるから、中間評価調査団は早期にプロジェクトの負

のインパクトを把握する必要性を唱えた。その提言に沿ってプロジェクトは、2005 年半ばに共有

林が設立した乾燥地の 20 村落対象に社会経済調査を実施した。その社会経済調査の結果、抽出さ

れた予測される負のインパクトを以下列挙する。 

 

＜ユーザーグループに属さない住民＞ 

• 共有林地より薪炭材を採取できなくなり、他に地域に取りに行く負担が増えた。 

• 共有林地域に放牧をできなくなった。他の地域に放牧せざるを得なくなり、負担が増えた。 

 

＜ユーザーグループ・メンバー＞ 

• 苗畑管理や植林等の共有林活動負担が大きいため、通常の農作業や家事に支障がでる。 

• 管理計画に記載された共有林活動（植林・造成・管理）を実施しなければ、他のメンバーと

対立するおそれがある。 
 

＜村全体として＞ 

• 共有林地に利用に関してユーザーグループ・メンバーと非ユーザーグループ・メンバー間

に対立が生じる可能性がある。 

• ユーザーグループ・メンバーに有利な土地利用のため、住民間で経済的格差が生じるおそ

れがある。 
 

5-5 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、サブセンターの自立発展性、森林局事務所の共有林普及のた

めの実践的能力の自立発展性、そして現在設立しつつある共有林とユーザーグループの自立発展

性、それぞれの側面から検証する。 
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5-5-1 サブセンターの自立発展性 

サブセンターは 2003 年 6 月の開設以降の比較的短い期間で、ミ国内において参加型森林管理や

共有林普及活動支援の中心的組織として認識されるまで発展した。サブセンターの実績を受けて、

森林局はサブセンターをプロジェクト終了後も「共有林開発と参加型森林管理の普及活動のため

の研修センター12」として位置づけ、継続して運営していく意向を表明している。更に森林局はサ

ブセンターのマンデートには参加型森林管理に関する研修の実施だけではなく、普及活動支援や

モニタリングの実施までを含むことを確認した。なお、現在 CFDTC が運営している研修コース

のうち 2 コース（「共有林開発（Community Forestry Development）」と「アグロフォレストリー」）

をサブセンターに移管する計画は具体化しており、将来的にはサブセンターの研修対象者も乾燥

地以外の森林局職員から募る方向性で話が進められている。上記より、ミ国の森林政策に大きな

変化がない限り、サブセンターが今後持続的に運営されるための森林局側の制度面での支援が継

続することが見込める。 

 

また、サブセンターの技術的自立発展性に関しては、以下の理由から高いと考える。カウンタ

ーパート及び日本人専門家への質問票及びインタビューでは、現在サブセンターの職員は既に研

修事業を自立して運営する能力を十分に備えており、今後継続していく見込みは高いとの回答を

得た。実際に現行の研修プログラムではほとんどカウンターパートが講師を務めており、自らイ

ニシアチブをとって研修コースの改善にも努めている。もう一方で普及活動支援においても、カ

ウンターパートだけで巡回指導を行う機会も増えており、今後も活動として継続できることは可

能である。しかしカウンターパートは、他の森林局職員同様、人事異動によるサブセンター外へ

の流出の可能性があるため、できるだけサブセンターに留まれるよう森林局の配慮が必要である。 

 

サブセンターの組織及び財政的自立発展性に関しては若干懸念がある。以下表 10 に示されてい

るとおり、森林局の全体予算が年々増額していく中、サブセンターに割り当てられた額は減少傾

向にあり、今後増える見通しは立っていない。現在サブセンターの運営及び活動費のうちカウン

ターパートの給料、研修時の研修生の食費、建物の修繕費は森林局側が負担しているが、主な出

費である研修生の交通費13や教材費はプロジェクトが負担しているため、プロジェクト終了後に同

規模で研修事業を行うには予算の増額が必須となる14。同様に普及活動支援においても、巡回指導

チームの移動費、日当・宿泊費等すべてプロジェクトが負担しており、財政的自立発展性を高め

るには研修、普及支援ともに、予算規模に合わせた活動の見直しが必要である。 

 

表 10 森林局、CFDTC 及びサブセンターの各年度予算（2000 年度~2006 年度） 
                                                        
12 森林局の質問票回答による。2006 年 6 月。 

13 森林局では、研修時の交通費は通常研修生が負担することになっているため、サブセンターが交通費を負担しなくな

っても、研修事業への影響はないとの意見がカウンターパートから出された。 

14 カウンターパートのインタビューでは、研修事業を持続するために予算増額は多少見込めるが、普及活動支援に関し

ては予算措置を確保することは難しいとの見解が多かった。 
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年度 森林局全体 CFDTC 森林局予算に

占める割合 
サブセンター 森林局予算に

占める割合 
2000/2001 1,929,601,300 15,796,000 0.82 - - 
2001/2002 2,163,662,270 20,326,000 0.94 - - 
2002/2003 2,339,742,990 43,431,000 1.86 11,000,000 0.47 
2003/2004 2,938,732,519 56,143,000 1.91 17,485,040 0.59 
2004/2005 3,928,677,500 56,315,000 1.43 17,500,000 0.45 
2005/2006 4,735,575,100 46,723,000 0.99 11,000,000 0.23 
2006/2007* 4,824,476,000 93,800,000 1.94 n/a n/a 

 

組織面においてもサブセンターはまだ発展途上にあるといえる。サブセンターにはスタッフ・

オフィサー、レンジ・オフィサーそれぞれ 5 名ずつとサポートスタッフ数名が配置されている。

CFDTC の校長がセンター長を兼務し職員の監督及び指導を行っているが、通常 CFDTC 本校に勤

務しているため、月に一回訪問する程度に留まっている。従ってサブセンターには、シニアクラ

スの職員が常時配置されていない状況にあり、日本人専門家の帰国後、特に普及活動支援で県の

森林局事務所長と折衝する場合等、活動に支障をきたすことが懸念される。 

 

5-5-2 森林局事務所の共有林普及のための実践的能力の自立発展性 

サブセンターがプロジェクト終了後、縮小した形でも継続して運営される限り、54 のタウンシ

ップの「共有林普及のための実践的能力」の技術的自立発展性はある程度確保されているといえ

る。森林局職員の共有林設立に関する情報や知識は、サブセンター主催のフォローアップ研修や

その他機会を通じて、保持されていくことが期待できる。またプロジェクト実施期間中に 54 タウ

ンシップ中 41 タウンシップが既に共有林の何かしら経験が蓄積されており、そのうち 19 のタウ

ンシップにおいては、共有林設立までに前段階を経験している。従って、これらタウンシップで

蓄積された知見や経験は今後とも共有されれば、更に技術的自立発展性が高まることが期待され

る。 

 

財政的側面からも、54のタウンシップにおいては森林局からも十分な予算措置がとられており、

2006 年度予算は森林局全予算の 4 割近くが中央乾燥地域に集中していることが表 11 からもわか

る。しかし、森林局事務所への予算が多くても、事務所内で共有林活動に十分に配分されていな

いことが多い。共有林活動は事務所レベルにおいても予算化されていないことが多く、訪問した

タウンシップ事務所の普及員のインタビューによると、共有林活動の支援を行うための交通費等

は自前で出していることが多いとの回答を得た。 
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表 11 森林局と中央乾燥地のタウンシップ事務所の各年度予算（2000 年度~2006 年度） 
年度 森林局全体 中央乾燥地 

(54 タウンシップ) 
森林局予算 
に占める割合 

2000/2001 1,929,601,300 352,672,000 18.3 
2001/2002 2,163,662,270 435,565,000 20.1 
2002/2003 2,339,742,990 469,250,000 20.1 
2003/2004 2,938,732,519 669,376,000 22.8 
2004/2005 3,928,677,500 923,053,000 23.5 
2005/2006 4,735,575,100 1,085,202,000 22.9 
2006/2007* 4,824,476,000 1,799,214,000 37.3 
出所：森林局、2006 年 6 月   *2006 年度は計画額。 

 

タウンシップの森林局事務所の「共有林普及のための実践的能力」の自立発展性の最大の懸念

材料はその組織的・制度的側面にある。プロジェクトの経験より、研修受講済みの普及員が、学

んだ知識や技術を生かさず普及活動に従事しない一番の理由としては、事務所長から共有林普及

に関する明確な業務指示がでていないことにある。このような業務指示が無い場合は、普及員は

他の業務を優先せざるをえず、共有林普及活動に関心があっても実践する機会を失う。共有林に

関する定期報告制度が機能していないことも同様の理由に拠るところである。即ち、共有林活動

の進捗の有無は、そのタウンシップ事務所長の個人的裁量に拠るところにあり、制度的に共有林

活動を優先的森林事業として認識するための整備が必要である。 

 

5-5-3 ユーザーグループの自立発展性 

前出のインパクトの項目（5-4 章参照）でも述べたように、プロジェクト実施期間中に設立した

ユーザーグループのうち既に共有林から便益を得ているユーザーグループの数は限られている。

そのような状況であるにも関わらず、共有林の継続にかかる要望は高い。しかしフィールド調査

で本評価調査団が訪問した 2 村落においては住民が植栽した苗木の活着率は低く、ユーザーグル

ープ間の植林技術も十分でないことが見受けられた。ユーザーグループの技術的改善が行われな

い限り、住民のインセンティブの低下が懸念される。インセンティブを今後とも継続させるため

には、特に苗木の生産や、植林、枝打ち等森林管理のための技術支援が必要となる。また住民の

多様なニーズに合わせて共有林を設立できるよう共有林造成に関する基準規格を見直し、より柔

軟に設定することもユーザーグループの技術的発展性を高める結果につながる。 
 

更に、今後林産物等共有林の生産物を、ユーザーグループそれぞれの管理計画に基づいて収穫

し販売する際も、森林局による制度的支援が必要になると考えられる。共有林令では共有林の生

産物の販売に関して規定が細かく設けられており、その実践においても普及員のきめ細かい指導

が不可欠である。このような支援が森林局より継続されるかどうかの見込みは現時点では予測で

きないが、ユーザーグループの今後のインセンティブの持続、そして最終的にはユーザーグルー

プ自体の自立発展性を決定付けるために重要な条件であることは間違いない。 

 

5-6 結論 

プロジェクトは本評価調査時点まで順調な進展を見せており、その終了時までのプロジェクト
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目標達成の見込みは高いと判断される。なお、サブセンター及び森林局の県・タウンシップ事務

所において、共有林活動を推進する上での制度的・組織的改善が行われるのならば、プロジェク

ト効果の持続性が高まり、2011 年まで上位目標が達成されることが見込める。従ってプロジェク

トは、残りの実施期間の間、次項の提言を踏まえてプロジェクトの成果を取り纏め、2006 年 12

月までに活動を終了することが望ましい。 
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第6章 提言と教訓 

6-1 教訓 

6-1-1 プロジェクト終了前における主な提言 

（1） 上位目標達成のためのアクションプランを作成し、終了時のセミナーで発表すること。 

（2） 共有林令実施のための一貫したアドミニストレーションラインを形成するとともに森林

局の職務に共有林の普及を確実に加えること。また、定期報告（regular reporting duty）の

制度を定着させるとともに、計画統計部内にある報告を取りまとめるユニットを強化する

こと。 

（3） 森林局と乾燥地緑化局は、タウンシップ・県レベルにおいて、定期的な会議や情報交換を

行い、共有林設置委員会の機能の活性化を図ること。また、2006 年 9 月の中央レベルで

の共有林設置委員会において共有林造成に関する基準規格を見直すこと。 

（4） プロジェクトの成果を発信・共有するための終了時セミナーを 2006 年 11 月に開催し、特

に CF の設立における参加型のアプローチの教訓を幅広く関係者に紹介すること。 

（5） サブセンターの責任者としてシニアクラス（アシスタントダイレクター以上）の責任者を

配置し、サブセンターの位置づけを強化すること。 

 

6-1-2 プロジェクト終了後における主な提言 

（1） プロジェクトで作成した共有林に関する各種マニュアル、ガイドラインは、乾燥地に限ら

ず、全国（例えば、デルタのマングローブ等）の共有林活動の促進にも有効であると考え

られるので森林局が広く波及するよう努めること。 

（2） タウンシップ職員による共有林の普及活動には、サブセンター職員による普及支援が効果

を発揮していることから、プロジェクト終了後もその支援を何らかの方法で継続すること。 

（3） 森林局は共有林の普及活動のために必要な予算措置を講じて、現場のタウンシップ事務所

の普及員の活動費用を確保すること。 

（4） ユーザーグループによる共有林の持続的管理を推進するために、森林技術や、共有林令に

則った林産物の販売に関するアドバイスを行い、住民のインセンティブの維持・向上を図

ること。 

 

6-2 教訓 

（1） 参加型アプローチを共有林活動に効果的に取り入れるためには、共有林令のような法令、
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現場における普及システムが整備されていることが必要である。 

（2） 共有林の普及員の育成には、座学研修、実地研修、フォローアップ研修の一体化が重要で

ある。 

（3） 対象地域が広いプロジェクトでは、プロジェクト開始とともに明確な業務内容を有するモ

ニタリング体制の整備が必要である。 

（4） ターゲットグループのニーズに十分見合った機材の供与は、プロジェクトの結果の産出に

大いに貢献する。 

（5） 人材育成プロジェクトにおいては、研修の実施のみならず、研修受講者が習得した知識・

経験等が活用できるように組織・制度面での整備もデザインに組み込む必要がある。 



 

 

 

 

 

 

添 付 資 料 

 

 

１．調査日程 

２．面談者リスト 

３．合同評価報告書 

４．評価グリット 

５．カウンターパート質問票 

６．日本人専門家質問票 

７．カンターパートワークショップ結果 

８．共有林の普及における技術的考察 





調査日程 添付資料１

内容 場所

18:45　コンサルタント団員ヤンゴン着

ミ側評価団に評価方法説明 森林局

UNDPにおいて情報収集 UNDP

マンダレー移動

質問表取りまとめ及び追加質問作成

乾燥地緑化局との打ち合わせ

プロジェクト専門家インタビュー

資料整理

現地調査中間報告書作成

資料整理 マンダレー

18:45　官団員ヤンゴン着 ヤンゴン

JICA事務所打合せ、大使館表敬 事務所、大使館

森林局表敬 森林局

マンダレー移動

ワークショップ実施

フィールド調査①　Nyaung Oo 村

フィールド調査②　 Myay Nu 村

Minbu ディストリクト及び Salin タウンシップ普及員インタ
ビュー
フィールド調査③　Nagatabon North 村

Meiktila ディストリクト及び Mahlaingタウンシップ普及員インタビュー

調査結果取りまとめ

団内打ち合わせ、評価レポート骨子（案）作成

森林局への現地調査結果報告

評価結果に関する打合せ

評価結果に関する打合せ

評価報告書の作成

ミャンマー側評価チームとの打合せ 森林局

JICA事務所打合せ JICA事務所

評価報告書、ミニッツ案の最終確認及び修正 森林局

合同評価委員会、ミニッツ署名 森林局

JICA事務所・大使館報告 事務所、大使館

19:00　ヤンゴン発

19 2006.7.1 土 早朝：成田着

調査団員、プロジェクト専門家、C/Pヤンゴン移動

マンダレー

ヤンゴン

サブセンター
（マンダレー）

サブセンター
(マンダレー）

木

金

9 2006.6.21

4 2006.6.16

水

年月日

火

水

1

2

3

2006.6.14

2006.6.13

2006.6.15

16 2006.6.28 水

18 2006.6.30 金

17 2006.6.29 木

14 2006.6.26 月

15 2006.6.27 火

12 2006.6.24 土

13 2006.6.25 日

10 2006.6.22 木

11 2006.6.23 金

7 2006.6.19 月

8 2006.6.20 火

5 2006.6.17 土

6 2006.6.18 日

森林局

サブセンター
(マンダレー）

サブセンター
(マンダレー）

森林局

ニャンウー

ニャンウー

ニャンウー
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添付資料 ２ 

面談者リスト 

 

(1) 日本側 

1 増子 博 プロジェクト専門家（チーフアドバイザー） 

2 濱田 秀一郎 プロジェクト専門家（研修） 

3. 山内 弘美 プロジェクト専門家（共有林普及） 

4. 井芹 伸之 プロジェクト専門家（業務調整員） 

 

 

(2) ミャンマー側 

<プロジェクトカウンターパート> 

1 U Tin Swe Staff Officer 

2.  U Maung Maung Lay Staff Officer 

3. U Ohn Lwin Staff Officer 

4. Daw Ei Ei Shwe Hlaing Range Officer 

5. Daw Phyu Phyu San Range Officer 

6. U Aung Kyaw Soe Range Officer 

7. U Khin Hnin Myint Range Officer 

 

<森林局> 

1. U Soe Win Hlaing Director General 

2. U Sann Lwin, Pro-Rector and Director of Planning and 
Statistics Division 
 

3. U Myint Swe Assistant Director, Minbhu District 

4. U Tin Swe Assistant Director, Meiktila District 

5. U Than Tun Aye Township Forest Officer, Salin Township 

6. U Soe Myo Thwe Forest Ranger, Salin Township 

7. U San Myient Forest Ranger,  

8 U Soe Myient Thein Forest Ranger 

 

<乾燥地緑化局> 

1 U Tun Tun Director-General 

2 U Tin Latt Deputy Director-General 

3. U Thein Win Director, Planning 

4. U Myint Swe Director, Administration  
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5. U Thein Kywe Director, Engineer 

6. U Myint Oo Forest Ranger, Salin Township, Minbhu District

 

(3) ユーザーグループ 

• Myay Nu Village, Salin Township, Minbu District 

• Ngathabon North, Mahlaing Township, Meiktila District 

 

(4) その他 

1 Ms. Akiko Suzaki,  Deputy Resident Representative Programme 

2 Mr. David Dallah, Assistant Resident Representative 

3 Mr. Hla Myint Hpu, Former Programme Manager 

4 Mr. Prahulla Pradhan, Project Manager, Integrated Community 

Development Project 

5. Mr. Hideto Yamazaki Japanese Grant Afforestation Project 

6. Mr. Yuzuru Yamagata Japanese Grant Afforestation Project 
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員
も

個
人

的
に

共
有

林
普

及
活

動
を

実
践

す
る

意
思

が
あ

っ
て

も
、

他
の

業
務

を
優

先
せ

ざ
る

を
得

な
い

状
況

を
招

く
。

更
に

公
用

地
等

、
森

林
局

以
外

の
機

関
（
乾

燥
地

緑
化

局
、

平
和

開
発

委
員

会
等

）
管

轄
の

土
地

で
の

共
有

林
を

設
立

す
る

際
、

承
認

の
た

め
の

調
整

に
時

間
を

要
し

共
有

林
活

動
の

進
捗

の
阻

害
要

因
と

な
っ

て
い

る
が

、
そ

の
理

由
と

し
て

は
共

有
林

制
度

が
森

林
局

以
外

の
機

関
の

間
で

十
分

に
認

知
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
と

、
そ

れ
ら

機
関

を
調

整
す

る
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
を

森
林

局
が

備
え

て
い

な
い

点
が

挙
げ

ら
れ

る
。

上
記

制
約

要
因

に
対

し
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

実
施

期
間

の
前

半
で

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

外
部

条
件

に
関

わ
る

事
項

と
し

て
捉

え
森

林
局

と
折

衝
し

な
が

ら
改

善
を

図
っ

た
。

し
か

し
あ

ま
り

進
展

が
見

ら
れ

な
か

っ
た

た
め

、
そ

の
後

半
に

な
っ

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

デ
ザ

イ
ン

に
新

た
に

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
、

5
を

加
え

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
全

体
の

有
効

性
を

高
め

る
こ

と
を

図
っ

た
。

し
か

し
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
、

5
、

は
主

に
定

期
報

告
制

度
と

乾
燥

地
緑

化
局

と
の

連
携

の
み

に
焦

点
が

絞
ら

れ
て

い
た

た
め

、
前

述
の

制
約

要
因

を
す

べ
て

が
改

善
さ

れ
た

結
果

に
は

至
ら

な
か

っ
た

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

１
の

達
成

度
は

。

本
評

価
調

査
時

に
お

い
て

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
1
は

達
成

さ
れ

て
い

る
。

2
0
0
2
年

か
ら

2
0
0
3
年

に
か

け
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
行

っ
た

共
有

林
の

普
及

活
動

や
巡

回
指

導
で

得
た

経
験

・
知

見
に

基
づ

き
、

「
乾

燥
地

共
有

林
普

及
計

画
（
C

o
m

m
u
n
it
y 

F
o
re

st
 E

xt
e
n
si

o
n
 P

la
n
 i
n
 D

ry
 Z

o
n
e
）
」
が

策
定

さ
れ

た
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
の

達
成

度
は

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
も

概
ね

達
成

さ
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
実

施
し

て
い

る
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

は
以

下
4
つ

の
コ

ー
ス

に
よ

っ
て

構
成

さ
れ

て
い

る
：
①

県
及

び
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
森

林
事

務
所

長
対

象
の

「
参

加
型

普
及

シ
ス

テ
ム

（
P

E
S
）
」
コ

ー
ス

（
実

施
回

数
8
回

、
参

加
者

1
0
6
名

）
、

②
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
森

林
局

普
及

員
対

象
の

「
参

加
型

普
及

手
法

（
P

E
M

）
」
（
実

施
回

数
1
0
回

、
参

加
者

1
5
8
名

）
、

③
普

及
員

対
象

の
「
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

研
修

」
（
実

施
回

数
2
回

、
参

加
者

3
8
名

）
、

④
共

有
林

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

メ
ン

バ
ー

対
象

の
「
住

民
研

修
」
（
実

施
回

数
6
回

、
参

加
者

1
2
1
名

）
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

3
の

達
成

度
は

。
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
も

以
下

の
理

由
よ

り
ほ

ぼ
達

成
し

て
い

る
と

い
え

る
。

本
評

価
調

査
時

に
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
地

域
の

中
で

は
5
4
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
中

4
1
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
、

あ
る

い
は

全
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
の

7
6
%
に

お
い

て
、

共
有

林
設

立
に

向
け

て
の

進
捗

が
確

認
さ

れ
た

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
の

達
成

度
は

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
の

た
め

の
活

動
は

終
了

し
て

い
る

が
、

そ
の

効
果

が
十

分
発

現
さ

れ
て

い
な

い
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

、
共

有
林

関
連

活
動

を
定

期
的

に
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
す

る
た

め
に

、
定

期
報

告
制

度
を

導
入

し
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

定
期

報
告

に
活

用
さ

れ
る

べ
き

4
つ

の
様

式
を

特
定

し
、

そ
の

様
式

を
利

用
し

て
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
事

務
所

か
ら

県
事

務
所

、
県

事
務

所
か

ら
管

区
事

務
所

ま
で

の
報

告
の

流
れ

を
提

案
し

た
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

5
は

指
標

上
で

は
以

下
の

実
績

を
挙

げ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

乾
燥

地
緑

化
局

の
職

員
を

対
象

に
3
回

の
P

E
S
研

修
、

ま
た

4
回

の
P

E
M

研
修

を
通

じ
て

合
計

6
9
名

の
普

及
員

を
研

修
し

た
。

乾
燥

地
全

1
2
県

5
4
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
の

お
い

て
C

C
F
が

設
立

さ
れ

た
。

（
2
0
0
5
年

1
2
月

～
2
0
0
6
年

1
月

)

活
動

の
進

捗
状

況
は

。
本

評
価

調
査

時
点

で
P

D
M

上
の

全
活

動
は

実
施

済
み

で
あ

る
。

評
価

設
問

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

5
の

達
成

度
は

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出
達

成
度

1
.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
予

測

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

合
い

は
。

1
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添
付
資
料
 
４
 
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
調
査
結
果
記
入
済

み
）

評
価

項
目

調
査

結
果

大
項

目
小

項
目

評
価

設
問

活
動

に
あ

た
っ

て
の

問
題

点
は

。

進
捗

に
影

響
を

与
え

た
問

題
・
外

部
条

件
：
日

本
人

専
門

家
の

移
動

の
制

約
（
移

動
許

可
）
、

各
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
の

ア
ク

セ
ス

の
悪

さ
、

各
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
事

務
所

と
の

連
絡

が
と

り
に

く
い

こ
と

等
が

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

通
じ

て
挙

げ
ら

れ
た

。

問
題

発
現

時
に

と
ら

れ
た

対
策

は
。

問
題

解
決

の
仕

組
み

と
そ

の
有

効
性

：
基

本
的

に
解

決
で

き
る

問
題

で
は

な
い

の
で

（
外

部
条

件
）
極

力
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

計
画

を
柔

軟
に

し
、

対
応

す
る

し
か

な
か

っ
た

。

ミ
ャ

ン
マ

ー
側

＊
2
0
0
6
年

5
月

ま
で

に
配

置
さ

れ
た

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
累

計
4
2
名

だ
っ

た
。

本
評

価
調

査
時

に
お

い
て

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

は
総

計
1
5
名

配
置

さ
れ

て
い

た
。

＊
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

必
要

な
経

費
と

資
材

：
ミ

ャ
ン

マ
ー

側
の

2
0
0
1
年

度
か

ら
2
0
0
5
年

度
ま

で
の

費
用

分
負

担
の

合
計

額
は

1
7
0
,7

8
0
,8

2
0
チ

ャ
ッ

ト
（
3
7
9
,5

1
3
米

ド
ル

相
当

 ）

＊
訓

練
施

設
、

日
本

人
専

門
家

執
務

室
等

の
提

供
：
森

林
局

は
専

門
家

の
執

務
室

等
施

設
を

C
F
D

T
C

に
お

い
て

（
2
0
0
1
年

1
2
月

～
2
0
0
4
年

3
月

）
、

ま
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
後

半
で

は
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
（
2
0
0
3
年

6
月

～
現

在
）
提

供
し

て
い

る
。

更
に

ヤ
ン

ゴ
ン

の
森

林
局

事
務

所
で

も
執

務
室

が
あ

て
が

わ
れ

て
い

る
（
2
0
0
3
年

1
月

～
現

在
）
。

日
本

側

＊
長

期
専

門
家

　
9
人

　
(合

計
2
5
7
.2

人
月

）
派

遣
分

野
は

チ
ー

フ
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
、

業
務

調
整

、
研

修
、

共
有

林
普

及
、

普
及

計
画

。
短

期
専

門
家

は
2
人

（
合

計
2
.4

人
月

）
派

遣
分

野
は

参
加

型
森

林
管

理
と

社
会

経
済

調
査

。

＊
研

修
員

受
入

：
当

こ
れ

ま
で

合
計

8
名

の
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
が

本
邦

研
修

を
受

講
し

た
。

な
お

、
残

り
2
名

が
2
0
0
6
年

度
内

に
研

修
を

受
講

す
る

予
定

で
あ

る
。

＊
供

与
機

材
：
2
0
0
1
年

度
か

ら
2
0
0
6
年

度
分

ま
で

の
日

本
側

の
機

材
供

与
の

実
績

は
合

計
4
4
8
,8

4
4
米

ド
ル

（
5
0
,3

4
6
,8

3
2
円

相
当

 ）
で

あ
る

。
主

な
供

与
機

材
は

車
両

（
4
台

）
、

発
電

機
（
1
台

）
、

オ
ー

ト
バ

イ
（
6
0
台

）
、

簡
易

測
量

機
器

（
6
4
式

）
、

中
央

林
業

開
発

訓
練

セ
ン

タ
ー

(C
F
D

T
C

)や
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
の

事
務

機
器

や
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

等
が

挙
げ

ら
れ

る
。

＊
現

地
コ

ス
ト

負
担

：
2
0
0
6
年

5
月

末
時

点
で

、
日

本
側

の
現

地
業

務
費

と
し

て
合

計
7
2
1
,7

0
4
米

ド
ル

（
8
0
,9

5
3
,5

3
8
円

相
当

）

合
同

調
整

委
員

会
も

本
評

価
調

査
時

ま
で

に
6
回

開
催

さ
れ

て
お

り
、

第
5
回

目
か

ら
参

加
者

の
拡

大
も

図
り

、
対

象
地

域
の

県
事

務
所

長
や

土
地

登
記

定
住

局
の

代
表

等
出

席
者

も
参

加
す

る
よ

う
に

な
っ

た
。

半
期

ご
と

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催
し

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
を

確
認

し
、

半
期

進
捗

報
告

書
を

作
成

し
て

い
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

毎
月

月
例

会
議

を
催

し
、

専
門

家
と

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

間
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
、

ま
た

は
課

題
に

つ
い

て
活

発
な

協
議

が
進

め
ら

れ
て

い
る

。
ま

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
務

レ
ベ

ル
の

意
思

決
定

は
こ

の
月

例
会

議
下

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

多
い

。

P
D

M
は

R
/
D

時
よ

り
、

3
回

の
改

訂
が

行
わ

れ
（
バ

ー
ジ

ョ
ン

1
か

ら
最

新
の

4
ま

で
）
、

最
も

大
き

な
変

更
は

バ
ー

ジ
ョ

ン
4
よ

り
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
が

2
つ

加
え

ら
れ

た
点

が
挙

げ
ら

れ
る

。

P
D

M
と

P
O

は
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
と

も
共

有
さ

れ
、

主
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

に
活

用
さ

れ
た

が
、

一
時

期
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

P
D

M
と

P
O

の
間

に
整

合
性

が
と

れ
て

い
な

い
時

期
も

見
受

け
ら

れ
た

。
P

D
M

と
活

動
計

画
の

間
に

必
ず

し
も

整
合

性
が

取
れ

て
い

な
い

こ
と

が
判

明
し

た
。

そ
の

原
因

は
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
の

「
乾

燥
地

共
有

林
普

及
計

画
」
が

策
定

さ
れ

た
と

き
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
そ

れ
に

附
記

さ
れ

た
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

一
部

を
活

動
計

画
に

取
り

入
れ

た
た

め
、

P
D

M
の

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
関

連
性

が
薄

い
活

動
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

デ
ザ

イ
ン

に
取

り
入

れ
た

よ
う

に
も

見
ら

れ
た

。

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

専
門

家
と

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

と
の

関
係

性
は

ど
う

だ
っ

た
か

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

す
べ

て
に

お
い

て
、

日
本

人
専

門
家

と
ミ

ャ
ン

マ
ー

側
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

協
力

関
係

に
基

づ
き

実
施

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

ミ
ャ

ン
マ

ー
側

の
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
醸

成
を

促
す

よ
う

な
ア

プ
ロ

ー
チ

を
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

随
時

と
っ

て
き

た
た

め
、

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
が

向
上

し
、

研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

運
営

等
、

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

に
運

営
責

任
が

既
に

引
き

渡
さ

れ
て

い
る

活
動

も
散

見
さ

れ
た

。
本

評
価

調
査

時
で

の
質

問
票

及
び

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

で
は

、
日

本
人

専
門

家
と

ミ
ャ

ン
マ

ー
側

の
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

多
く
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
内

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
良

好
で

あ
っ

た
と

指
摘

し
て

お
り

、
双

方
の

間
に

形
成

さ
れ

た
協

力
及

び
信

頼
関

係
を

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

功
要

因
の

一
つ

で
あ

る
と

挙
げ

て
い

る
。

質
問

票
で

は
、

9
人

の
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
中

8
人

の
回

答
者

が
専

門
家

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

「
非

常
に

良
好

」
で

あ
っ

た
と

回
答

し
て

い
る

。

適
切

な
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
が

配
置

さ
れ

た
か

適
切

な
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
が

配
置

さ
れ

た
か

。

配
置

さ
れ

た
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

数
・
質

と
も

に
適

正
だ

っ
た

。
特

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

半
に

な
っ

て
専

属
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

が
配

置
さ

れ
た

こ
と

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
功

要
因

の
一

つ
と

な
っ

て
い

る
。

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

に
よ

く
参

加
し

て
い

る
よ

う
に

見
受

け
ら

れ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
す

る
主

な
意

思
決

定
の

場
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
に

よ
る

月
例

会
議

で
あ

る
。

専
門

家
と

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

間
で

、
各

課
題

に
対

し
活

発
な

議
論

に
基

づ
き

多
く
の

実
務

レ
ベ

ル
の

決
断

が
下

さ
れ

て
お

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
運

営
管

理
上

重
要

な
機

能
を

担
っ

て
い

る
。

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
関

わ
り

方
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

が
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
に

移
設

さ
れ

た
こ

と
を

境
に

変
化

し
た

こ
と

が
報

告
さ

れ
て

い
る

。
特

に
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
に

配
置

さ
れ

た
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
は

専
属

で
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

従
事

で
き

た
こ

と
か

ら
参

加
型

原
則

や
共

有
林

普
及

活
動

に
関

す
る

知
識

や
技

術
の

修
得

が
早

く
、

ま
た

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

に
よ

る
主

体
的

か
つ

積
極

的
な

関
わ

り
方

が
最

近
よ

く
見

ら
れ

る
傾

向
で

あ
る

こ
と

が
、

日
本

人
専

門
家

に
も

指
摘

さ
れ

て
い

る
。

活
動

の
実

績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

投
入

の
実

績
は

。

相
手

国
実

施
機

関
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
は

醸
成

さ
れ

て
い

る
か

。

2
.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
プ

ロ
セ

ス

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

施
状

況
は

。

投
入

の
実

績

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
は

高
い

か

2
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添
付
資
料
 
４
 
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
調
査
結
果
記
入
済

み
）

評
価

項
目

調
査

結
果

大
項

目
小

項
目

評
価

設
問

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

事
業

へ
の

関
わ

り
方

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
っ

た
。

ま
ず

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

一
つ

で
あ

る
普

及
員

に
関

し
て

一
番

の
関

わ
り

方
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

主
催

の
研

修
に

出
席

す
る

こ
と

で
あ

る
。

研
修

修
了

後
は

循
環

指
導

チ
ー

ム
に

よ
る

普
及

活
動

支
援

を
通

じ
て

、
定

期
的

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
わ

る
こ

と
も

あ
る

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
共

有
林

が
成

立
す

る
条

件
が

整
っ

て
い

る
森

林
局

事
務

所
を

優
先

的
に

支
援

す
る

た
め

、
普

及
員

全
員

が
均

一
に

そ
の

機
会

が
あ

る
わ

け
で

は
な

い
。

（
そ

れ
ら

の
条

件
の

中
に

は
も

ち
ろ

ん
普

及
員

の
共

有
林

普
及

活
動

に
対

し
て

の
積

極
的

姿
勢

の
有

無
も

含
ま

れ
て

い
る

）
も

う
一

方
の

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
で

あ
る

中
央

乾
燥

地
の

周
辺

住
民

は
、

共
有

林
ユ

ー
ザ

ー
グ

ル
ー

プ
の

代
表

を
対

象
に

実
施

し
て

い
る

住
民

研
修

あ
る

い
は

過
去

4
回

ほ
ど

実
施

さ
れ

た
県

レ
ベ

ル
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

以
外

で
は

直
接

的
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

わ
る

機
会

は
な

い
。

た
だ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
巡

回
指

導
チ

ー
ム

が
普

及
員

の
普

及
活

動
支

援
の

た
め

村
落

を
訪

れ
る

際
は

、
住

民
と

多
少

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
と

る
場

合
も

あ
る

が
、

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

の
メ

ン
バ

ー
個

々
と

交
流

し
て

意
見

を
吸

い
上

げ
る

こ
と

は
難

し
く
、

ま
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
も

そ
の

よ
う

な
機

会
は

設
け

て
い

な
い

。

森
林

局
以

外
の

関
係

機
関

（
乾

燥
地

緑
化

局
や

、
各

地
域

の
平

和
開

発
委

員
会

等
）
の

所
管

の
土

地
に

共
有

林
を

設
立

す
る

た
め

に
は

、
そ

れ
ら

機
関

の
関

係
者

を
動

員
し

、
土

地
承

認
手

続
き

等
に

協
力

し
て

も
ら

う
必

要
が

あ
っ

た
。

そ
の

た
め

に
、

共
有

林
制

度
に

関
す

る
情

報
を

提
供

し
た

り
議

論
に

参
加

し
て

も
ら

っ
た

り
し

た
が

、
そ

の
結

果
従

来
共

有
林

制
度

と
は

全
く
接

点
の

な
か

っ
た

こ
の

よ
う

な
機

関
の

職
員

た
ち

に
も

、
共

有
林

に
つ

い
て

知
見

を
深

め
て

も
ら

う
機

会
と

な
っ

た
。

中
で

は
ザ

ガ
イ

ン
の

よ
う

に
、

県
平

和
開

発
委

員
長

の
イ

ニ
シ

ア
チ

ブ
に

よ
っ

て
共

有
林

が
設

立
し

た
例

も
あ

っ
た

。
ま

た
乾

燥
地

緑
化

局
に

関
し

て
は

、
共

有
林

地
を

拡
大

す
る

上
で

そ
の

協
力

が
不

可
欠

で
あ

る
た

め
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

5
を

設
定

し
て

、
よ

り
直

接
的

協
力

関
係

を
構

築
す

る
た

め
の

活
動

が
行

わ
れ

た
。

対
象

地
域

・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
。

ミ
国

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

量
の

約
8
1
％

を
バ

イ
オ

マ
ス

資
源

に
依

存
し

て
お

り
、

そ
の

う
ち

8
4
.1

％
が

薪
炭

材
で

あ
る

と
推

定
さ

れ
て

い
る

。
中

央
乾

燥
地

に
お

い
て

は
、

薪
炭

材
の

供
給

が
難

し
い

た
め

代
替

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

も
試

行
さ

れ
て

い
る

が
（
米

や
そ

の
他

穀
類

の
も

み
殻

等
）
、

依
然

と
し

て
地

域
の

住
民

の
薪

炭
材

需
要

に
よ

る
森

林
の

減
少

・
荒

廃
の

ス
ピ

ー
ド

は
加

速
し

て
い

る
。

地
域

住
民

の
共

有
林

設
立

に
対

す
る

ニ
ー

ズ
に

関
し

て
は

、
共

有
林

制
度

自
体

を
知

ら
な

い
住

民
が

大
半

な
の

で
、

実
際

の
ニ

ー
ズ

の
有

無
に

関
し

て
判

断
で

き
な

い
。

し
か

し
、

既
に

共
有

林
を

設
立

し
て

い
る

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

に
ヒ

ア
リ

ン
グ

を
し

た
結

果
、

共
有

林
活

動
を

継
続

す
る

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
が

存
在

し
て

い
る

こ
と

が
判

明
し

、
ま

た
引

き
続

き
住

民
は

家
庭

内
で

利
用

す
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

と
し

て
薪

炭
材

へ
の

需
要

が
拡

大
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

潜
在

的
ニ

ー
ズ

は
高

い
と

い
え

る
。

森
林

局
は

、
2
0
0
1
年

に
策

定
さ

れ
た

森
林

セ
ク

タ
ー

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
（
2
0
0
1
－

2
0
3
1
）
で

、
2
3
0
万

エ
ー

カ
ー

ま
で

共
有

林
用

地
を

拡
大

し
、

全
国

の
2
5
%
の

薪
炭

材
へ

の
需

要
に

対
応

す
る

こ
と

を
目

標
と

挙
げ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

そ
れ

を
実

践
す

る
上

で
森

林
局

職
員

の
共

有
林

普
及

能
力

開
発

へ
の

ニ
ー

ズ
は

政
策

レ
ベ

ル
に

お
い

て
は

高
い

と
い

え
る

。
し

か
し

当
計

画
が

各
県

レ
ベ

ル
・
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
レ

ベ
ル

の
計

画
に

そ
れ

ぞ
れ

細
分

化
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

普
及

員
自

身
が

地
方

事
務

所
に

お
い

て
日

常
的

に
そ

の
ニ

ー
ズ

を
感

じ
て

い
る

か
ど

う
か

は
わ

か
ら

な
い

。

ミ
ャ

ン
マ

ー
国

の
開

発
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

中
心

的
活

動
と

な
る

住
民

参
加

型
の

森
林

管
理

は
、

1
9
9
5
年

に
発

表
さ

れ
た

森
林

政
策

に
お

い
て

、
林

政
課

題
の

重
点

戦
略

の
1
つ

と
し

て
掲

げ
ら

れ
て

い
る

。
ま

た
、

同
年

発
令

さ
れ

た
共

有
林

令
で

は
、

共
有

林
設

置
の

具
体

的
手

順
が

規
定

さ
れ

、
共

有
林

を
促

進
す

る
上

で
、

必
要

な
政

策
上

の
枠

組
み

が
整

備
さ

れ
た

。
2
0
0
1
年

に
策

定
さ

れ
た

森
林

セ
ク

タ
ー

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
（
2
0
0
1
－

2
0
3
1
）
で

は
、

森
林

局
は

2
3
0
万

エ
ー

カ
ー

ま
で

共
有

林
用

地
を

拡
大

し
、

全
国

の
2
5
%
の

薪
炭

材
へ

の
需

要
に

対
応

す
る

こ
と

を
目

標
と

挙
げ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

本
案

件
が

主
眼

に
お

い
て

い
る

共
有

林
活

動
は

、
ミ

ャ
ン

マ
ー

国
森

林
政

策
上

重
要

な
位

置
づ

け
と

な
っ

て
い

る
こ

と
が

確
認

で
き

る
。

日
本

の
開

発
援

助
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

。

2
0
0
4
年

5
月

以
降

、
日

本
の

対
ミ

ャ
ン

マ
ー

国
経

済
協

力
の

基
本

方
針

と
し

て
は

、
原

則
、

新
規

援
助

は
見

合
わ

せ
る

も
の

の
「
緊

急
性

が
高

く
、

真
に

人
道

的
な

案
件

」
、

「
民

主
化

・
経

済
構

造
改

革
に

資
す

る
人

材
育

成
の

た
め

の
案

件
」
、

「
A

S
E
A

N
全

体
、

C
L
M

V
諸

国
を

対
象

と
し

た
案

件
」
を

個
別

に
吟

味
し

つ
つ

実
施

す
る

と
し

て
い

る
。

本
案

件
は

、
共

有
林

を
通

し
て

、
行

政
主

体
で

あ
っ

た
森

林
管

理
を

住
民

に
権

限
委

譲
し

、
ボ

ト
ム

ア
ッ

プ
の

意
志

決
定

制
度

を
確

立
す

る
こ

と
が

、
民

主
化

に
寄

与
す

る
と

い
う

理
解

の
も

と
に

、
「
民

主
化

・
経

済
構

造
改

革
に

資
す

る
人

材
育

成
の

た
め

の
案

件
」
の

ひ
と

つ
と

い
う

位
置

づ
け

に
な

っ
て

い
る

。
更

に
J
IC

A
の

国
別

事
業

実
施

計
画

案
（
2
0
0
5
年

）
に

お
い

て
は

、
上

記
基

本
方

針
を

踏
ま

え
た

6
つ

の
対

ミ
国

支
援

分
野

が
挙

げ
ら

れ
て

い
る

が
、

そ
の

う
ち

の
民

主
化

支
援

の
重

点
課

題
で

あ
る

「
行

政
へ

の
住

民
参

加
機

会
の

拡
大

」
に

当
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

寄
与

し
て

い
る

た
め

、
J
IC

A
の

援
助

基
本

方
針

と
も

整
合

性
が

と
れ

て
い

る
。

ま
た

我
が

国
の

ミ
国

森
林

セ
ク

タ
ー

へ
の

協
力

は
歴

史
が

長
く
、

ま
た

現
在

日
本

以
外

に
同

セ
ク

タ
ー

で
の

O
D

A
支

援
が

マ
ル

チ
・
バ

イ
と

も
に

存
在

し
な

い
に

等
し

い
こ

と
か

ら
日

本
の

援
助

の
優

位
性

も
確

認
で

き
た

。
従

っ
て

、
中

央
乾

燥
地

の
森

林
局

の
組

織
強

化
を

通
じ

て
、

参
加

型
森

林
管

理
を

促
進

す
る

こ
と

を
目

標
と

し
た

当
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
我

が
国

の
開

発
援

助
政

策
の

目
標

と
も

合
致

し
て

い
る

と
い

え
る

。

課
題

に
対

し
て

の
計

画
（
プ

ロ
目

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
の

実
施

根
拠

：
中

央
乾

燥
地

に
お

い
て

森
林

伐
採

は
主

に
貧

困
住

民
に

よ
る

薪
炭

材
の

収
集

ま
た

は
林

地
の

転
用

等
要

因
が

挙
げ

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

住
民

参
加

型
の

森
林

管
理

を
推

進
す

る
た

め
の

メ
カ

ニ
ズ

ム
、

即
ち

共
有

林
制

度
の

導
入

及
び

普
及

の
た

め
の

森
林

局
事

務
所

の
能

力
開

発
を

強
化

す
る

た
め

の
計

画
は

、
課

題
に

対
し

て
妥

当
で

あ
っ

た
。

計
画

プ
ロ

セ
ス

の
経

緯
：
但

し
対

象
地

域
が

広
大

で
あ

る
上

、
対

象
地

域
の

住
民

も
ミ

国
全

人
口

の
3
分

の
1
と

い
う

こ
と

で
、

非
常

に
多

い
こ

と
か

ら
、

住
民

の
声

を
計

画
段

階
で

十
分

に
反

映
さ

せ
る

こ
と

は
難

し
か

っ
た

こ
と

か
ら

、
住

民
に

よ
る

共
有

林
へ

の
ニ

ー
ズ

・
共

有
林

活
動

へ
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
を

確
認

す
る

こ
と

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
も

重
要

事
項

で
あ

っ
た

。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

：
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
の

職
員

等
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
で

は
な

く
、

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

及
び

県
事

務
所

の
森

林
局

職
員

を
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

に
選

定
し

た
こ

と
に

よ
っ

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

効
果

の
面

的
広

が
り

が
確

保
さ

れ
た

。
た

だ
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

人
口

が
多

い
た

め
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
接

点
が

希
薄

に
な

る
こ

と
も

場
合

に
よ

っ
て

は
生

じ
た

。

3
.

妥
当

性

優
先

度

手
段

と
し

て
の

適
切

性

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
す

る
必

要
性

は
あ

っ
た

か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

選
択

・
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
選

定
は

妥
当

で
あ

っ
た

か
。

ス
テ

ー
ク

ホ
ー

ル
ダ

ー
の

事
業

へ
の

関
わ

り
方

は
ど

う
だ

っ
た

か
。

そ
の

他
ス

テ
ー

ク
ホ

ー
ル

ダ
ー

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参

加
度

合
い

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
は

高
い

か

3
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添
付
資
料
 
４
 
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
調
査
結
果
記
入
済

み
）

評
価

項
目

調
査

結
果

大
項

目
小

項
目

評
価

設
問

外
部

条
件

の
変

化
の

有
無

：
特

に
な

し

そ
の

他
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

周
辺

環
境

の
変

化
と

そ
の

影
響

：
①

2
0
0
5
年

以
降

首
都

が
ガ

ピ
ド

ー
に

移
転

。
そ

の
こ

と
に

よ
り

、
森

林
局

本
部

も
ヤ

ン
ゴ

ン
か

ら
移

転
し

た
。

ガ
ピ

ド
ー

は
マ

ン
ダ

レ
ー

に
近

い
も

の
の

、
外

国
人

の
滞

在
が

制
限

さ
れ

て
い

る
た

め
、

森
林

局
本

部
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

支
障

を
き

た
し

た
。

②
特

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

後
半

に
お

い
て

、
外

国
人

に
よ

る
国

内
移

動
の

制
限

が
強

ま
っ

た
。

そ
の

た
め

、
日

本
人

専
門

家
に

よ
る

巡
回

指
導

も
、

毎
回

一
ヵ

月
前

か
ら

の
許

可
申

請
が

必
要

と
な

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
大

き
な

制
約

と
な

っ
た

。

本
評

価
調

査
時

に
お

い
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

支
援

を
通

じ
共

有
林

を
設

立
し

た
 タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
数

は
全

5
4
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
中

1
9
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
(3

5
%
)で

あ
る

。
そ

れ
ら

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

に
は

2
5
の

共
有

林
が

、
3
,7

5
5
エ

ー
カ

ー
に

亘
っ

て
、

総
計

1
,6

3
8
名

の
ユ

ー
ザ

ー
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
に

よ
り

管
理

さ
れ

て
い

る
。

更
に

1
0
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
に

お
い

て
は

、
既

に
共

有
林

設
置

手
続

き
は

ほ
ぼ

終
了

し
て

お
り

、
森

林
局

の
承

認
を

待
つ

の
み

の
状

況
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
共

有
林

の
設

立
数

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

ま
で

は
指

標
に

あ
る

2
7
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
（
乾

燥
地

の
5
0
%
）
を

到
達

す
る

こ
と

が
予

測
さ

れ
る

。

C
F
D

T
C

の
研

修
修

了
一

年
後

に
普

及
活

動
を

実
施

し
て

い
る

職
員

数
を

終
了

時
評

価
時

に
集

計
で

き
な

か
っ

た
た

め
、

代
わ

り
に

「
中

央
乾

燥
地

の
森

林
局

事
務

所
の

う
ち

何
％

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

研
修

修
了

者
が

残
っ

て
い

る
か

」
と

い
う

視
点

で
デ

ー
タ

を
集

め
た

と
こ

ろ
、

以
下

の
よ

う
な

結
果

が
で

た
。

件
事

務
所

長
が

研
修

を
受

け
て

い
る

事
務

所
数

は
1
2
箇

所
中

8
箇

所
（
6
7
%
)、

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

事
務

所
長

が
研

修
を

受
け

て
い

る
事

務
所

数
は

5
4
箇

所
中

3
7
箇

所
（
6
9
%
)、

普
及

担
当

職
員

の
う

ち
最

低
1
人

が
研

修
を

受
け

て
い

る
事

務
所

数
(2

人
い

る
と

こ
ろ

も
含

む
）
5
4
箇

所
中

5
0
箇

所
（
9
0
%
)。

参
加

型
原

則
が

普
及

及
び

共
有

林
活

動
に

お
い

て
適

用
さ

れ
た

か
否

か
に

関
し

て
は

、
関

連
情

報
が

定
期

報
告

制
度

等
を

通
じ

て
集

約
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

直
接

検
証

が
で

き
な

か
っ

た
。

た
だ

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

導
入

し
た

参
加

型
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

の
結

果
が

評
価

時
に

1
8
ユ

ー
ザ

ー
グ

ル
ー

プ
分

収
集

さ
れ

、
そ

の
内

容
か

ら
は

そ
れ

ら
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
に

お
い

て
は

、
参

加
型

ア
プ

ロ
ー

チ
が

多
少

な
り

と
も

普
及

活
動

に
適

用
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
判

明
し

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

。

-
公

用
地

等
、

森
林

局
以

外
の

機
関

（
乾

燥
地

緑
化

局
、

平
和

開
発

委
員

会
等

）
管

轄
の

土
地

で
の

共
有

林
を

設
立

す
る

際
、

承
認

の
た

め
の

調
整

に
時

間
を

要
し

共
有

林
活

動
の

進
捗

の
阻

害
要

因
と

な
っ

て
い

る
が

、
そ

の
理

由
と

し
て

は
共

有
林

制
度

が
森

林
局

以
外

の
機

関
の

間
で

十
分

に
認

知
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
と

、
そ

れ
ら

機
関

を
調

整
す

る
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
を

森
林

局
が

備
え

て
い

な
い

-
普

及
員

の
活

動
不

足
：
普

及
活

動
の

た
め

の
活

動
経

費
や

要
員

も
少

な
く
、

人
事

制
度

上
か

ら
も

活
動

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

と
な

る
仕

組
み

が
な

い
。

-
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

戦
略

上
焦

点
が

置
か

れ
た

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

事
務

所
の

人
的

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

で
は

な
く
、

そ
れ

以
外

の
制

度
的

及
び

組
織

的
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
が

十
分

に
開

発
さ

れ
て

い
な

い
。

例
え

ば
森

林
局

側
は

共
有

林
を

未
だ

主
幹

業
務

と
し

て
取

り
入

れ
お

ら
ず

、
そ

の
制

度
上

の
整

備
が

進
ん

で
い

な
い

。
-
森

林
局

本
部

か
ら

地
方

森
林

局
事

務
所

へ
共

有
林

普
及

の
た

め
の

明
確

な
業

務
指

示
が

出
さ

れ
て

い
な

い
が

た
め

に
、

地
方

森
林

局
事

務
所

で
は

優
先

事
業

と
し

て
認

識
さ

れ
て

い
な

い
場

合
が

多
い

。
そ

の
結

果
、

地
方

森
林

局
事

務
所

内
で

の
人

材
や

予
算

も
、

他
の

主
幹

業
務

中
心

に
配

分
さ

れ
、

共
有

林
活

動
に

十
分

な
措

置
が

と
ら

れ
な

い
こ

と
に

つ
な

が
る

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

た
め

に
十

分
で

あ
っ

た
か

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
解

釈
、

つ
ま

り
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
事

務
所

の
「
共

有
林

令
に

基
づ

く
参

加
型

森
林

管
理

を
推

進
す

る
実

務
的

能
力

」
の

能
力

に
何

を
含

む
か

に
よ

っ
て

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
が

十
分

で
あ

っ
た

か
ど

う
か

の
判

断
が

で
き

る
。

特
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

立
ち

上
げ

当
初

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

人
材

育
成

に
特

化
し

、
あ

く
ま

で
も

普
及

員
の

普
及

能
力

強
化

に
貢

献
す

る
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

み
計

画
さ

れ
て

い
た

。
し

か
し

、
い

く
ら

人
材

育
成

が
行

わ
れ

て
も

、
普

及
員

が
研

修
で

得
た

知
識

・
技

術
が

活
用

さ
れ

る
よ

う
な

環
境

が
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
事

務
所

に
な

け
れ

ば
、

上
位

目
標

の
到

達
が

見
込

め
な

い
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

後
半

に
な

っ
て

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

事
務

所
の

レ
ポ

ー
テ

ィ
ン

グ
及

び
他

機
関

と
の

連
携

調
整

能
力

を
強

化
す

る
よ

う
な

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

が
加

え
ら

れ
た

が
、

十
分

で
は

な
か

っ
た

。

住
民

に
よ

る
共

有
林

グ
ル

ー
プ

へ
の

参
画

が
強

制
さ

れ
て

い
た

か
ど

う
か

：
こ

れ
は

非
常

に
重

要
な

問
題

と
し

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
も

認
識

し
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

し
よ

う
と

し
た

が
、

実
際

の
と

こ
ろ

ど
う

な
の

か
判

別
で

き
る

術
が

な
く
、

デ
ー

タ
も

な
い

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
ま

で
の

そ
の

他
外

部
条

件
の

影
響

：
①

普
及

員
に

と
っ

て
他

の
業

務
が

忙
し

く
な

ら
な

い
こ

と
（
2
0
0
5
年

後
半

か
ら

オ
イ

ル
ナ

ッ
ツ

生
産

が
国

家
の

優
先

事
業

と
位

置
づ

け
ら

れ
た

た
め

、
森

林
局

の
職

員
が

そ
の

種
子

の
配

布
と

植
え

付
け

指
導

に
業

務
時

間
を

多
く
費

や
す

こ
と

に
な

っ
た

。
）
②

共
有

林
地

化
す

る
た

め
の

土
地

が
存

在
す

る
こ

と
。

（
共

有
林

普
及

活
動

は
共

有
林

地
化

す
る

土
地

が
あ

っ
て

、
初

め
て

成
立

す
る

活
動

で
あ

る
。

）

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

は
適

切
か

。
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
1
か

ら
3
は

ほ
ぼ

達
成

済
み

。
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
4
と

5
は

計
画

さ
れ

て
い

る
活

動
は

す
べ

て
終

了
し

て
い

る
が

、
達

成
さ

れ
て

い
な

い
。

（
専

門
家

・
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

質
問

票
よ

り
）

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
阻

害
し

た
要

因
は

あ
る

か
。

-
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
2
と

3
の

達
成

度
の

制
約

要
因

は
、

森
林

局
職

員
の

人
事

異
動

が
あ

げ
ら

れ
た

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

、
新

し
く
配

置
さ

れ
た

職
員

へ
の

研
修

・
巡

回
指

導
を

行
う

等
、

対
応

を
し

て
き

た
。

-
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
4
及

び
5
に

関
し

て
は

、
計

画
上

導
入

さ
れ

た
タ

イ
ミ

ン
グ

が
遅

す
ぎ

た
た

め
、

投
入

・
活

動
が

遅
れ

、
効

果
が

十
分

に
発

現
さ

れ
て

い
な

い
と

い
え

る
。

4
.

有
効

性

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
予

測

そ
の

他
大

き
な

政
策

・
周

辺
環

境
の

変
化

は
あ

っ
た

か
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
因

果
関

係

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

合
い

は
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
現

在
に

お
い

て
も

正
し

い
か

・
ま

た
そ

の
影

響
は

あ
っ

た
か

。
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評
価
グ
リ
ッ
ド
（
調
査
結
果
記
入
済

み
）

評
価

項
目

調
査

結
果

大
項

目
小

項
目

評
価

設
問

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

充
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

充
分

な
投

入
で

あ
っ

た
か

。

研
修

修
了

生
の

研
修

後
の

配
置

状
況

と
任

期
に

関
し

て
は

、
森

林
局

側
も

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

側
も

情
報

を
把

握
し

て
い

な
い

。
た

だ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

研
修

修
了

時
に

研
修

生
は

共
有

林
普

及
員

に
任

命
さ

れ
る

た
め

、
そ

れ
ぞ

れ
の

事
務

所
に

お
い

て
は

、
共

有
林

普
及

活
動

の
担

当
者

に
は

な
っ

て
い

る
。

し
か

し
任

期
に

関
し

て
は

、
他

の
森

林
局

職
員

と
同

様
2

か
ら

3
年

で
異

動
に

な
る

こ
と

が
多

い
。

特
に

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
に

関
し

て
は

、
定

期
報

告
制

度
を

確
立

す
る

上
で

最
も

重
要

な
地

方
森

林
局

事
務

所
と

森
林

局
本

局
を

つ
な

げ
る

レ
ポ

ー
テ

ィ
ン

グ
ラ

イ
ン

が
確

立
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
が

挙
げ

ら
れ

る
。

ま
た

、
森

林
局

本
局

に
お

い
て

共
有

林
を

担
当

し
て

い
る

部
署

が
あ

ま
り

機
能

し
て

い
な

い
上

、
森

林
局

も
共

有
林

普
及

活
動

を
森

林
局

の
主

要
業

務
と

認
識

し
て

い
な

い
こ

と
も

、
定

期
報

告
制

度
の

立
ち

上
げ

を
遅

ら
せ

て
い

る
理

由
で

あ
る

。
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
5
に

関
し

て
は

、
乾

燥
地

緑
化

局
と

森
林

局
双

方
に

お
い

て
、

共
有

林
活

動
に

焦
点

を
絞

っ
た

連
携

強
化

の
必

要
性

が
認

識
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

活
動

を
実

施
し

て
も

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

産
出

に
つ

な
が

ら
な

い
結

果
と

な
っ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
に

設
定

さ
れ

た
共

有
林

の
ど

の
程

度
が

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

に
よ

り
、

良
好

に
管

理
さ

れ
て

い
る

か
：
定

期
報

告
制

度
が

確
立

し
て

い
な

い
た

め
、

森
林

局
側

も
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
側

も
こ

の
情

報
に

関
し

て
は

把
握

し
て

い
な

い
。

共
有

林
が

継
続

的
に

管
理

さ
れ

る
よ

う
な

仕
組

み
・
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

の
有

無
本

評
価

調
査

団
は

共
有

林
設

立
済

み
の

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

が
活

動
し

て
い

る
2
村

（
S
al

in
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
の

M
ya

y 
N

u
村

と
M

ah
la

in
gタ

ウ
ン

シ
ッ

プ
の

N
ga

th
ab

o
n
 N

o
rt

h
 村

）
を

訪
問

し
、

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

に
参

加
し

て
い

る
メ

ン
バ

ー
か

ら
の

以
下

の
意

見
を

収
集

し
た

結
果

、
①

共
有

林
活

動
を

進
め

る
上

で
様

々
な

困
難

が
あ

り
、

②
未

だ
薪

炭
材

等
共

有
林

か
ら

の
具

体
的

便
益

を
得

て
い

な
い

に
も

関
わ

ら
ず

 、
2
0
1
1
年

以
降

も
継

続
し

て
共

有
林

活
動

を
継

続
し

た
い

と
い

う
声

が
大

多
数

で
あ

っ
た

。
更

に
N

ga
th

ab
o
n
 N

o
rt

h
村

に
お

い
て

は
、

隣
接

し
て

い
る

村
落

が
、

共
有

林
設

立
に

関
心

を
示

し
森

林
局

に
申

請
し

た
と

い
う

例
 も

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

住
民

同
士

の
横

の
広

が
り

こ
そ

、
共

有
林

と
い

う
仕

組
み

が
住

民
に

と
っ

て
十

分
に

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
が

働
く
制

度
で

あ
る

証
拠

で
あ

り
、

共
有

林
活

動
が

森
林

局
職

員
の

支
援

を
受

け
な

が
ら

順
調

に
管

理
さ

れ
れ

ば
継

続
で

き
る

こ
と

が
予

測
さ

れ
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

期
間

中
の

共
有

林
設

定
の

進
捗

状
況

は
以

下
の

と
お

り
：
2
0
0
3
年

（
1
件

）
、

2
0
0
4
年

（
1
5
件

）
、

2
0
0
5
年

（
5
件

）
、

2
0
0
6
年

（
4
件

）
、

合
計

2
5
件

。

住
民

の
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

満
足

度
は

高
い

か
：
デ

ー
タ

な
し

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

に
よ

る
林

産
物

の
利

用
状

況
：
現

在
既

に
設

立
済

み
の

共
有

林
か

ら
林

産
物

を
利

用
し

て
い

る
グ

ル
ー

プ
は

2
5
グ

ル
ー

プ
中

4
グ

ル
ー

プ
で

あ
る

。

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

。

上
位

目
標

の
達

成
の

阻
害

要
因

と
し

て
は

、
①

森
林

局
が

主
幹

事
業

と
し

て
共

有
林

普
及

活
動

を
推

進
し

な
い

こ
と

、
②

住
民

側
が

共
有

林
活

動
を

実
施

す
る

ニ
ー

ズ
が

存
在

し
な

い
こ

と
、

③
共

有
林

用
の

土
地

が
十

分
に

手
配

で
き

な
い

こ
と

等
が

あ
る

。

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

。

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
に

乖
離

は
な

い
が

、
外

部
条

件
に

加
え

る
べ

き
事

項
が

何
点

か
あ

る
：
①

森
林

局
が

主
幹

事
業

と
し

て
共

有
林

普
及

活
動

を
推

進
す

る
、

②
住

民
側

が
共

有
林

活
動

を
実

施
す

る
ニ

ー
ズ

が
存

在
す

る
、

③
共

有
林

用
の

土
地

が
他

機
関

と
の

協
力

の
も

と
に

十
分

に
手

配
で

き
る

。

自
然

災
害

（
火

災
・
病

中
害

・
疫

病
・
旱

魃
等

）
の

有
無

：
特

に
な

し
。

普
及

員
が

常
時

普
及

活
動

を
推

進
し

続
け

る
よ

う
指

示
を

受
け

て
い

る
か

：
森

林
局

本
部

か
ら

地
方

森
林

局
事

務
所

へ
共

有
林

普
及

の
た

め
の

明
確

な
業

務
指

示
が

出
さ

れ
て

い
な

い
が

た
め

に
、

地
方

森
林

局
事

務
所

で
は

優
先

事
業

と
し

て
認

識
さ

れ
て

い
な

い
場

合
が

多
い

。
そ

の
結

果
、

地
方

森
林

局
事

務
所

内
で

の
人

材
や

予
算

も
、

他
の

主
幹

業
務

中
心

に
配

分
さ

れ
、

共
有

林
活

動
に

十
分

な
措

置
が

と
ら

れ
な

い
こ

と
に

つ
な

が
る

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
か

ら
3
は

問
題

な
か

っ
た

が
、

特
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

後
半

以
降

に
加

え
ら

れ
て

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

４
と

５
に

関
し

て
は

、
評

価
時

に
お

い
て

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
の

で
、

計
画

さ
れ

た
活

動
及

び
投

入
が

十
分

で
な

か
っ

た
こ

と
も

そ
の

一
因

と
し

て
挙

げ
ら

れ
る

。
し

か
し

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
4
と

5
が

導
入

さ
れ

た
の

は
時

期
的

に
遅

く
、

時
間

的
・
予

算
的

制
約

が
あ

っ
た

の
で

、
単

純
に

活
動

を
増

や
せ

ば
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

産
出

の
改

善
に

直
結

す
る

と
は

い
え

な
い

。

主
な

投
入

は
量

・
質

・
タ

イ
ミ

ン
グ

と
も

に
、

適
切

で
あ

っ
た

と
同

時
に

、
す

べ
て

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

に
結

び
つ

い
て

い
る

こ
と

が
本

評
価

調
査

に
お

い
て

確
認

さ
れ

た
。

特
に

共
有

林
普

及
活

動
を

支
援

す
る

た
め

に
、

県
・
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
事

務
所

に
供

与
し

た
6
0
台

の
オ

ー
ト

バ
イ

は
、

普
及

員
の

村
落

へ
の

ア
ク

セ
ス

を
改

善
し

、
普

及
活

動
を

行
う

上
で

の
動

機
を

高
め

る
た

め
に

有
効

だ
っ

た
こ

と
が

報
告

さ
れ

た
。

活
動

を
実

施
す

る
た

め
に

過
不

足
内

量
・
質

の
投

入
が

タ
イ

ミ
ン

グ
よ

く
実

施
さ

れ
た

か
。

活
動

か
ら

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
い

た
る

ま
で

の
外

部
条

件
は

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
の

影
響

は
あ

っ
た

か
。

因
果

関
係

5
.

効
率

性

タ
イ

ミ
ン

グ
・
質

・
量

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
3
～

5
年

ま
で

に
、

自
発

的
な

参
加

を
行

う
地

域
住

民
が

共
有

林
か

ら
の

利
益

を
享

受
で

き
る

よ
う

、
森

林
局

が
共

有
林

令
に

基
づ

い
て

、
参

加
型

森
林

管
理

を
乾

燥
地

に
お

い
て

推
進

し
続

け
る

こ
と

が
見

込
め

る
か

。

因
果

関
係

6
.

イ
ン

パ
ク

ト

上
位

目
標

達
成

の
見

込
み

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

か
ら

上
位

目
標

に
い

た
る

ま
で

の
外

部
条

件
は

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

、
外

部
条

件
が

満
た

さ
れ

る
可

能
性

は
高

い
か

。
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評
価
グ
リ
ッ
ド
（
調
査
結
果
記
入
済

み
）

評
価

項
目

調
査

結
果

大
項

目
小

項
目

評
価

設
問

想
定

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

プ
ラ

ス
の

影
響

は
あ

る
か

。

-
森

林
局

以
外

（
乾

燥
地

緑
化

局
や

、
各

地
域

の
平

和
開

発
委

員
会

等
）
の

所
管

の
土

地
に

共
有

林
を

設
立

す
る

た
め

に
は

、
そ

れ
ら

機
関

の
関

係
者

を
動

員
し

、
土

地
承

認
手

続
き

等
に

協
力

し
て

も
ら

う
必

要
が

あ
る

。
そ

の
た

め
に

、
共

有
林

制
度

に
関

す
る

情
報

を
提

供
し

た
り

議
論

に
参

加
し

て
も

ら
っ

た
り

し
た

が
、

そ
の

結
果

従
来

共
有

林
制

度
と

は
全

く
接

点
の

な
か

っ
た

こ
の

よ
う

な
機

関
の

職
員

た
ち

に
も

、
共

有
林

に
つ

い
て

知
見

を
深

め
て

も
ら

う
機

会
と

な
っ

た
。

中
で

は
ザ

ガ
イ

ン
の

よ
う

に
、

県
平

和
開

発
委

員
長

の
イ

ニ
シ

ア
チ

ブ
に

よ
っ

て
共

有
林

が
設

立
し

た
例

も
あ

っ
た

。
-
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

研
修

実
績

を
も

と
に

C
F
D

T
C

で
は

、
森

林
局

の
他

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（
例

：
B

ag
o
 Y

o
m

a 
G

re
e
n
in

g 
P

ro
je

c
t）

に
従

事
し

て
い

る
職

員
対

象
に

も
共

有
林

設
立

及
び

参
加

型
森

林
管

理
の

研
修

を
実

施
す

る
こ

と
を

決
断

し
た

。

ミ
国

の
共

有
林

及
び

参
加

型
森

林
管

理
に

関
す

る
施

策
の

動
向

は
、

1
9
9
5
年

に
発

表
さ

れ
た

森
林

政
策

に
お

い
て

、
林

政
課

題
の

重
点

戦
略

の
1
つ

と
し

て
掲

げ
ら

れ
、

ま
た

同
年

発
令

さ
れ

た
共

有
林

令
で

は
、

共
有

林
設

置
の

具
体

的
手

順
が

規
定

さ
れ

、
共

有
林

を
促

進
す

る
上

で
、

必
要

な
政

策
上

の
枠

組
み

が
整

備
さ

れ
た

後
、

特
に

変
化

は
な

い
。

2
0
0
1
年

に
策

定
さ

れ
た

森
林

セ
ク

タ
ー

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
（
2
0
0
1
－

2
0
3
1
）
で

は
、

森
林

局
は

2
3
0
万

エ
ー

カ
ー

ま
で

共
有

林
用

地
を

拡
大

し
、

全
国

の
2
5
%
の

薪
炭

材
へ

の
需

要
に

対
応

す
る

こ
と

を
目

標
と

挙
げ

て
い

る
。

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

は
2
0
0
3
年

6
月

の
開

設
以

降
の

比
較

的
短

い
期

間
で

、
ミ

国
内

に
お

い
て

参
加

型
森

林
管

理
や

共
有

林
普

及
活

動
支

援
の

中
心

的
組

織
と

し
て

認
識

さ
れ

る
ま

で
発

展
し

た
。

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

の
実

績
を

受
け

て
、

森
林

局
は

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

を
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
「
共

有
林

開
発

と
参

加
型

森
林

管
理

の
普

及
活

動
の

た
め

の
研

修
セ

ン
タ

ー
 」

と
し

て
位

置
づ

け
、

継
続

し
て

運
営

し
て

い
く
意

向
を

表
明

し
て

い
る

。
更

に
森

林
局

は
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
の

マ
ン

デ
ー

ト
に

は
参

加
型

森
林

管
理

に
関

す
る

研
修

の
実

施
だ

け
で

は
な

く
、

普
及

活
動

支
援

や
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

実
施

ま
で

を
含

む
こ

と
を

確
認

し
た

。
な

お
、

現
在

C
F
D

T
C

が
運

営
し

て
い

る
研

修
コ

ー
ス

の
う

ち
2
コ

ー
ス

（
「
共

有
林

開
発

（
C

o
m

m
u
n
it
y 

F
o
re

st
ry

 D
e
ve

lo
pm

e
n
t）

」
と

「
ア

グ
ロ

フ
ォ

レ
ス

ト
リ

ー
」
）
を

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

に
移

管
す

る
計

画
は

具
体

化
し

て
お

り
、

将
来

的
に

は
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
の

研
修

対
象

者
も

乾
燥

地
以

外
の

森
林

局
職

員
か

ら
募

る
方

向
性

で
話

が
進

め
ら

れ
て

い
る

。
上

記
よ

り
、

ミ
国

の
森

林
政

策
に

大
き

な
変

化
が

な
い

限
り

、
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
が

今
後

持
続

的
に

運
営

さ
れ

る
た

め
の

森
林

局
側

の
制

度
面

で
の

支
援

が
継

続
す

る
こ

と
が

見
込

め
る

。

関
連

規
制

、
法

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
る

か
、

ま
た

そ
の

予
定

か
。

乾
燥

地
の

緑
化

は
ミ

国
に

お
い

て
も

最
重

要
課

題
の

一
つ

で
あ

り
、

3
0
年

間
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

(2
0
0
1
-
0
2
か

ら
2
0
3
0
-
2
0
3
1
)を

設
け

乾
燥

地
緑

化
局

に
よ

り
緑

化
活

動
を

推
進

し
て

い
る

。

C
F
T
D

C
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
は

協
力

終
了

後
も

参
加

型
森

林
管

理
を

推
進

す
る

に
足

る
組

織
能

力
は

あ
る

か
。

組
織

面
に

お
い

て
も

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

は
ま

だ
発

展
途

上
に

あ
る

と
い

え
る

。
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
に

は
ス

タ
ッ

フ
・
オ

フ
ィ

サ
ー

、
レ

ン
ジ

・
オ

フ
ィ

サ
ー

そ
れ

ぞ
れ

5
名

ず
つ

と
サ

ポ
ー

ト
ス

タ
ッ

フ
数

名
が

配
置

さ
れ

て
い

る
。

C
F
D

T
C

の
校

長
が

セ
ン

タ
ー

長
を

兼
務

し
職

員
の

監
督

及
び

指
導

を
行

っ
て

い
る

が
、

通
常

C
F
D

T
C

本
校

に
勤

務
し

て
い

る
た

め
、

月
に

一
回

訪
問

す
る

程
度

に
留

ま
っ

て
い

る
。

従
っ

て
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
に

は
、

シ
ニ

ア
ク

ラ
ス

の
職

員
が

常
時

配
置

さ
れ

て
い

な
い

状
況

に
あ

り
、

日
本

人
専

門
家

の
帰

国
後

、
特

に
普

及
活

動
支

援
で

県
の

森
林

局
事

務
所

長
と

折
衝

す
る

場
合

等
、

活
動

に
支

障
を

き
た

す
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

郡
森

林
局

事
務

所
に

お
い

て
普

及
活

動
を

継
続

し
て

い
く
体

制
が

構
築

さ
れ

て
い

る
か

。

研
修

修
了

生
の

研
修

後
の

普
及

活
動

の
実

施
状

況
は

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

事
務

所
長

の
個

人
的

裁
量

に
拠

る
と

こ
ろ

に
あ

り
制

度
的

に
共

有
林

活
動

を
優

先
的

森
林

事
業

と
し

て
認

識
す

る
た

め
の

整
備

が
必

要
で

あ
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

経
験

よ
り

、
研

修
受

講
済

み
の

普
及

員
が

、
学

ん
だ

知
識

や
技

術
を

生
か

さ
ず

普
及

活
動

に
従

事
し

な
い

一
番

の
理

由
と

し
て

は
、

事
務

所
長

か
ら

共
有

林
普

及
に

関
す

る
明

確
な

業
務

指
示

が
で

て
い

な
い

こ
と

に
あ

る
。

こ
の

よ
う

な
業

務
指

示
が

無
い

場
合

は
、

普
及

員
は

他
の

業
務

を
優

先
せ

ざ
る

を
え

ず
、

共
有

林
普

及
活

動
に

関
心

が
あ

っ
て

も
実

践
す

る
機

会
を

失
う

。
共

有
林

に
関

す
る

定
期

報
告

制
度

が
機

能
し

て
い

な
い

こ
と

も
同

様
の

理
由

に
拠

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

現
時

点
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

る
予

測
さ

れ
な

か
っ

た
負

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
報

告
さ

れ
て

い
な

い
。

し
か

し
共

有
林

制
度

は
、

元
来

排
他

的
性

質
を

持
つ

も
の

で
あ

る
か

ら
、

中
間

評
価

調
査

団
は

早
期

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

負
の

イ
ン

パ
ク

ト
を

把
握

す
る

必
要

性
を

唱
え

た
。

そ
の

提
言

に
沿

っ
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

2
0
0
5
年

半
ば

に
共

有
林

が
設

立
し

た
乾

燥
地

の
2
0
村

落
対

象
に

社
会

経
済

調
査

を
実

施
し

た
。

そ
の

社
会

経
済

調
査

の
結

果
、

抽
出

さ
れ

た
予

測
さ

れ
る

負
の

イ
ン

パ
ク

ト
を

以
下

列
挙

す
る

。
＜

ユ
ー

ザ
グ

ル
ー

プ
に

属
さ

な
い

住
民

＞
①

共
有

林
地

よ
り

薪
炭

材
を

採
取

で
き

な
く
な

り
、

他
に

地
域

に
取

り
に

行
く
負

担
が

増
え

た
。

②
共

有
林

地
域

に
放

牧
を

で
き

な
く
な

っ
た

。
他

の
地

域
に

放
牧

せ
ざ

る
を

得
な

く
な

り
、

負
担

が
増

え
た

。
＜

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

・
メ

ン
バ

ー
＞

①
苗

畑
管

理
や

植
林

等
の

共
有

林
活

動
負

担
が

大
き

い
た

め
、

通
常

の
農

作
業

や
家

事
に

支
障

が
で

る
。

②
管

理
計

画
に

記
載

さ
れ

た
共

有
林

活
動

（
植

林
・
造

成
・
管

理
）
を

実
施

し
な

け
れ

ば
、

他
の

メ
ン

バ
ー

と
対

立
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
。

＜
村

全
体

と
し

て
＞

①
共

有
林

地
に

利
用

に
関

し
て

ユ
ー

ザ
ー

グ
ル

ー
プ

メ
ン

バ
と

非
ユ

ー
ザ

ー
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
間

に
対

立
が

生
じ

る
可

能
性

が
あ

る
。

②
ユ

ー
ザ

ー
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
に

有
利

な
土

地
利

用
の

た
め

、
住

民
間

で
経

済
的

格
差

が
生

じ
る

お
そ

れ
が

あ
る

。

波
及

効
果

政
策

・
制

度
面

想
定

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

マ
イ

ナ
ス

の
影

響
は

あ
る

か
。

政
策

的
支

援
は

協
力

終
了

後
も

継
続

す
る

か
。

組
織

面

6

102



添
付
資
料
 
４
 
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
調
査
結
果
記
入
済

み
）

評
価

項
目

調
査

結
果

大
項

目
小

項
目

評
価

設
問

経
常

経
費

を
含

む
予

算
の

確
保

は
行

わ
れ

て
い

る
か

。

森
林

局
の

全
体

予
算

が
年

々
増

額
し

て
い

く
中

、
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
に

割
り

当
て

ら
れ

た
額

は
減

少
傾

向
に

あ
る

。

今
後

の
C

F
T
D

C
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
予

算
は

C
F
D

T
C

本
校

の
予

算
を

通
じ

て
捻

出
さ

れ
る

も
の

な
の

で
、

特
に

予
算

確
保

の
仕

組
み

は
成

立
し

て
い

な
い

。
ま

た
、

予
算

拡
大

の
見

通
し

は
た

っ
て

い
な

い
。

財
政

的
側

面
か

ら
も

、
5
4
の

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

に
お

い
て

は
森

林
局

か
ら

も
十

分
な

予
算

措
置

が
と

ら
れ

て
お

り
、

2
0
0
6
年

度
予

算
は

森
林

局
全

予
算

の
4
割

近
く
が

中
央

乾
燥

地
域

に
集

中
し

て
い

る
こ

と
が

表
1
1
か

ら
も

わ
か

る
。

し
か

し
、

森
林

局
事

務
所

へ
の

予
算

が
多

く
て

も
、

事
務

所
内

で
共

有
林

活
動

に
十

分
に

配
分

さ
れ

て
い

な
い

こ
と

が
多

い
。

共
有

林
活

動
は

事
務

所
レ

ベ
ル

に
お

い
て

も
予

算
化

さ
れ

て
い

な
い

こ
と

が
多

い
。

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
人

事
異

動
の

頻
度

は
他

の
森

林
局

職
員

同
様

、
２

～
３

年
ご

と
で

あ
る

と
い

え
る

。
し

か
し

森
林

局
の

中
で

Ｃ
Ｆ

Ｄ
Ｔ

Ｃ
や

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

に
配

置
さ

れ
る

ポ
ス

ト
は

「
特

別
職

」
と

見
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
も

多
く
、

人
事

異
動

に
よ

る
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
外

へ
の

流
出

は
森

林
局

の
配

慮
が

あ
れ

ば
、

あ
る

程
度

防
げ

る
こ

と
も

可
能

で
あ

る
。

通
常

２
～

３
年

の
任

期
で

人
事

異
動

が
行

わ
れ

て
い

る
。

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

及
び

日
本

人
専

門
家

へ
の

質
問

票
及

び
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
で

は
、

現
在

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

の
職

員
は

既
に

研
修

事
業

を
自

立
し

て
運

営
す

る
能

力
を

十
分

に
備

え
て

お
り

、
今

後
継

続
し

て
い

く
見

込
み

は
高

い
と

の
回

答
を

得
た

。
実

際
に

現
行

の
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

で
は

ほ
と

ん
ど

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

が
講

師
を

務
め

て
お

り
、

自
ら

イ
ニ

シ
ア

チ
ブ

を
と

っ
て

研
修

コ
ー

ス
の

改
善

に
も

努
め

て
い

る
。

も
う

一
方

で
普

及
活

動
支

援
に

お
い

て
も

、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
だ

け
で

巡
回

指
導

を
行

う
機

会
も

増
え

て
お

り
、

今
後

も
活

動
と

し
て

継
続

で
き

る
こ

と
は

可
能

で
あ

る
。

サ
ブ

セ
ン

タ
ー

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

、
縮

小
し

た
形

で
も

継
続

し
て

運
営

さ
れ

る
限

り
、

5
4
の

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

の
「
共

有
林

普
及

の
た

め
の

実
践

的
能

力
」
の

技
術

的
自

立
発

展
性

は
あ

る
程

度
確

保
さ

れ
て

い
る

と
い

え
る

。
森

林
局

職
員

の
共

有
林

設
立

に
関

す
る

情
報

や
知

識
は

、
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
主

催
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
研

修
や

そ
の

他
機

会
を

通
じ

て
、

保
持

さ
れ

て
い

く
こ

と
が

期
待

で
き

る
。

ま
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

期
間

中
に

5
4
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
中

4
1
タ

ウ
ン

シ
ッ

プ
が

既
に

共
有

林
の

何
か

し
ら

経
験

が
蓄

積
さ

れ
て

お
り

、
そ

の
う

ち
1
9
の

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

に
お

い
て

は
、

共
有

林
設

立
ま

で
に

前
段

階
を

経
験

し
て

い
る

。
従

っ
て

、
こ

れ
ら

タ
ウ

ン
シ

ッ
プ

で
蓄

積
さ

れ
た

知
見

や
経

験
は

今
後

と
も

共
有

さ
れ

れ
ば

、
更

に
技

術
的

自
立

発
展

性
が

高
ま

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

に
よ

る
サ

ブ
セ

ン
タ

ー
の

施
設

・
機

材
維

持
管

理
能

力
は

、
予

算
さ

え
確

保
さ

れ
れ

ば
問

題
な

し
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
得

ら
れ

た
効

果
が

引
き

続
き

発
現

し
て

ゆ
く
た

め
に

必
要

な
要

因
は

以
下

の
と

お
り
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添付資料 ５ 

カウンターパート質問票 

Project for Community Forestry Training and Extension Project in Dry Zone 
(COMFORT) 

Questionnaire for Final Evaluation 
June 2006 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

This is a questionnaire for the Final Evaluation of the "the Project for Community Forestry 
Training and Extension Project in Dry Zone," that has been implemented from December 15, 
2001~ December 14, 2006. This questionnaire is designed in accordance with JICA's standard 
evaluation methodology which is regularly applied to evaluate JICA funded technical cooperation 
projects. The evaluation will be conducted with reference to the project objectives as summarized in 
the Project Design Matrix (PDM version 4), which is attached separately to this questionnaire. Data 
gathered through this questionnaire will be dealt as CONFIDENTIAL and sent for analysis by an 
external consultant hired by JICA. Although aggregated and analysed data will be presented to the 
public, EACH answer sheet of the questionnaire will NOT APPEAR in PUBLIC. 
 
An EVALUATION MISSION will visit the Project Site during the 13 June to 1 July to conduct 
further interviews/workshops to obtain your views. Nevertheless, this is an opportunity for you to 
reflect your INDIVIDUAL OPINION. Thus, we would appreciate it very much if you will fill out 
the questionnaire, REFLECTING YOUR FRANK OPINIONS/THOUGHTS.  
 
The due date for the questionnaire is Tuesday, 13 JUNE. 
When completed, it would be much appreciated if you could send it via: 
1) Pass on a hard copy to Mr. Iseri, Project Coordinator; or  
2) E-mail (digital version) directly to the consultant  
(Ms. Minako Nakatani, Email: nakatani.minako@glm.co.jp ); or, 
3) Fax (printed version) directly to the consultant (+81-3-5766-1451)  
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Instructions: Kindly start with filling in your name, position and department. For multiple choice questions, 
please select ONE answer (check the box) for each question, UNLESS otherwise instructed. For open-ended 
questions, kindly elaborate your reasons/comments. If you have any questions, please feel free to contact the 
evaluation consultant at: nakatani.minako@glm.co.jp. 
 
Name:      

Position:      

Division:      

Contact number / Email address:       

 
Section I  Questions about Project Implementation 
1-1 Are you familiar with the Project’s plan, in the form of Project Design 

Matrix (PDM)? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-2 Are you familiar with the Project’s plans, in the form of Plan of 
Operations (PO)? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-3 Has the Project been implemented as planned?  4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-4 If you answered 3 ~1 above, please explain why: 
      
 

1-5 Have you had any difficulties in communicating with the Japanese 
Experts? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-6 If you have, what were some of the specific difficulties? Please explain.  
      
 
 

1-7 Have you had any difficulties in communicating with the Forest 
Department Staff (officers and staff at the Township level offices) within 
the Dry Zone? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-8 If you have, what were some of the specific difficulties? Please explain.  
      
 

1-9 Have you had any difficulties in communicating with the Community 
Forestry User Group Members? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-10 If you have, what were some of the specific difficulties? Please explain.  
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1-11 Have you experienced any difficulties in how the decisions are made 
and/or in the decisions themselves regarding the Project strategy or 
activities? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-12 If you have, what were some of the specific difficulties? Please explain. 
      
 

1-13 Do you think that the Myanmar counterparts of the Project (CFTDC 
Sub-Center staff) have been well motivated to engage in the Project 
activities? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

1-14  Do you think the Project is well known among the Project target groups 
(Forest Department Staff / communities within the Dry Zone)?  

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

 
 
Section II  Questions about the Project’s Inputs 
Japanese Experts 
2-1 Are you satisfied with the NUMBER of Japanese experts dispatched so 

far? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-2 Are you satisfied with the TIMING and LENGTH of their dispatchment?  4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-3 Are you satisfied with their AREA OF EXPERTISE?  4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-4 Are you satisfied with their LEVELS OF SKILLS AND 
KNOWLEDGE? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-5 Please write below if you have any other comments about the Japanese experts. 
      
 

Counterpart Training  (long term training in JAPAN) 
2-6 How appropriate has been the NUMBER OF TRAINEES dispatched to 

Japan for long-term training? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-7 How appropriate has been the TIMELINESS of the training programs in 
JAPAN?  

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-8 How appropriate have been the CONTENTS of the training programmes 
in JAPAN? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 
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2-9 Please write below if you have any other comments about Counterpart Training in Japan. 
      
 
 

Provision of equipment 
2-10 How appropriate has been the overall QUANTITY of the equipment 

provided by the Project? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-11 How appropriate has been the overall QUALITY of the equipment 
provided by the Project? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-12 How appropriate has been the TIMELINESS of the provision of the 
equipment? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-13 Are the MAINTENANCE COSTS of the equipment reasonable and 
sustainable? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-14 Please write below if you have any other comments about the provision of equipment. 
      
 

Operational Budget (Japanese side) 
2-15 How appropriate has been the AMOUNT of operational budget provided 

by the Project? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-16 How appropriate has been the TIMELINESS of disbursement of the 
Operational Budget? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-17 Please write below if you have any other comments about the Operational Budget. 
      
 

Inputs by the Forest Department (Myanmar Side) 
2-18 Do you agree that a sufficient number of counterparts have been 

assigned by the Forest Department to the Project? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-19 Do you agree that a sufficient amount of cost-sharing of the Project has 
been supported by the Forest Department? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

2-20 Please write if you have any other comments about the inputs provided by the Myanmar Side. 
      
 

2-21 To the best of your knowledge, were there any inputs (equipment, 
facilities, experts, training opportunities) by either the Japanese or 

 YES 
 NO 
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Myanmar side utilized so far that did not contribute to the achievement 
of Project’s outputs? 

2-22 If YES, please write below specifically what kind of inputs (equipment facilities, experts, training) 
      
 

 
Section III  Questions about the Achievement of Project Outputs 
Output 1: An extension plan for promotion of participatory forest management in Dry Zone based on CFI is  
prepared. 
3-1-1 How much do you think the Output 1 has been achieved at this point?  4.  Very much 

 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

3-1-2  What are the remaining challenges to achieve Output 1? (What needs to be done?) 
      
 
 

3-1-3 Are there are any factors that may inhibit the achievement of this output by the end of the Project? 
      
 

Output 2: Extension staff understand the importance of participatory forest management acquire 
necessary skills and knowledge for extension work through training. 
3-2-1 How much do you think the Output 2 has been achieved at this point?  4.  Very much 

 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

3-2-2  What are the remaining challenges to achieve Output 2? (What needs to be done?) 
      
 
 

3-2-3 Are there are any factors that may inhibit the achievement of this output by the end of the Project? 
      
 

Output 3: Extension of participatory forest management is practiced in villages in Dry Zone as a apart 
of extension staff training. 
3-3-1 How much do you think the Output 3 has been achieved at this point?  4.  Very much 

 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

3-3-2  What are the remaining challenges to achieve Output 3? (What needs to be done?) 
      
 
 

3-3-3 Are there are any factors that may inhibit the achievement of this output by the end of the Project? 
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Output 4: Extension of participatory forest management is monitored regularly. 
3-4-1 How much do you think the Output 4 has been achieved at this point?  4.  Very much 

 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

3-4-2  What are the remaining challenges to achieve Output 4? (What needs to be done?) 
      
 
 

3-4-3 Are there are any factors that may inhibit the achievement of this output by the end of the Project? 
      
 

Output 5: Collaboration with DZGD is strengthened. 
3-5-1 How much do you think the Output 5 has been achieved at this point?  4.  Very much 

 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

3-5-2  What are the remaining challenges to achieve Output 5? (What needs to be done?) 
      
 
 

3-5-3 Are there are any factors that may inhibit the achievement of this output by the end of the Project? 
      
 

 
Section IV  Questions about the Project’s Effectiveness and Impact 
Project Purpose: All FD Township Offices in Dry Zone acquire practical capacity to promote participatory forest 
management based on the CFI. 
4-1 Do you think that the Project Purpose, “All FD Township Offices in 

Dry Zone acquire practical capacity to promote participatory forest 
management based on the CFI” will be achieved by the end of the 
Project period (December 2006)? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

4-2 Please write your reasons below: 
 
 
 

4-3 Are there are any factors that may inhibit the achievement of the Project Purpose by the end of the 
project period? 
 
 
 

4-4 Have you observed any changes in the performance of FD Township 
Offices regarding the promotion of participatory forest management ? 
What are some of the “practical capacity” 

 YES 
 NO 
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4-5 If YES, what were the changes? In which Township? 
 
 
 
 

Overall Goal: Forest Department (FD) promotes participatory forest management in Dry Zone based on the 
Community Forest Instructions (CFI) so that people with spontaneous participation are able to enjoy the benefit 
from the Community Forests (CF). 
4-6 Do you think that the Overall Goal, “Forest Department (FD) 

promotes participatory forest management in Dry Zone based on the 
Community Forest Instructions (CFI) so that people with 
spontaneous participation are able to enjoy the benefit from the 
Community Forests (CF)” of the Project will be achieved within 3 to 5 
years after the end of the Project period (by 2009~2011)?  

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

4-7 Please write your reasons below: 
 
 
 

4-8 Are there are any factors that may inhibit the achievement of the Overall Goal by the end of the 
project period? 
      
 
 

4-9 What does the CFTDC Sub-Center and/or the Forestry Department need to DO MORE in the NEXT 
5 years so that the people in the Dry Zone are able to enjoy the benefit from the Community Forests? 
      
 
 
 

4-10 What does the CFTDC Sub-Center and/or the Forestry Department need to DO MORE in the NEXT 
5 years to increase their capacities to promote participatory forest management in the Dry Zone? 
      
 
 
 
 

 
Section V  Questions about the Project’s Sustainability 
5-1 Do you think the Government will to continue to actively support the 

promotion of participatory forest management in the Dry Zone at the 
policy level? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

5-2 Do you think that the CFTDC Sub-Center has sufficient 
ADMINISTRATIVE and/or OPERATIONAL capacity to continue to 
promote participatory forest management in the Dry Zone after the 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 
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Project termination in 2006? 
5-3 What are some factors that may weaken the sustainability of the Sub-Center? 

 
 

5-4 Do you think the Government is likely to continue the CURRENT 
LEVEL OR MORE of financial support provided to CFTDC Sub-Center 
after the Project termination in 2006? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

5-5 Do you think the facilities and equipment provided by the Project to 
CFTDC and Township FD Offices will be well MAINTAINED and 
REPLENISHED(renewed) after the Project termination in 2006? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

5-6 Through your involvement in the Project, which knowledge or skills that you obtained were the 
MOST USEFUL to carry out your duties? Please write below. 
      
 
 

5-7 Would you be able to MAINTAIN and UPDATE the knowledge and 
skills you obtained from the Project to perform your duty in the future? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

5-8 Do you think the Government is likely to continue the CURRENT 
LEVEL OR MORE of financial support provided to Township FD 
Offices for the promotion of CF after the Project termination in 2006? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

5-9 For the Township level FD staff (Officers & Extension Workers), which knowledge and skills gained 
from the Project (Both from extension & training activities) do you think were the MOST USEFUL 
for them to carry out their duties? Please write below. 
      
 

5-10 How much do you think the staff of Township level Office (Officers & 
Extension Workers), will continue to APPLY to their work? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

5-11 Do you think they would be able to MAINTAIN and UPDATE the 
knowledge and skills they obtained from the Project in the future? 

 4.  Very much 
 3.  To a fair extent 
 2.  Not so much 
 1.  Not at all 

 
If you have any further comments or questions, please feel free to elaborate below: 
      
 

 
 

Thank you for your cooperation!!.
. 
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添付資料 ６ 

日本人専門家質問票 

ミャンマー国乾燥地共有林研修・普及計画（COMFORT） 

終了時評価調査質問票: 長期専門家用 

アンケートを記入する上でのご注意： 

１） 最初にご氏名、ご担当分野、派遣期間、派遣分野をご記入願います。（なお、個々のアンケートの内容

が公開されることはありません。） 

２） 4 段階から選択する質問については、「複数回答可」との指示がない限り、１質問につき１回答でお願

いいたします。 

３） 記述設問に関しては、質問に対する回答・ご意見をご自由にお答えください。 

 

ご返送について： 

その１）ご回答は電子データを直接入力し本調査の評価分析団員である中谷 美南子のメールアカウント  

（nakatani.minako@glm.co.jp ）までご返送願います。 

その２）現地にて直接印刷されたもの、あるいは手書きで記入して頂いたものを手渡しでも結構です。 

 

６月１５日（木）までに、ご返送いただけると幸甚です。 

大変お手数ですが、回答が可能な質問に対し、すべてにお答え頂きますようお願いいたします。 

 

 
 

ご氏名：      

 

ご所属：      

プロジェクト派遣期間：      

プロジェクト派遣分野：      

 
I. 実施プロセスに関する設問 
1-1 プロジェクトは概ね、計画どおり実施されましたか？  4. 大変そう思う 

 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う 
 1. そう思わない 

1-2 もしそうでない場合、その理由を記入してください。 

      
 

1-3 プロジェクトのモニタリング活動は充分でしたか？  4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う 
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 1. そう思わない 
1-4 モニタリングのために使われた主なツール及び、モニタリングのスケジュールは何でしたか？ 

      
 
 

1-5 日本人専門家間の連携体制・情報共有に問題はありましたか？  4. とても問題があった 
 3. 問題があった 
 2. 概ね問題はなかった 
 1. 特に問題はなかった 

1-6 上記設問にて、問題があったとご回答いただけた場合、具体的にどのような問題がありましたか？ 
      
 
 

1-7 カウンターパートとのコミュニケーション・連携体制・情報共有に問

題はありましたか？ 

 4. とても問題があった 
 3. 問題があった 
 2. 概ね問題はなかった 
 1. 特に問題はなかった 

1-8 上記設問にて、問題があったとご回答いただけた場合、具体的にどのような問題がありましたか？ 
      
 
 

1-9 本プロジェクトにおいて、カウンターパートはプロジェクトの活動に

参加する上で充分にモチベーションがあったと思いますか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う 
 1. そう思わない 

1-10 今後カウンターパートのイニシアチブやモチベーションを向上させるためには、何が必要だと思われ

ますか？ 

      
 

 
 

II. 妥当性に関する設問 
2-1 現時点でも、本プロジェクトの目標である「乾燥地の全ての森林局

タウンシップ事務所が、共有林令に基づく参加型森林管理を推進す

る実務的能力を獲得する」ことが「地域住民が共有林からの利益を

享受できる」ための最も適切な手段ですか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う 
 1. そう思わない 

2-2 上記の理由を記述してください。 
      
 
 
 
 

2-3 プロジェクト実施期間中に、ターゲットグループ（タウンシップの森林局職員、住民）のニーズの変

化が見られましたか？またプロジェクトはその変化にどのように対応してきましたか？ 
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III.  有効性に関する設問 
アウトプット１： 共有林令に基づく参加型森林管理推進のための普及計画が策定される。 
3-1-1 現時点でアウトプット１はどの程度達成されたと思いますか？  4.  非常によく達成された

 3.  達成された 
 2.  おおよそ達成 
 1.  達成されてない 

3-1-2  プロジェクト終了時までにアウトプット１を達成するための必要な活動・条件等は何ですか? 

      
 
 

3-1-3 プロジェクト終了時までに、アウトプット１の達成を阻害する要因はありますか？ 

      
 
 

アウトプット２： 普及員が参加型森林管理の重要視を理解するとともに普及のために必要な技術・知識を獲

得する。 
3-2-1 現時点でアウトプット２はどの程度達成されたと思いますか？  4.  非常によく達成された

 3.  達成された 
 2.  おおよそ達成 
 1.  達成されてない 

3-2-2  プロジェクト終了時までにアウトプット２を達成するための必要な活動・条件等は何ですか? 

      
 
 

3-2-3 プロジェクト終了時までに、アウトプット２の達成を阻害する要因はありますか？ 

      
 
 

アウトプット３: 参加型森林管理の普及が乾燥地の村において実践される。 

3-3-1 現時点でアウトプット３はどの程度達成されたと思いますか？  4.  非常によく達成された

 3.  達成された 
 2.  おおよそ達成 
 1.  達成されてない 

3-3-2  プロジェクト終了時までにアウトプット３を達成するための必要な活動・条件等は何ですか?  

      
 
 

3-3-3 プロジェクト終了時までに、アウトプット３の達成を阻害する要因はありますか？ 

      
 
 

アウトプット４：参加型森林管理の普及が定期的にモニターされる。 
3-4-1 現時点でアウトプット４はどの程度達成されたと思いますか？  4.  非常によく達成された

 3.  達成された 
 2.  おおよそ達成 
 1.  達成されてない 
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3-4-2  プロジェクト終了時までにアウトプット４を達成するための必要な活動・条件等は何ですか? 

      
 
 

3-4-3 プロジェクト終了時までに、アウトプット４の達成を阻害する要因はありますか？ 

      
 
 

アウトプット５： 乾燥地緑化局との連携が強化される。 
3-5-1 現時点でアウトプット５はどの程度達成されたと思いますか？  4.  非常によく達成された

 3.  達成された 
 2.  おおよそ達成 
 1.  達成されてない 

3-5-2  プロジェクト終了時までにアウトプット５を達成するための必要な活動・条件等は何ですか? 

      
 
 

3-5-3 プロジェクト終了時までに、アウトプット５の達成を阻害する要因はありますか？ 

      
 
 

 
IV. 効率性に関する設問 
以下のプロジェクトの日本側の投入実績に対して、どれだけ適切であったかご意見をおきかせください。 
4-1 長期専門家の投入 

4-1-1 専門家の人数  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-1-2 派遣のタイミング  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-1-3 派遣分野  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-2 短期専門家の投入 

4-2-1 人数  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-2-2 派遣のタイミング  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-2-3 派遣分野  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-3 カウンターパート研修 （本邦研修） 

4-3-1 派遣人数  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-3-2 派遣のタイミング  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-3-3 研修分野  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-4 機材の提供状況 

4-4-1 各機材の量  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-4-2 各機材の質・種類  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-4-2 供与のタイミング  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-4-3 機材のメインテ

ナンス費用 
 4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 
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4-5 現地業務費 

4-5-1 規模   4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-5-2 活用のタイミング  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-6 日本側の投入に関して「あまり適切でない」「全く適切でない」とお答えの場合、具体的にどの点に

問題がありましたか？その他日本側の投入に関してのご意見があれば、記述してください。 

      
 
 
 

以下のプロジェクトのミャンマー側の投入実績に対して、どれだけ適切であったかご意見をおきかせくださ

い。 
4-7 カウンターパートの配置  

4-7-1 配置人数  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-7-2 配置のタイミング  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-7-3 配置された人材の

専門性・能力 
 4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-8 ミャンマー側から貸与・供与された施設・資機材  

4-8-1 施設  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-8-2 資機材  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-9 ミャンマー側のプロジェクトコスト拠出額 

4-9-1 拠出額の規模  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-9-2 拠出のタイミング  4. 非常に適切  3. 適切  2. あまり適切でない  1. 全く適切でない 

4-10 ミ側の投入に関して「あまり適切でない」「全く適切でない」とお答えの場合、具体的にどの点に問

題がありましたか？その他ミ側の投入に関してのご意見があれば、記述してください。 
      
 
 

 
V. 有効性とインパクトに関する設問 
プロジェクト目標： 乾燥地の全ての森林局タウンシップ事務所が、共有林令に基づく参加型森林管理を推進

する実務的能力を獲得する。 
5-1 現時点でプロジェクト目標はどの程度達成されたと思いますか？  4.  非常によく達成された

 3.  達成された 
 2.  おおよそ達成 
 1.  達成されてない 

5-2   プロジェクト目標の達成を促進している要因は何ですか？  

      
 
 

5-3 プロジェクト目標の達成を阻害している要因は何ですか？ 
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5-4   プロジェクト目標を達成するために、これ以上に必要な活動・条件等は何ですか?  

      
 
 

上位目標： 自発的な参加を行う地域住民が共有林からの利益を享受できるよう、森林局が乾燥地において共

有林令に基づく参加型森林管理を推進する。 
5-5 現時点で上位目標がプロジェクト終了後 3 年から 5 年後（2009 年～2011

年）はどの程度達成される見込みがあると思いますか？ 

 4.  非常によく達成された

 3.  達成された 
 2.  おおよそ達成 
 1.  達成されてない 

5-6   上位目標の達成を阻害する可能性がる要因は何ですか？ 

      
 
 

5-7 本プロジェクトが目指した目標のほかに、プロジェクト実施によってもたらされた、予測しなかった

プラスのインパクトはありましたか？それは具体的に何でしたか？ 

      
 
 

5-8 本プロジェクトが目指した目標のほかに、プロジェクト実施によってもたらされた、予測しなかった

マイナスのインパクトはありましたか？それは具体的に何でしたか？ 

      
 
 

 
VI. 自立発展性に関する設問 
6-1 今後ともミャンマー政府は共有林活動を中心とした参加型森林管理の推

進を政策的に支援していくと思われますか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う

 1. そう思わない 
6-2 現段階で CFTDC サブセンターは、当センターを中心とした森林局職員

及び住民対象の、共有林普及のための人材育成・能力開発制度を推進・

運営していくことを見込めますか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う

 1. そう思わない 
6-3 上記(6-2)の理由をお答えください。 

      
 

6-4 現段階で各タウンシップ森林局事務所においては（共有林関連活動が現

在認められているタウンシップのみ）、それら共有林普及活動を継続的に

推進・運営できることを見込めますか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う

 1. そう思わない 
6-5 上記(6-4)の理由をお答えください。 

      
 

6-6 今後とも CFTDC サブセンターに対しての政府の財政的支援は継続する

と思われますか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う
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 1. そう思わない 
6-7 今後ともタウンシップ森林局事務所の共有林普及活動が継続・推進でき

るように政府の財政的支援が得られると思われますか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う

 1. そう思わない 
6-8 タウンシップ森林局事務所の職員は本プロジェクトを通じて取得した知

識・技術を、現段階でどの程度活用していると思われますか？  

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う

 1. そう思わない 
6-9 上記(6-8)の理由をお答えください。 

      
 

6-10 今後ともタウンシップ森林局事務所の職員はプロジェクトを通して取得

した知識・技術を持続し、活用していくと思われますか？ 

 4. 大変そう思う 
 3. そう思う 
 2. おおよそ、そう思う

 1. そう思わない 
6-11 上記(6-10)の理由をお答えください。 

      
 

6-12  現段階で想定されているプロジェクトの「出口戦略」は何でしょうか。具体的に記述願います。  

      
 
 

 
 
 
 

その他、評価調査に関しましてコメント・ご質問等がありましたら、ご自由にお書きください。 
 
      
 
 
 
 
 
 
 
 

ご協力どうもありがとうございました。 
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添付資料 ７ 

カウンターパートワークショップ結果 

COMFORT 
Final Evaluation Workshop for the Project Counterparts 

20 June 2006 

 

Session 1: Confirmation of Project Effects 

What has been the SPECIFIC BENEFITS from the Project? What has been the NEGATIVE 

EFFECTS from the Project? Write as many as possible.1 

 

＜Group 1＞ 

 • Specific Benefits from 

the Project 

Su
st

ai
na

bl
e?

?
Negative effects  

from the Project 

Su
st

ai
na

bl
e?

 

• Buildlings ○   

• Equipments ○   

• Vehicles ○   

• Computers & Printers ○   

• Participatory Approach ○   

• Getting extension 

knowledge through 

discussion with experts 

○   

• Can update participatory 

training skill by facilitating 

in COMFORT training 

courses 

○   

CFDTC Sub Center  

• Visits among T/Ss and 

villages 

X   

T/S Forest Office • Participatory approach ○ • Need to share more 

time in CF activities 

○ 

                                                        
1 The meanings for the abbreviations are as follows: T/S: Township, E/S: Extension Staff, TRDD: 

Training and Research and Development Division, USG: User Groups, M/P: Management Plan.  
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• Motorbike can contribute 

the transportation 

○ • Need budget to provide 

seedlings to USG 

X 

• Survey equipment ○   

• Facilitation Skill ○   

• Know well about CFI ○   

• Villager’s Guide Books ○   

• Collaboration with other 

related department 

○   

• Good relationship with 

rural community 

○   

• Land ownership ○ • Busy  

•  ○ • Time constraint-  

• Knowledge of forest 

operations 

○ • Can’t collect forest 

products for 

conventional users 

○ 

• Cooperation with Forest 

department 

○   

CF User Groups 

• Unity X   

 

<Group 2> 

 Specific Benefits from the 

Project 

Su
st

ai
na

bl
e?

?

Negative effects  

from the Project 
Su

st
ai

na
bl

e?
 

• Everyone enjoys 

participatory approach 

○ After project completing 

C/P have to remain in the 

Center 

○ 

• Efficiency was improved 

through feedback 

○ Secure the necessary 

budget to maintain the 

center 

○ 

• Material support for 

extension activities 

X JICA have to watch the 

Center activities 

○ 

CFDTC Sub Center  

• Facilities for Training 

Courses ( desk, chairs, air 

conditioner, white board) 

○ No monitoring unit for CF 

in FD 

X 

122



 3

• Vehicles X Decision making process is 

complicated (T/S to 

Mandalay to Yangon to 

Nepido 

X 

• Counterpart training in 

Japan 

X   

• Staff development 

Training by Mr. Hiro 

X   

• Study tour for 

Counterparts (Mangroves) 

X   

• Field level E/S  • T/S become more busy ○ 

• T/S accepted motorbike 

for extension work and so 

can be expected to 

implement CF work more 

○ • Many negotiation with 

local people and TPDC 

 

• PEM training for extension 

staff 

○ • Additional budget are 

necessary to extend 

their activity 

 

• PES Training for 

Supervisor 

 • Extension duty was 

confied only to E/S 

○ 

 

• T/S widely know about CF 

establishment Procedures 

 • Concept: promotion of 

CF is Project’s work, 

not FD’s  

X 

• Records and Report on CF 

were initiated 

   

• Well known about SLRD 

matter 

   

T/S Forest Office 

• Getting the knowledge and 

skills about Participation    

   

• Has experience about CF 

implementation (especially 

getting certificated USG) 

○ • Maintaining CF is very 

big burden for local 

people. 

○ CF User Groups 

• Villagers become aware 

about CF and some 

become interested in 

establishing 

○ • Non-CF user group can 

not access their 

traditional forest 

○ 
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• Can enjoy forest proucts 

freely (ex. Can grown the 

crops legally by 

agroforestry) 

○ • Only special member 

can get benefit from CF 

○ 

• Income Generating for 

Natmauk T/S USG 

X • More conflicts with 

non-USG 

○ 

• Some get training and 

widen their CF related 

knowledge 

○ • Misuse of CFI occurs 

more  

X 

 

 

Session 2: Analysis on the Factors that Hinder Project’s Sustainability 

For the Project Effects, what are the EXISTING FACTORS that prevent or may improve its 

sustainability? 

<Group 1> 

 Project Effects  Existing Factors that 

prevent sustainability 

Existing Factors that may 

improve sustainability 

1) Building 

Facilities (vehicles, 

computers, etc.)  

 

？  FD decrease Sub-Center 

budget 

 Insufficient staff 

 Maintenance Cost not 

enough 

 Budgetary support from 

FD to share enough 

money 

 Complete handover to 

successor 

C
FD

TC
 S

ub
 C

en
te

r 

2) Materials support 

for extension 

activities (visits 

among T/Ss and 

villages) 

X  Japanese experts support 

by Mr. Hamada and Ms. 

Yamauchi will end. 

 Complete handover to 

successor 

T/
S 

Fo
re

st
 O

ffi
ce

 

3. T/S Office E/S get 

knowledge and 

technique for CF 

establishment. 

X  No incentive for TS FD 

staff to promote CF 

 Transferring the staff 

(Ex-trainee) out of the 

Project Area 

 Interest of the staff 

(ex-trainee) 

 Not prioritize activities 

 Strong initiative of FD 

DG to promote CF 

 Ex-trainee transfer their 

skill to their colleague 

 Training 

 Field Activities 
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4. Records and 

report on CF were 

initiated 

○  System of FD can not 

change easily 

 

5. Motorbike support ○  Responsibility for 

motorbike not decided 

 

6. The villagers 

become aware about 

CF and some 

become interested 

on establishment 

 

 

 

○  Not enough for basic need

 No suitable land for 

establishing CF 

  

 

 Procedure of CF become 

easy 

7. Unity 

 

 

 

X  Misunderstanding for CF 

establishment 

 Land ownership and 

landless person 

 Cooperation for forest 

operation (not equal 

chance) 

 Local people can get 

benefit equally 

 To organize the villagers 

who interest in Cfvery 

much 

 To check USG member 

ability for 

V
ill

ag
er

s C
F 

A
ct

iv
iti

es
 

8. Can enjoy forest 

products freely and 

can grow the crops 

legally by 

Agroforestry 

 

 

 

○  Local people have to wait 

for long time to get 

benefit 

 Local people can get 

benefit continuously 

 

 

<Group 2> 

 Project Effects  Existing Factors that 

prevent sustainability 

Existing Factors that may 

improve sustainability 

C
FD

TC
 S

ub
 

C
en

te
r

1) Building 

Facilities (vehicles, 

computers, etc.)  

 

?  Maintenance cost is 

limited 

 Training Center 

Maintenance is OK 
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2) Materials support 

for extension 

activities (visits 

among T/Ss and 

villages) 

X  Sub Center is under 

TRDD, Responsible for 

Training 

 Financial issue to address 

the cost of training and 

extension materials 

 Extension materials were 

usually publicized and 

distributed by Extension 

Division 

 Lack of specific division 

responsible for the field 

level extension 

 Sole agency capable for 

participatory extension 

3. T/S Office E/S get 

knowledge and 

technique for CF 

establishment. 

X  No financial support for 

field level extension 

 T/S offices emphasize on 

other departmental 

operation rather than CF 

 Shortage of time to apply 

the skills on the long term

 TFO absent to reduce 

other duties for E/S 

 Staff shuffle 

 Training courses were 

conducted in Sub-center 

 TFO can motivate 

Extension Activities of 

E/S by reducing the other 

works for E/S 

 Training and Practice 

built up the E/S’s capacity

 Follow up trainings 

4. Records and 

report on CF were 

initiated 

○  Extension staff has not yet 

changed its attitude about 

extension  

 Project has initiated and 

FD tries to use as regular 

reports 

T/
S 

Fo
re

st
 O

ffi
ce

 

5. Motorbike support ○  No fuel allocation for 

extension works 

 Maintenance cost 
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6. The villagers 

become aware about 

CF and some 

become interested 

on establishment 

 

 

 

○  Difficulties of Forest 

Operations 

 

 People-to people 

extension works better (as 

through Villagers 

Training) 

 The villagers think that 

CF could bring bnefits 

7. Unity 

 

 

 

X  Conflict on land 

allocation among USG 

members 

 Intragroup regulation is 

not considered 

 Consensus building 

among USG members 

V
ill

ag
er

s C
F 

A
ct

iv
iti

es
 

8. Can enjoy forest 

products freely and 

can grow the crops 

legally by 

Agroforestry 

 

 

 

○  Pro-conservative views of 

local authorities are 

stronger than CFI 

 FD absent to assist to 

USG until manage CF by 

themselves 

 Conflicts between USG 

and Non-USG 

 Agroforestry is allowed 

for both short and long 

run 
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 Se
ss

io
n 

3:
 W

ha
t n

ee
ds

 to
 b

e 
do

ne
 to

 g
ua

ra
nt

ee
 su

st
ai

na
bi

lit
y?

 

Pl
ea

se
 w

rit
e 

do
w

n 
w

ha
t s

pe
ci

fic
 a

ct
io

ns
 a

re
 n

ee
de

d 
to

 g
ua

ra
nt

ee
 th

e 
su

st
ai

na
bi

lit
y 

of
 th

e 
Pr

oj
ec

t e
ffe

ct
s?

 P
le

as
e 

w
rit

e 
in

 th
e 

or
de

r o
f t

he
 le

ve
l o

f p
rio

rit
y.

 

 <G
ro

up
 1

> 

  
Pr

oj
ec

t E
ff

ec
ts

 
W

ith
in

 th
e 

ne
xt

 6
 m

on
th

s 
B

y 
W

ho
m

? 
A

ft
er

 P
ro

je
ct

 c
om

pl
et

io
n 

B
y 

W
ho

m
? 

CFDTC Sub Center 

1.
 M

at
er

ia
ls

 su
pp

or
t 

fo
r e

xt
en

si
on

 a
ct

iv
iti

es
 

(v
is

its
 a

m
on

g 
T/

Ss
 a

nd
 

vi
lla

ge
s)

 

1)
 

Su
pp

or
t 

(p
am

ph
le

t, 
po

ste
r)

 
if 

re
qu

es
te

d 
fr

om
 T

/S
 

 

C
O

M
FO

RT
 

1)
 

Se
tti

ng
 B

ud
ge

t 

 2)
 

R
ep

la
ci

ng
 b

y 
re

po
rti

ng
 sy

st
em

 

FD
 

 T/
S 

2.
 C

on
ce

pt
: p

ro
m

ot
io

n 

of
 C

F 
is

 P
ro

je
ct

’s
 

w
or

k,
 n

ot
 F

D
’s

 

1)
 

In
st

ru
ct

 a
nd

 r
em

in
d 

St
ep

 b
y 

St
ep

 

pr
oc

ed
ur

es
 

E/
S 

fo
r T

FO
 a

nd
 

D
FO

 

1)
 

In
st

ru
ct

ed
 st

ep
 b

y 
st

ep
 

 2)
 

Pu
t 

pr
io

rit
iz

e 
ac

tiv
iti

es
 

as
 

FD
’s

 

O
pe

ra
tio

n 

D
G

 

T/S Forest Office 

3.
 M

is
us

e 
of

 C
FI

 

oc
cu

rs
 m

or
e 

 

1)
 

D
et

ai
l e

xp
la

na
tio

n 
an

d 
ta

ke
 a

ct
io

n 
Su

pe
rv

is
or

s a
nd

 

E/
S 

1)
 

D
et

ai
l e

xp
la

na
tio

n 
an

d 
ta

ke
 a

ct
io

n 
Su

pe
rv

is
or

s a
nd

 

E/
S 
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4.
 T

/S
 O

ffi
ce

 E
/S

 g
et

 

kn
ow

le
dg

e 
an

d 

te
ch

ni
qu

e 
fo

r C
F 

es
ta

bl
is

hm
en

t. 

N
/A

 
 

1)
 

C
on

tin
uo

us
ly

 a
nd

 sp
ec

ifi
c 

as
si

gn
ed

 

fo
r E

xt
en

si
on

 A
ct

iv
iti

es
 

2)
 

Tr
ai

ni
ng

 

3)
 

Sp
ec

ifi
c 

di
vi

si
on

 (f
or

 C
F)

 

FD
 

5.
 R

ec
or

ds
 a

nd
 re

po
rt 

on
 C

F 
w

er
e 

in
iti

at
ed

 

1)
 P

ro
je

ct
 p

ro
m

ot
e 

to
 su

bm
it 

re
po

rt 
 

1)
 

N
ew

 C
F 

de
pa

rtm
en

t w
ill

 b
e 

es
ta

bl
is

he
d 

(P
rin

ci
pl

e 
of

 C
FD

TC
) 

2)
 

To
 se

t r
es

po
ns

ib
le

 D
iv

is
io

n 

FD
 

6.
 T

he
 v

ill
ag

er
s 

be
co

m
e 

aw
ar

e 
ab

ou
t 

C
F 

an
d 

so
m

e 
be

co
m

e 

in
te

re
st

ed
 o

n 

es
ta

bl
is

hm
en

t 

   

1)
 

C
lo

se
 su

pe
rv

is
io

n 
an

d 
gi

ve
 a

dv
ic

e 

co
nt

in
uo

us
ly

 

 

U
SG

, C
F,

 T
/S

, 

D
is

tri
ct

 F
O

 

1)
 

C
lo

se
 su

pe
rv

is
io

n 
an

d 
gi

ve
 a

dv
ic

e 

co
nt

in
uo

us
ly

 

 

FD
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添付資料 ８ 
共有林の普及における技術的考察 

 
 

１．共有林設立と造成 
共有林の設立は、プロジェクトの報告によれば 2003 年 12 月から始まり、2004 年の

雨期に植栽が間に合う 2004 年 7 月までに 10 件、その後 2005 年 7 月までに 11 件が設

立され、その後 4 件、2006 年 5 月までに合計 25 件が設立されている。 
植栽については、2004 年の雨期に 2 件、2005 年の雨期に 13 件が報告されている。

また、直播、枝打ち等が行われ、共有林の造成がようやく２生育時季を経過した。同

時に、数千から 1 万本クラスの苗畑も自助努力で作設されている。 
活着率の報告があるものを見てみると、全滅から 90％まで大きな幅がある、また、

アグロフォレストリの場所では活着率がよいとの報告もあるが、全体的には活着率、

生育状況とも良好とは言い難いことがうかがえる。 
このような現状は、住民の維持・管理に関するやる気の低さが原因とは考えられず、

荒廃地、後退森林が共有林の大半を占めるため植栽方法、苗木の取り扱い等の林業に

関する技術・知識の不足が原因とも考えられる。このため、住民研修での技術研修や

普及員による技術的支援の強化を行うことが必要であろう。 
プロジェクト資料によれば、植栽樹種は次のようなものがあげられている。 

（和名 学名（ミャンマー名）で、不明の部分は省いている。） 
ユーカリ/Eucalyptus camaldulensis(Eucalypt)、タガヤサン/Cassia siamea（Mezali）、
ヤツデアオギリ/Sterculia foetida（Shawphyu)、アセンヤクノキ/Acasia catechu（Sha）、
イピルイピル/Leucaena glauca（Bawsagaing）、セイタカミロバラン/Terminalia 
belerica（Thitsein）、ニーム（Tama）、Thitsein、（Lae）。 
直播したものとしてタガヤサン、アセンヤクノキ、ニーム、イピルイピルがあげられ

ている。 
 

２．現地調査 
（１） ユーザーグループによる共有林活動の視察 

視察した村は下記 2 村で、それぞれ 2003 年 12 月、2004 年 7 月に共有林の設立

が承認され、2004 年から植林（共有林の造成）を開始している。観察、聞き取りに

よる二村の概観は以下のとおりである。 
 
●Mya Nu village Salin（ミャイヌ村） 
●Ngatabon North Village（北ガタボン村） 
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 ミャイヌ村 北ガタボン村 
ユーザーグループ 村民 

意欲は極めて高く、発言も各層に

及び参加型が徹底されているよう

に見受けられる。 

村民有志 
土地に対する意識は高く、共有林

の趣旨を良く理解している。 

共有林作業仕組み 家族単位で計画に基づき一家に一

人出役 
共同作業及び自分の権利地では自

己作業（不明確） 
共有林土地 年間降水量は 600～700mm、気温

10℃～40℃ 
極度の荒廃地で、一部凹地、斜面

に潅木地が残る。 
植栽地は、表土は全くなく、地表

植生にも乏しい。表土の流失が激

しいようで、いたるところにガレ

ーが生じている。 

年間降水量は 600～700mm、気温

10℃～40℃ 
荒廃地及び耕作地で、地表植生に

乏しい。 
表土はほぼ失われており、耕作地

の作物（ごま、豆類）の育成は不

良ではあるが若干の収穫はあると

のこと。 
共有林設定前の利

用状況 
水源、薪炭採取、放牧 耕作、放牧、薪炭採取 

農業 ごま、豆類（ロングピー（インゲ

ン豆の仲間）、ピジョンピー、落花

生）の輪作、一部とうもろこしが

見られた。 

同左 
ミャイヌ村に比較して耕作適地が

少ないのか、貧困程度は比較して

高いように見受けられた。 
共有林の目的 水源涵養、薪炭採取 不適正耕作の整理、薪炭採取 
植栽樹種 ユーカリ、アカシア イピルイピル 
苗畑 小型ポット直置き苗畑 

苗の充実度は不良 
底付の直径８ｃｍビニールポット

小型ポット直置き苗畑 
苗の充実度は不良 
底付の８ｃｍビニールポット 

植栽状況 長方形の雨受け穴(トレンチ、１．

５ｍ×３０ｃｍ×３０ｃｍ)の中

に３０ｃｍ弱程度の植え穴 
植栽間隔３．６ｍ×３．６ｍ（７

７０本／ha 
1 年目の活着率は極めて悪く、グ

ループ及び普及員とて対策を検

討、その結果 2 年目には改善。し

かし、見学箇所の生育状況はなお

悪い（一部家畜（牛）と見られる

畑地に置いては 30cm 弱程度の植

え穴に植栽 
一年目の活着率は極めて悪いが、

畑地において一部活着したものの

生育は良好。 
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捕食の害も見られる）。 
放牧 村で規則を定め、共有林には入れ

ないようにしているとのこと 
（聞き取っていない。）共有林の近

くに綱をつけた上で捕食させてい

るのは観察された。 
植栽樹種 計画書によると、下記が植栽されていた。 

Pyinkado/Xylia xylocarpa/鉄木 
Eucalypt/Eucalyptus camaldulensis/ユーカリ 
Sha/Acacia catechu/アセンヤクノキ 
Mezali/Cassia siamea/タガヤサン（鉄刀木） 
Magyi/Tamarindus indica/タマリンド 
Thitsein/Terminalia belerica/セイタカミロバラン 
Lun/Buchanania lanzan/インドウミゾヤ 
上記のほか Bawsagaine/Leucaena glauca/イピルイピル（ギンネム）

が、植栽されていた。 
アセンヤクノキは、郷土樹種で幹から薬用抽出物が生産されるととも

に、大木にもなり、住民の植栽意欲の高い樹種である。 
 
天然林（潅木林）の保育及び薪の採取は未だ行っていないとのことで、この技術

基準は聞き取れなかったが、ギャッププランティングを行う計画があるとのことで

あり、薪等の具体的な利益を早期に得るためにも、天然林保育の試行の必要性が考

えられる。 
両村とも、植栽木の活着率が良好とは言えず、補植、再植林を繰り返しているも

のの、ユーザーグループの意欲が高く、現在のところ植林の失敗が意欲の低下等と

なってはいないと見受けられる。しかし森林の機能の発揮に対する住民の期待度は

高く、また、投入量も決して低いものではないと考えられ、結果が現れないままで

はインセンティブの低下に繋がることが考えられる。森林維持のためには極めて厳

しい気象条件、土地条件の地域にあっても、更に厳しい条件の個所に共有林を設置

しているようにおもわれ、このままでは成林が危ぶまれることも考えられるので、

きめ細かい実地指導が望まれる。 
特に、ミャイヌ村では、住民は、家畜は管理されているとして否定していたが蓄

害と思しきものも見受けられ、土壌等の自然条件も極めて厳しく、USG の人数も多

いことから、苗木生産の段階から丁寧な指導が必要である。また、幸い潅木林が残

っている部分もあり、ここを利用しつつ林相を改良していくことを検討することも

インセンティブを維持しつづけるためにも必要かと思われる。 
計画書は網羅的で指針としては意義のあるものであり、年実施計画作成、事業実施

に当たって、種子採取方法、植栽時期・方法（必要なら潅水、植え方の変更等）、防
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災施設設置（計画書では巡視等については触れられているが具体性に欠ける。）等に

ついてグループ内の十分な討議と普及員との検討が必要であろう。ミャイヌ村の植

栽地のような、極めて条件が悪いと考えられるところでは、植栽自体の可否、治山

施設の導入を含む慎重な検討が必要であろう。 
 
（２） 無償植林現地視察―無償資金協力「中央乾燥地植林計画」（2003/3-07/3） 

本プロジェクトは林業省乾燥地緑化局（DZGD）を実施機関として、中央乾燥地

の対象約 2，000ha（日本側 1,500ha ミャンマー側 500ha）に薪炭用木を植栽する

もの。ソフトコンポーネントとして、共有林造成 65ha が含まれる。 
植栽区域の設定にあたっては、耕作地、耕作権利地を住民から十分聞き取って除

外するなど地元とのコンフリクションを避けることに配慮している。また、雇用に

あったっても、植栽地周辺の地元の者を優先採用するなどの配慮がなされている。 
ソフトコンポーネントである共有林についても、当初計画の 2 村については設立、

造成され、造成状況も良好とのことであった。また、これに刺激を受けた近隣の 2
村が共有林設立を希望したこともあり、これを支援しているとのことで、地域と密

着した形で順調に進展しているものと思われる。 
植栽地については、2004 年、2005 年度とも活着率（ほぼ１００％）、成長とも良

好である。2006 年度分についても、植栽直後であったが、丁寧な植付けがなされて

おり、期待される。乾燥地においては、植付け後、1、2 年を経過すれば成木になる

確立が高いことから、強度の旱魃がない限り成林が見込まれる。 
苗木は、仮設苗畑において、育成期間約 4 ヶ月で苗長１ｍをこえる大苗を生産し

ている。 
植栽地の保安施設としては、家畜外の防止のため鉄条網を設置するほか、林道網

を、防火帯を兼ねるように設計し、巡視にも活用している。 
植栽樹種の多くは、共有林ユーザーグループが選択したものと重なっており将来

見本林としても有意義かと思料する、雨量が少なく安全を期するために除外された

ものと考えるところであるが、チークを導入しておくことにより展示林の効果はあ

がったものと思われる。他に、鉄木、タガヤサン、ビルマカリンの可能性を確かめ

たいところであるが、チークと同様、技術開発ではないため確実な成林を期するた

めには除外せざるを得なかったものと考えられる。 
また、アセンヤクノキは住民になじみの深い樹種であり特に展示効果が高く、生

育等に関するデータが蓄積していることから、優良樹選抜に使われることも考えら

れる。 
植栽樹種（無償資金協力「中央乾燥地植林計画」（2003/3-07/3） 
１ アセンヤクノキ／Sha／Acacia catechu 
２ ビルマネムノキ／Kokko／Albizzia lebbek 
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３ インドセンダン（ニーム）／Tama／Azadirachta indica 
４ ユーカリ／Yukalip／Eucalyptus camaldulensis 
５ イピルイピル／Bawsagaine／Leucaena glauca 
６ タマリンド／Magyi／Tamarindus indica 
７ インドナツメ／Zi／Ziziphus jujuba（アグロフォレストリ用、共有林用か、現

場では見なかった。） 
８ チラクシー／Yinma／Chukrasia tabularis（アグロフォレストリ用、共有林用

か、現場では見なかった。） 
 
（３） 中央林業開発訓練センター及び同付属演習林 

本センターは、我が国無償資金協力により建設され、その後プロ技（中央林業開

発訓練センター(90－95 年)実施以来、本評価対象プロジェクトの事務所も立ち上げ

段階で設置されたところで、人材育成、林業技術普及の基盤をなすものであり、良

く、維持管理されていた。また、小規模、初歩的ながら細胞培養技術を基盤として、

チーク育種の基盤も担っている。なお、同技術により、絶滅危惧ランの増殖を行っ

ており、施設、技術者の維持増進に対する意欲が感じられた。 
 

視察時には、研修は行われていなかったが、１４コースが実施されているとのこ

とで、プロジェクト終了後の維持については一定程度の信頼感を得るとともに、プ

ロジェクトの前提である職員の林業技術のレベルも確保されているものと推察する。 
また、タウンヤ法の試験林を持っており、訓練センターのスタッフは参加型につい

て一定の蓄積を持っているものと推察する。 
なお、材鑑とあわせて、その材で作った椅子を展示するなどの工夫が見られ、パ

ソコン室も機能していたが、機材の更新は遅れている様子が見て取れた。 
 
研修コース名 

番号 訓練コース名 研修期間

（週） 

備考 

１ コミュニティフォレストリ 2  

２ アグロフォレストリ 2  

３ 植林技術 4  

４ 育種 2  

５ 栄養繁殖 3  

６ 資源管理 2  

７ 森林官養成 4  
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８ 林業導入 4  

９ 森林保護 2  

１０ タウンシップ森林官 2  

１１ 林道 2  

１２ 森林調査 2  

１３ 州森林官 2  

１４ 森林機械 2  

１５ 普及計画 3  

１６ 参加型普及制度 1 サブセンター 

１７ 参加型普及手法 2 サブセンター 

１８ 参加型普及研修フォローアップ 1 サブセンター 

１９ 住民研修 1 サブセンター 

 
演習林は、タウンヤ方式、及びコミュニティフォレストリ試験地を中心に車から

見学するに止まったが、その範囲内では良く整備されている。演習林においては未

だ収穫（伐採）の時期にきておらず、収穫の経験はない由、また、演習林の性格か

ら伐採について考えていないようであるが、小丸太生産は十分可能で、つる切りや

間伐が必要と見られる林分も散見され、育林／伐採を含む管理／経営計画の検討が

必要と思われる。 
 
（４） 中央林業開発訓練サブセンター 

本サブセンターは、プロジェクト事務所が入っており、よく維持・管理されてい

る。 
事務・研修等の裏に、見本林を造成しており極めて小規模ながらよく整備され、

現在は、林業技術研修が行われていないが、プロジェクト終了後アグロフォレスト

リ等の研修を行うことが予定されており研修生の参考になると思われる。 
樹種は、以下の６種（現地名/学名で、樹木につけられていた名札による。） 
1 Meze/Madhuca longifolia 
2 Tamar/Azardirachta indica 
3 Thitsein/Terminalia Belerica 
4 mahogany/Swietenia macrophylla 
5 Padauk/Pterocarpus Macrocarpus 
6 Pynkada/Xylia dolabriformis(xylocarpa) 
7 Teak/Tectona grandis 
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（５） その他 
ア．訓練研究開発部長は、チークネットの事務局、林業省内に設けられた AR-CDM の

指導的メンバーである由。 
イ．種子・種苗センターが中央林業開発訓練センターに隣接して設置されており、車

で通過したのみであったが、採取林等の整備はこれからとの由。 
ウ．ミャンマーにおける主要林業樹種 

C/P 等からの聞き取りによれば、ミャンマー国で主要造林樹種として考えられてい

るものは下記５種であり、特にチークが重要視され、長い歴史もある。アセンヤ

クノキについては、乾燥地の主要植栽木として優良木の選定、施業方法の確立が

望まれる。 
１ チーク/Kyun/Teak/Tectonia grandis 
２ 鉄木/Pyinkado/Burmese iron wood/Xylia xylocarpa 
３ タガヤサン（鉄刀木）/Mezali/ Bombay black wood / Cassia siamea 
４ ビルマカリン/Paduk/Paduk /Pterocarpus macrocarpus 
５ アカシア（アセンヤクノキ）/Sha/Acacia/Acacia catechu 

 
３．共有林の持続的維持のために－共有林造成に必要なユーザーグループに対する技術支

援― 
プロジェクトは、ユーザーグループの結成を促し、そのユーザーグループが、共有

林の承認を受けるまで、及び、その前提としての住民参加による共有林管理計画作成

をプロモートする職員・関係する人材育成で大きな成果をあげた。同時に、数多くの

実際のユーザーグループ結成のためのワークショップ及び共有林計画の作成に立ち会

い、その承認を側面支援するなどして２５に及ぶ共有林設定に実績を上げ、同時に OJT
の機会を通じて実現した。 
調査時点では、既に１６の共有林が植林等共有林造成活動を開始しており、今後次々

と造成活動が始まることが見込まれる。 
造成活動は始まって 2 年程度であり、成林の見込みをつけるにはまだ早く、その造

成された共有林の機能が発揮され、成果を評価するにはなお時間がかかるものではあ

るが、管見した限りでの感想を述べる。 
住民の意欲は極めて高いものと見受けられた。これは、事前の参加型アプローチが

良好だったことを示すものと思われる。また、このようなインセンティブの高さは、

ミャイヌ村のように住民に土地等の管理権限を相当程度与えることによって、住民の

切実な需要（当該村落では水）を、自らの意志によって充足させるという仕組みによ

るところが大きいものと思われる。また、北ガタボン村のように、いわゆる「違法耕

作」を相当の程度で権利として認められる点も、良好なインセンティブを醸成してい

る要因であろうと、専門家は分析している。 
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森林造成の第 1 段階は植林であり、投入量も格段に大きく、その成否が今後のグル

ープのインセンティブ及びその後の森林の生育ひいては共有林から享受される利益に

大きく影響する。 
森林造成の開始前にプロジェクトでは、ユーザーグループの代表に対する「住民研修」、

普及員に対する現地指導も行っているが、これがまだ十分効果を挙げるまでにいたって

いないことが考えられる。初期の段階においては、参加型手法と同様、苗木生産、植え

付けに当たり OJT の訓練が丁寧に行われ、普及員にも技術普及の方法を体得しておく

必要があるのではないであろうか。特に、共有林は条件の悪いところに多くが設定され

ていると見られ、成林にはきめ細かい投入が求められる。 
タウンシップ管理署は森林行政活動として共有林の監督義務があるが、共有林が設立

されるとそれに満足してその後のフォローが手薄になってしまうこともあるとの報告

もある。このようなことを防ぐためにも、後述するように、職員の業務の中に明確に共

有林の指導を位置付ける必要があるものと考える。 
同様の地域で行われている無償植林は、苗畑及び植栽時における潅水が計画的にでき

ると共に極めて劣悪な土地は含まないものの、植栽時期の設定、日常的な苗畑、植栽作

業指導、気象観測を含むきめ細かい作業仕組みの構築により、良好な成績を上げている

ものと思料される。 
苗木不良、活着不良が明らかになった時点で、グループで普及員を交えて分析し対策

を検討し改善したとの事例もあると聞いており、よりシステマティックにこのようなこ

とが行われていく必要がある。 
ユーザーグループが、林業技術を自らのもとし、自らの手で森林を造成し経営してい

くためには更に時間がかかることから、上記の住民と一体となった検討などを通じ、共

有林が設立されたグループ、地域に対しては技術普及に重点を移し、システム化してい

く必要があるであろう。また、現地に見合った作業体系及び技術開発の必要性があり、

住民とともにこのことができる人材（普及員、リーダー）の育成を強化すべきである。 
住民にとって、インセンティブを維持しつつ、具体的な技術を会得するためには、近く

に成功事例、技術を身につけた仲間がいることが重要であり、早期の成功事例の積み重

ねが求められる。この意味から、この時期での取り組みは重要な意味を持つ。 
幸い、無償植林は成林が見込まれ、この経験と技術を住民の状況に合わせて適用す

るとともに見本林等として活用すること、JICA には、乾燥地造林、住民造林の多大な

蓄積があり、これらの適用も考えられる。 
林業技術側面は、今後、森林局に任されることとなるが、早急なフォローにより、

確実な共有林の造成を図ることが望まれる。 
 
その際留意すべき点として考えられるものは次のとおり 
（１） ユーザーグループは共有林の発展あるいは経営段階に応じて作業分担の仕方や

140



個々人の役割の組み替え等の異なった機能が要求される。そのような変化に対

応しうる民主的で弾力的な対応が可能か。 
また、住民と普及員とで協働して課題を検討する仕組みができているか。 

（２） 技術的側面 
ア 作業仕組みが条件に応じて工夫されているか。 
イ 新たな技術的試みがなされているか。 
ウ 普及員の技術がグループに取り入れられているか。 
エ USG 間相互に技術情報を交換する仕組みがあるか。 
オ 普及員に対する技術研修が行われているか。 
カ フィードバックがなされているか。 

（３） 技術の視点―現地で見て特に留意すべき点。 
ア 活着率、樹高は適当か 
イ 種子は形質の明らかなものが使用されているか。 
ウ 健全な種苗生産がなされているか 
エ 植栽方法は、ウオーターハーベスト、土壌浸食防止に配慮されているか 
オ 明確な経営目標に従い施業体系が組まれ、作業仕組みが組み立てられているか。 

 
４．普及員の業務－共有林経営に必要なユーザーグループに対する経営支援と制度支援― 

共有林が承認され、その造成が行われた後には、その管理経営は計画に従って少なく

とも 30 年継続されるので、共有林の発展・経営段階に従って普及のあり方が異なって

くることは前述のとおりである。 
プロジェクトは、共有林令という制度の普及とそれを担うグループ化等の参加型手法

の普及開発と人材育成に成果を合えたところであるが、それが制度として定着するため

にはそれが現場職員の業務として明確に位置付けられる必要がある、さらに、長期の技

術指導、経営支援が必要な段階にいたると、その業務は日常の業務で行われなければ適

切な対応ができなく、その必要性はますます高くなる。 
このため、レポーティングシステムを梃子として、繰り返し業務が基本となる普及シ

ステムを強化していくことが肝要である。 
特に、収益を得る段階、伐採、販売については、共有林令に詳細な規定があり、きめ

細かい指導と迅速で弾力的な手続きが必要となってくるので、住民との緊密な関係の構

築と、共有林業務が職員の主要業務に明確に位置づけられている必要がある。 
特に、販売については、生産集荷、買い手情報等の市場情報による適正な販売ができ

る体制を組み立てておく必要がある。 
なお、これらのことは、森林局に任されることとなるが、JICA の蓄積を生かし、確実

な発展を図るためにはプロジェクト終了後の早急な検証と、必要な支援の検討が不可欠

と考えられる。 
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５．ミャンマーにおける村落林業の発展 

本プロジェクトはミャンマーにおけるわが国協力の成果を前提とし、あるいは取り

入れつつ実践的参加型手法を確立しており、住民林業の先鞭をつけるものとして高く

評価されてよいものと考えている。この成果は、無償造林にも取り入れられ、予定さ

れている技術協力プロジェクトにも応用が予定されている。今後はこれらの知見が蓄

積され、住民のための林業技術の蓄積が行われていくことを期待する。特に、ミャン

マーの主要樹種について、住民ができる種子選抜、住民が使いやすい簡便で低廉な施

業体系の開発が望まれる。 
 

以上 
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